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＜福岡県教育施策実施計画の位置付け＞ 

※出所：「平成30年度福岡県教育施策実施計画」 

 

県教育委員会では、教育基本法における教育の目標を基本に捉えつつ、福岡県教育大綱及び

福岡県学校教育振興プランを踏まえ、県の「教育の基本目標」を、次のとおり定めている。 

＜県の「教育の基本目標」＞ 

・真理を求め、意欲的に学ぶ態度をもち、社会的自立の基盤となる確かな学力、たくましく生き

るための健康や体力、豊かな情操と道徳心を備えた県民を育成すること。  

・志と自律心をもち、創造性や個性に富み、生涯にわたって学ぶ県民を育成すること。  

・正義を愛し、他者を思いやり、共に生きる心や公共の精神に基づく強い自覚と実践力をもち、

人権を尊重する県民を育成すること。  

・命あるものを尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与する県民を育成すること。  

・自ら考え、多様な価値観の人々と協働し、課題を解決していく力を身に付けるとともに、社会

の変化に対応し、社会を支え、その発展に寄与する県民を育成すること。  

・文化と伝統を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛する態度を養うとともに、人

類の平和と発展に貢献できる国際性豊かな県民を育成すること。 

※出所：「平成30年度福岡県教育施策実施計画」 

 

福岡県教育施策実施計画の概要 

県は、平成 30年度福岡県教育施策実施計画において、福岡県総合計画の記載に基づき、教育

施策を７つの柱、13の項目、28の施策に整理・体系化したうえで、各施策における主な取組・

事業及び成果となる指標を設定している。さらに、県は主な取組・事業のうち 19の取組・事業

を重点事業として位置づけ、特に目標達成の推進を図っている。 
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＜平成 30年度福岡県教育施策実施計画における教育施策＞ 

柱 項目 施策 取組・事業名 

Ⅰ 「学力、体力、豊かな心」を育成する 

 

１ 学力の向上（項目１） 

 

(1) 確かな学力向上のための取組の推進（施策１） 

 

福岡県学力向上推進計画に基づく学力向上総合推進事業の実施＜重点事業

１＞ 

主体的・対話的で深い学び推進事業の実施＜重点事業２＞ 

地域学校協働活動事業における放課後の学習支援等の実施 

２ 体力の向上（項目２） 

 

(1) 体力向上のための取組の推進（施策２） 

 福岡県体力向上総合推進事業の実施 ＜重点事業３＞ 

(2) 体力・スポーツ活動を豊かにする体制づくり（施策３） 

 
教員の指導力向上のための各種研修の充実 

福岡県体力向上総合推進事業における部活動指導員の配置＜重点事業３＞ 

(3) 健康教育の充実（施策４） 

 

健康教育推進事業(性と心の健康相談)の実施 

食に関する指導についての研修の充実 

子どもが作る「ふくおか弁当の日」の拡大 

「食育出前講座」の実施  

衛生管理及び安全な食材確保のための体制整備 

３ 豊かな心の醸成（項目３） 

 

(1) 道徳性を養う心の教育の充実（施策５） 

 

ボランティア活動等の社会奉仕体験活動の推進  

規範的な行動を促す道徳、特別活動、総合的な学習の時間等の教育活動の

充実 

(2) 実体験を重視した教育の推進（施策６） 

 

通学合宿推進事業の実施 

県立学校集団体験活動推進事業の実施 

子どもたちの体験活動を推進する地域活動指導員設置事業の実施  

障がいのある子どもたち・不登校の子どもたちの体験活動の支援  

(3) いじめや不登校等への対応（施策７） 

 いじめ・不登校総合対策事業の実施＜重点事業４＞ 

(4) 少年の非行防止と健全育成（施策８） 

 

保護者と学ぶ児童生徒の規範意識育成事業の実施＜重点事業５＞ 

薬物乱用防止教育の充実 

飲酒運転防止教育の充実  

(5) 幼児教育の充実（施策９） 

 

子育てに関する学習機会や情報提供の推進  

地域の実態を踏まえた幼稚園・保育所・認定こども園と小学校との連携強

化  

(6) 読書活動の充実（施策10） 

 
学校図書館の活用による学校全体での日常的な読書活動の推進及び読書指導

の充実  
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柱 項目 施策 取組・事業名 

市町村子ども読書推進計画の改訂に向けた支援  

読書活動推進ボランティアの養成及び活用促進   

図書館間の連携・協力・ ネットワーク化の推進  

子どもの読書活動推進事業の実施＜重点事業６＞ 

４ 学校、家庭、地域の連携・協働（項目４） 

 

(1) 学校、家庭、地域の連携・協働体制の整備（施策11） 

 

コミュニティ・スクール導入促進事業の実施＜重点事業７＞ 

地域学校協働活動事業の実施＜重点事業７＞ 

優れた知識・技能を有する社会人の積極的な活用促進 

(2) 家庭教育支援の充実（施策 12） 

 
PTA が主体となって取り組む「“新”家庭教育宣言」への支援 

家庭教育支援チーム設置事業の実施 

５ 教育環境づくり（項目５） 

 

(1) 多様な教育ニーズへの対応（施策 13） 

 

プロジェクトチームの設置 

専門学科及び特色ある学科・コースの充実 

入学者選抜制度及び転編入学制度の改善 

(2) ICT を活用した教育活動の推進（施策 14） 

 
電子黒板活用実証研究事業の実施 

ICT を効果的に活用した授業改善に係る調査研究事業の実施  

(3) 児童生徒の安全確保（施策 15） 

 
学校安全総合支援事業 (生活安全・交通安全・災害安全)の実施＜重点事業

８＞ 

(4) 学校施設の整備・充実（施策 16） 

 
学校施設の老朽化対策の推進 

校務の情報化の推進 

(5) 教育機会の確保（施策17） 

 

高等学校奨学金事業の実施 

高等学校等就学支援金事業の実施 

高校生等奨学給付金事業の実施 

児童生徒を取り巻く生活環境改善事業の実施＜重点事業９＞ 

(6) 教員の指導力・学校の組織力の向上（施策 18） 

 

教員採用試験の改善・充実及び大学等との連携 

教員の資質の向上 

社会体験研修等の長期派遣研修の充実 

教員評価の充実 

教職員のメンタルヘルス対策の充実 

教職員の働き方改革の推進＜重点事業 10＞ 

Ⅱ 「社会にはばたく力」を育成する 

 

１ 多様で特色のある能力や個性の伸長（項目６） 

 

(1) 個性や能力を伸ばす教育の充実（施策 19） 

 
少人数指導や習熟度別指導の推進 

小・中学校の連携強化による一貫性のある教育の推進  
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柱 項目 施策 取組・事業名 

高校生知の創造力育成セミナー事業の実施  

次世代の科学技術を担う人材育成事業の実施  

専門高校生実践力向上事業の実施＜重点事業 11＞ 

今日的な課題に対応した教育の推進 

「鍛ほめ福岡メソッド」総合推進事業の実施＜重点事業 12＞ 

(2) 特別支援教育の推進（施策 20） 

 

特別支援学校の教育環境の整備 

特別支援学校医療的ケア体制整備事業の実施 

発達障がい児等教育継続支援事業の実施 

高等・中等教育学校における特別支援教育の充実 

高等学校等特別支援教育推進事業の実施 

高等学校等通級指導推進事業の実施 

特別支援学校専門スタッフ強化事業の実施 

２ キャリア教育の充実（項目７） 

 

(1) キャリア教育・職業教育の推進（施策 21） 

 

地域の企業・経済団体等と連携したインターンシップ等の推進  

県立高校・特別支援学校キャリア教育支援事業の実施 

未来を切り拓く人材育成事業の実施 

県立工業高校産業人材育成事業の実施 

新規高卒者の就職支援の充実 

地域産業教育連携推進事業の実施 

高校生みらい支援事業の実施 

特別支援学校技能検定事業の実施＜重点事業 13＞ 

Ⅲ 「郷土と日本、そして世界を知る力」を育成する 

 

１ 郷土の魅力を学び、世界の多様性を理解（項目８） 

 

(1) 国際的視野を持つ人材の育成（施策 22） 

 

世界に挑む人材育成事業の実施 

ふくおかグローバルハイスクール事業の実施 

グローバル化に対応した英語教育の推進＜重点事業 14＞ 

Ⅳ 生涯学習社会をつくる 

 

１ 生涯学習・社会教育の総合的推進（項目９） 

 

(1) 社会教育活動の推進（施策 23） 

 

NPO やボランティア団体との連携・協力の推進  

社会教育関係団体等に対する育成支援・補助 

社会教育関係職員の資質向上＜重点事業 15＞ 

県立社会教育総合センター等での学習情報の提供及び学習相談の充実 

現代的な課題に関する学習機会の提供とボランティア活動の促進 

２ 生涯学習・社会教育環境の整備（項目 10） 

 

 

 

 

(1) 社会教育施設の充実（施策 24） 

 

県立社会教育施設の機能充実 

県立社会教育施設の利用促進 

社会教育施設職員の資質向上 
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柱 項目 施策 取組・事業名 

Ⅴ 県民の文化活動を盛んにする 

 

１ 文化の振興（項目 11） 

 

(1) 県民文化芸術活動の振興（施策 25） 

 

「子ども文化事業」及び 「芸術体験講座」の実施  

中学校文化連盟、高等学校芸術・文化連盟への支援 

県立美術館の機能の充実 

(2) 文化財の保存・活用及び継承（施策 26） 

 

九州歴史資料館の利用促進、調査・研究の充実 

旧福岡県公会堂貴賓館の利用促進 

「明治 150年」近代建造物魅力発信事業＜重点事業 16＞ 

福岡国際交流史発信事業の実施＜重点事業 17＞ 

Ⅵ 県民のスポーツ活動を盛んにする 

 

１ 大規模国際スポーツ大会等を契機としたスポーツの振興による地域活性化（項目 12） 

 

(1) 県民に希望や元気を与える競技スポーツの推進（施策 27） 

 

競技スポーツ振興事業の実施 

県立体育・スポーツ施設の整備と活用促進 

ジュニアアスリート育成強化事業の実施＜重点事業 18＞ 

女性アスリート育成強化事業の実施 

Ⅶ 人権が尊重される心豊かな社会をつくる 

 

１ 人権尊重の意識や行動の定着及び人権施策の推進（項目 13） 

 

(1) 人権教育・人権啓発の推進（施策 28） 

 

人権教育を基盤にした学校づくり研究事業の実施＜重点事業 19＞ 

人権教育実践交流会・人権教育指導者養成連続講座の実施 

人権教育コーディネーター養成講座の実施 

男女共同参画教育の推進 

男女共同参画についての教員研修の実施 

※出所：「平成30年度福岡県教育施策実施計画」を基に監査人作成 

 

なお、教育施策の執行状況について、県は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律に定

めるところにより、翌年度に点検及び評価を行い、その結果を報告書として公表することで県

民に対する説明責任を果たすとともに、以後の教育施策への適切な反映に努めている。 

＜教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等＞ 

第二十六条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第一項の規定により教育長に委

任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第四項の規定により事務局職員等に委任さ

れた事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に

関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知

見の活用を図るものとする。 

※出所：「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」 

 

平成 30年度福岡県教育施策実施計画の教育施策を対象とする点検及び評価は令和元年度に

実施されており、各柱に掲げられた指標及びその達成状況の概要は次のとおりである。 
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＜令和元年度教育委員会の点検評価（平成30年度対象）における主な指標及び達成状況＞ 

柱 指標 現状値 目標値 
達成状況 

（※） 

Ⅰ 「学力、体力、豊かな心」を育成する 

 

○確かな学力の育成 

全国学力・学習状況調査にお

ける標準化得点の教科ごとの平

均値 

小 国語 100.6 

算数 100.0 

中 国語 99.6 

数学 97.5 

（H30年度） 

小 国語 100以上   

算数 100以上  

中 国語 98.9 以上 

   数学 98.6 以上 

（R3年度） 

○ 

○子どもの体力の向上 

全国体力・運動能力、運動習

慣等調査における体力合計点平

均値 

小 男子 55.25 点 

女子 56.32 点 

中 男子 43.55 点  

女子 51.25 点 

（H30年度） 

全区分 全国平均以

上 

(全国平均点) 

小 男子 54.21 点 

女子 55.90 点 

中 男子 42.32 点 

女子 50.61 点 

（毎年度） 

◎ 

Ⅱ 「社会にはばたく力」を育成する 

 

○特別支援教育体制の整備 

公立の幼稚園、認定子ども

園、小・中・高等学校におい

て、特別な支援が必要であると

考えられる幼児児童生徒に対す

る①個別の指導計画及び②個別

の教育支援計画の作成の割合 

 

① 94.2％ 

② 93.6％ 

(H30 年度) 

① 100％ 

② 100％ 

(R3 年度) 

○ 

Ⅲ 「郷土と日本、そして世界を知る力」を育成する 

 

○生徒の英語力① 

CEFR A１レベル相当以上（英

検３級程度以上）の資格又は相

当する力を有する中学校生徒の

割合 

45.2％ 

（H30年度） 

50％ 

（R3年度） 
○ 

○生徒の英語力② 

CEFR A２レベル相当以上（英

検準２級程度以上）の資格又は

相当する力を有する県立高等学

校生徒の割合 

43.5％ 

（H30年度） 

50％ 

（R3年度） 
○ 

Ⅳ 生涯学習社会をつくる 

 

○社会教育に関する学習情報提

供の充実 

「ふくおか社会教育ネットワ

ーク」へのアクセス件数 

376,824 件 

(H30 年度) 

300,000 件 

(毎年度) 
◎ 

Ⅴ 県民の文化活動を盛んにする 

 
○県立美術館の利用  

県立美術館入館者数 

233,336 人 

(H30 年度) 

160,000 人 

(毎年度) 
◎ 
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柱 指標 現状値 目標値 
達成状況 

（※） 

Ⅵ 県民のスポーツ活動を盛んにする 

 

○競技スポーツの振興 

国民体育大会における男女総

合成績順位 

８位 

(H30 年度) 

８位  

(毎年度) 
○ 

Ⅶ 人権が尊重される心豊かな社会をつくる 

 

○人権教育の推進  

人権教育推進の中核となる指

導者養成研修を修了した教員の

累計人数 

404 人 

(H30 年度) 

400 人 

(H30 年度) 
◎ 

 （※）点検・評価の方法：「教育施策の推進状況」については、施策を構成する主な取組・事業

等についての点検・評価を通じ、施策自体について点検・評価を実施する。なお、指標

については、次の４段階の基準で評価を行う。   

◎ 既に目標を達成している。 

〇 目標達成に向けて順調に推移している、または、概ね目標を達成している。 

△ 目標達成に向けて、取組の強化が必要である。 

▲ 目標達成のためには、取組の抜本的改善が必要である。 

※出所：「令和元年度教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況についての 

点検及び評価（平成30年度対象）」に基づき監査人作成 
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 福岡県教育委員会の概要 

教育委員会制度 

教育委員会は、都道府県や市町村等に置かれる合議制の執行機関であり、生涯学習、教育、

文化、スポーツ等の幅広い施策を展開している。 

＜教育委員会制度の意義＞ 

１.政治的中立性の確保 

個人の精神的な価値の形成を目指して行われる教育においては、その内容は、中立公正である

ことは極めて重要。 

 このため、教育行政の執行に当たっても、個人的な価値判断や特定の党派的影響力から中立性

を確保することが必要。 

 

２.継続性、安定性の確保 

 教育は、子どもの健全な成長発達のため、学習期間を通じて一貫した方針の下、安定的に行わ

れることが必要。 

 また、教育は、結果が出るまで時間がかかり、その結果も把握しにくい特性から、学校運営の

方針変更などの改革・改善は漸進的なものであることが必要。 

 

３.地域住民の意向の反映 

 教育は、地域住民にとって身近で関心の高い行政分野であり、専門家のみが担うのではなく、

広く地域住民の意向を踏まえて行われることが必要。 
※出所：文部科学省ホームページ 

 

＜教育委員会制度の特性＞ 

１.首長からの独立性 

行政委員会の一つとして、独立した機関を置き、教育行政を担当させることにより、首長への

権限の集中を防止し、中立的・専門的な行政運営を担保。 

 

２.合議制 

多様な属性を持った複数の委員による合議により、様々な意見や立場を集約した中立的な意思

決定を行う。 

 

３.住民による意思決定（レイマンコントロール） 

住民が専門的な行政官で構成される事務局を指揮監督する、いわゆるレイマンコントロールの

仕組みにより、専門家の判断のみによらない、広く地域住民の意向を反映した教育行政を実現。 
※出所：文部科学省ホームページ 

 

 教育委員会は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づいて設置される。教育

委員会の下には、同法に基づき事務局が設置され、事務局は、教育委員会の権限に属する事務

を処理している。 

＜教育委員会の事務＞ 

項目 概要 

学校教育の振興 

・学校の設置管理 

・教職員の人事及び研修  

・児童・生徒の就学及び学校の組織編制  

・校舎等の施設・設備の整備  

・教科書その他の教材の取扱いに関する事務の処理 
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項目 概要 

生涯学習・社会教育の振興 

・生涯学習・社会教育事業の実施  

・公民館、図書館、博物館等の設置管理  

・社会教育関係団体等に対する指導、助言、援助 

芸術文化の振興、文化財の保護 

・文化財の保存、活用  

・文化施設の設置運営  

・文化事業の実施 

スポーツの振興 

・指導者の育成、確保  

・体育館、陸上競技場等スポーツ施設の設置運営  

・スポーツ事業の実施  

・スポーツ情報の提供 

※出所：文部科学省ホームページ 

 

なお、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」は、平成 26年に大きく改正され、地方

教育行政における責任体制の明確化、迅速な危機管理体制の構築、地方公共団体の長との連携

強化、国の関与の見直し等が図られている。 

＜「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」改正の概要と効果＞ 

１．教育委員長と教育長を一本化した新「教育長」の設置 

・首長が直接教育長を任命することにより、任命責任が明確化 

・第一義的な責任者が教育長であることが明確に 

・緊急時にも、常勤の教育長が教育委員会会議の招集のタイミングを判断 

 

２．教育長へのチェック機能の強化と会議の透明化 

 ・教育委員会の審議の活性化 

 

３．すべての地方公共団体に「総合教育会議」を設置 

 ・首長が教育行政に果たす責任や役割が明確になるとともに、首長が公の場で教育行政につい

て議論することが可能に 

 ・首長と教育委員会が協議・調整することにより、両者が教育政策の方向性を共有し、一致し

て執行にあたることが可能に 

 

４．教育に関する「大綱」を首長が策定 

 ・地方公共団体としての教育行政に関する方向性が明確化 

※出所：文部科学省「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の 

一部を改正する法律（概要）」に基づき監査人作成 

 

県においても、県教育行政における重要事項や基本方針は、知事が議会の同意を得て任命し

た教育長及び５人の委員で組織する教育委員会において決定され、教育長の指揮の下に、教育

委員会の事務局（教育庁各課、出先機関）が具体的な事務を執行している。教育長及び委員

は、教育委員会会議に出席し、教育行政の基本方針や重点施策について協議するほか、それら

に関する重要事項等を審議しており、そのために教育現場の視察、意見・要望等の聴取、教育

関係の各種行事への出席、委員協議会（勉強会）を行っている。 
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＜県教育委員会の平成30年度の主な活動実績＞ 

活動内容 実績 

教育委員会会議の実施 

○開催実績 計 23回 

 ①定例会：12回、②臨時会：11回  

※うち移動教育委員会２回（朝倉光陽高等学校・京築教育事務所） 

○議決事項 計 43件 

①基本方針・計画の策定：４件、②人事案件：18件、 

③審議会委員等任命・委嘱：６件、④規則の制定・改廃：10件、  

⑤文化財の指定：１件、⑥その他：４件  

○協議事項 計９件（人事案件等） 

○報告事項 計 24件（条例改正、予算関係等） 

定例会、臨時会の傍聴者数31人（報道関係者を除く） 

委員協議会の実施 
○主要施策、懸案事項等のほか、委員提案議題の協議等 

開催実績 12回、協議等件数 28件 

学校訪問（学校行事・式典

への出席、視察、懇談等） 

○学校行事・式典（創立記念式典、卒業式）への出席 

○校内視察、学校関係者との懇談、意見交換等（朝倉光陽高等学

校、豊前市立宇島小学校） 

訪問回数 延べ 26回 

学校以外における各種行事

への出席、視察、意見交換 

○各種行事への出席（福岡県教育文化表彰式、とびうめ教育表彰式、

福井国体等） 

○視察（久留米アリーナ、福岡県青少年科学館） 

○教育関係者との意見交換（豊前市教育委員会、京築教育事務所職

員） 

○知事、公安委員会との意見交換 

出席等回数 延べ 12 回 

総合教育会議への出席 ○重点的に取り組むべき事項についての協議    会議回数  ２回 

他の都道府県との連携、情

報交換の場への出席 

○国の施策や予算の要望等のほか、「学校教育における法律の専門家 

である弁護士（スクールロイヤー）の導入・活用について」、「部活

動の在り方について」をテーマとした協議等 

九州地方教育委員協議会、教育委員総会、全国都道府県教育委員協議

会、教育委員会連合会総会、都道府県・ 指定都市教育委員研究協議会 

出席回数  延べ 11 回  

※出所：「令和元年度教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況についての 

点検及び評価（平成30年度対象）」に基づき監査人作成 

 



 

23 

教育委員会の組織体制 

教育委員会の組織体制は次のとおりである。 

＜組織図＞                        （平成 31年４月１日現在） 

 

※出所：「県資料」及び「県ホームページ」を基に監査人作成 

※指定管理者導入施設

九州歴史資料館

副教育長 教育監

教育委員会
（教育長）

体育スポーツ健康課

人権・同和教育課

体育研究所

北九州教育事務所

北筑後教育事務所

南筑後教育事務所

筑豊教育事務所

京築教育事務所

夜須高原
野外活動センター

少年自然の家
「玄海の家」

社会教育総合センター
少年自然の家

ふれあいの家南筑後

英彦山青年の家

文化財保護課

教育振興部

高校教育課

教育センター

教育総務部

総務企画課

財務課

教職員課

施設課

福岡教育事務所

社会教育課

社会教育
総合センター

図書館

美術館

特別支援教育課

義務教育課

総合射撃場

旧福岡県公会堂貴賓館

青少年科学館

スポーツ科学情報センター

総合プール

久留米スポーツセンター

馬術競技場
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教育委員会の各職員数は次のとおりである。 

＜職員数（本庁）＞                    （平成 31年４月１日現在） 

部局名 課室名 職員数 

教育委員会（教育長を除く。） - ５人 

教育長 - １人 

副教育長 - １人 

教育監 - １人 

教育総務部 総務企画課 33 人 

財務課 29 人 

教職員課 38 人 

施設課 24 人 

文化財保護課 32 人 

教育振興部 高校教育課 42 人 

義務教育課 29 人 

特別支援教育課 20 人 

人権・同和教育課 22 人 

体育スポーツ健康課 42 人 

社会教育課 29 人 

 合計 348 人 

※出所：「県資料」を基に監査人作成 

 

＜職員数（出先機関）＞                 （平成 31年４月１日現在） 

所管部署 出先機関名 職員数 

教育総務部 総務企画課 教育事務所 福岡 46 人 

北九州 34 人 

北筑後 39 人 

南筑後 40 人 

筑豊 42 人 

京築 32 人 

文化財保護課 九州歴史資料館 30 人 

教育振興部 高校教育課 教育センター 101 人 

体育スポーツ健康課 体育研究所 10 人 

社会教育課 美術館 22 人 

図書館 33 人 

社会教育総合センター 19 人 

英彦山青年の家 13 人 

少年自然の家「玄海の家」 9人 

社会教育総合センター少年自然

の家 

（１）人 ※１ 

ふれあいの家南筑後 （１）人 ※２ 

夜須高原野外活動センター （１）人 ※３ 

（※１）社会教育総合センター所長が兼務 

（※２）南筑後教育事務所長が兼務 

（※３）北筑後教育事務所長が兼務 

※出所：「県資料」を基に監査人作成 
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監査対象とした教育委員会に関連して、県は、県内に多数の県立中学校、中等教育学校、高

等学校及び特別支援学校（以下「県立学校等」という。）を有しており、各学校の配置図は次

のとおりである。 

＜県立中学校、中等教育学校、高等学校配置図＞       （平成 31年４月１日現在） 

 

※出所：県「県立高等学校等配置図」を基に監査人作成 
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＜県立特別支援学校配置図＞               （平成 31年２月１日現在） 

※出所：県「県立特別支援学校配置図」を基に監査人作成 
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6

県立特別支援学校配置図

築城特別支援学校
［知的障がい・肢体不自由］

川崎特別支援学校
［知的障がい］

嘉穂特別支援学校
［知的障がい］

筑後特別支援学校
［知的障がい］

小郡特別支援学校
［知的障がい］

直方特別支援学校
［聴覚障がい・知的障がい・肢体不自由］

※ ［ ］内は当該校に設置する教育部門。

※ 太線は知的障がい教育部門（小・中学部）の就学校指定の

際の地域区分を表す。

太宰府特別支援学校
［知的障がい・肢体不自由］

北九州市

福岡市

大牟田市

久留米市

筑紫野市
春日市

大野城市

太宰府市

古賀市

新宮町

宇美町

志免町

福津市

宗像市

遠賀町

屋町

宮若市

小竹町

鞍手町

直方市

行橋市

豊前市

苅田町

みやこ町

那珂川町

小郡市

大刀洗町

筑前町

須恵町

粕屋町

香春町

朝倉市

水巻町

中間市

大任町

東峰村

田川市

添田町

福智町

川崎町

吉富町

上毛町

糸田町

赤村

うきは市

柳川市

篠栗町

築上町

八女市
大川市

糸島市

みやま市

広川町

大木町

岡垣町

筑後市

飯塚市

嘉麻市

桂川町

久山町

古賀特別支援学校
［知的障がい・病弱］

福岡特別支援学校
［肢体不自由］

北九州高等学園
［知的障がい］

北九州視覚特別支援学校
［視覚障がい］

小倉聴覚特別支援学校
［聴覚障がい］

福岡高等学園
［知的障がい］

久留米聴覚特別支援学校
［聴覚障がい］

柳河特別支援学校
［視覚障がい・肢体不自由］

柳河特別支援学校大牟田分教室
［病弱］

田主丸特別支援学校
［肢体不自由］

福岡聴覚特別支援学校
［聴覚障がい］

福岡高等聴覚特別支援学校
［聴覚障がい］

福岡高等視覚特別支援学校
［視覚障がい］

福岡視覚特別支援学校
［視覚障がい］
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事務分掌 

教育庁教育総務部の各課に係る事務分掌は次のとおりである。 

＜事務分掌＞ 

課名 係等名 事務分掌 

総務 

企画課 

秘書広報係 １ 教育委員会の会議に関する事務 

２ 教育委員会委員及び教育長の秘書 

３ 庁用車の管理運行 

４ 庁用管理の連絡調整 

５ 教育事務所の運営に係る予算 

６ 教育総務部各課の連絡調整 

７ 教育行政に係る広報及び広聴の総合企画、調整及び実施 

８ 報道機関との連絡及び調整 

９ 教育行政相談 

10 県議会に係る事務の連絡及び調整 

11 教育文化表彰 

12 教育委員会の所掌事務に係る国際交流の調整 

文書・法人係 １ 教育に関する法人及び信託に関する事務 

２ 教育調査報告書 

３ 規則案、告示案、訓令案その他の合議文書の審査及び法令の

解釈 

４ 文書事務及び公印に係る事務の総括 

５ 行政手続法及び福岡県行政手続条例の施行に係る事務の指

導、助言及び調整 

６ 聴聞の主宰 

人事係 １ 行政組織及び権限配分 

２ 事務局等職員等の定数、任免、分限、懲戒、服務、研修その

他人事に関する事務 

３ 事務局等職員等の給与、報酬、退職手当等に関する事務 

４ 事務局等職員等が加入する職員団体及び労働組合に関する

事務 

５ 教育委員会の所掌事務に係る行政改革の推進に係る事務の

総合的な連絡及び調整 

６ 附属機関等における委員等の登用の適正化に係る事務の総

括 

７ 次世代育成推進施策に係る事務の総合的な連絡及び調整 

８ 庶務事務の電算処理システムの運用に係る事務の連絡及び

調整 

９ 人事給与事務の電算処理システムの運用に係る事務の連絡

調整 

10 災害対策に係る事務の総合的な連絡及び調整 

教育政策推

進室 

１ 教育行政の総合的企画及び調整 

２ 教育施策の策定及び重要施策の進行管理 

３ 教育行政における地方分権の推進に係る企画、調査及び調整 
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課名 係等名 事務分掌 

４ 教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況に関

する点検及び評価 

５ 教育委員会の所掌事務に係る情報の収集及び整理 

６ 学校教育と社会教育の連携に係る施策の推進 

７ 教育委員会の所掌事務に係る情報化に関する施策の企画及

び調整 

８ 知事部局との連絡調整 

９ 教育改革推進本部に関する事務 

10 福岡県教育振興審議会 

11 教育長が特に命じた事項 

財務課 予算係 １ 教育委員会の所掌事務に関する教育費の予算及び決算に関

する事務の統括 

２ 教育事務所及び教育委員会の所管に属する教育機関に係る

財務会計事務の指導 

３ 市町村教育委員会の地方財政措置に関する指導助言 

学校予算係 １ 県立学校の運営に係る予算に関する事務 

２ 事務局等職員等及び教職員の給与費等並びに義務教育費等

国庫負担金に関する事務 

３ 県立学校の授業料に関する事務 

４ 公立学校の就学支援金に関する事務 

５ 公立学校の奨学給付金に関する事務 

給与係 １ 教職員の給与及び報酬に関する事務 

２ 教職員であった者の退職手当に関する事務 

３ 費用弁償及び旅費に関する事務 

４ 児童手当に関する事務 

５ 人事給与事務の電算処理に関する事務 

教職員課 

 

管理免許係 １ 教育職員の免許に関する事務 

福利・職員係 １ 職員の福利厚生及び保健管理 

２ 職員であった者に係る恩給に関する事務 

３ 公立学校共済組合に関する事務 

４ 福岡県教職員互助会に関する事務 

５ 福岡県教職員身体検査審議会に関する事務 

６ 教育委員会の所掌事務に関する争訟の統括 

７ 教職員の加入する職員団体に関する事務 

８ 教育関係職員の栄典に関する事務 

市町村立学

校係 

１ 県費負担教職員の定数、任免、分限、懲戒、服務その他人事

に関する事務 

２ 県費負担教職員（教育職給料表適用者を除く）の研修に関す

る事務 

３ 市（指定都市を除く）町村立の小学校、中学校、義務教育学

校及び特別支援学校の学級編制の基準に関する事務 

県立学校係 １ 県立学校教職員の定数、任免、分限、懲戒、服務その他人事

に関する事務 

２ 県立学校の職員組織に関する事務 
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課名 係等名 事務分掌 

人事管理班 １ 教職員の任免、分限、服務その他人事に関する事務 

施設課 管理助成係 １ 市町村立学校の校舎その他の施設の整備計画の指導助言 

２ 市町村立学校の校舎その他の施設の整備に関する国庫補助

金に関する事務 

施設係 １ 県立学校の校舎その他の施設の整備計画に関する事務 

財産・情報基

盤係 

１ 県立学校に係る教育財産の取得、管理及び処分に関する事務 

２ 県立学校における情報基盤の整備に関する事務 

文化財保護

課 

管理係 １ 指定文化財保護事業に係る補助金に関する事務 

２ 銃砲刀剣類の登録及び美術刀剣類の製作承認に関する事務 

３ 文化財の広報に関する事務 

４ 九州歴史資料館（分館を含む）に関する事務 

５ 旧福岡県公会堂貴賓館に関する事務 

企画・埋蔵文

化財係 

１ 文化財の保存及び活用に係る総合的施策の企画及びその指

導助言 

２ 埋蔵文化財の保護及びその指導助言 

３ 文化財保護行政に係る情報の収集及び整理並びに関係機関

との連絡調整 

４ 文化財愛護思想の普及に関する事務 

５ 文化財関係者の研修 

６ 福岡県文化財保護審議会に関する事務 

７ 文化財保護指導員に関する事務 

文化財保護

係 

１ 有形文化財、無形文化財、民俗文化財、記念物、文化的景観

及び伝統的建造物群並びに文化財の保存技術の保存及び活用

に関する事務 

２ 個別の文化財の保存及び活用に係る計画の指導助言 

３ 福岡県指定文化財の管理に関する事務 

４ 文化財の防災に関する事務 

※出所：「福岡県職員録【各課（室）事務分掌】」 

 

教育庁教育振興部の各課に係る事務分掌は次のとおりである。 

＜事務分掌＞ 

課名 係等名 事務分掌 

高校 

教育課 

管理係 １ 教育振興部内の権限配分及び各課の連絡調整 

２ 福岡県教育センターに関する事務 

３ 福岡県教育文化奨学財団の実施する奨学事業に関する事務 

４ 学校安全団体に関する事務 

学事企画係 １ 公立高等学校及び県立中高一貫教育校における生徒の入学、

転学及び退学並びに福利厚生に関する事務又はこれらの指導助

言 

２ 公立高等学校の入学者選抜及び県立中高一貫教育校の入学者

決定 

３ 高等学校卒業程度認定試験 

４ 公立の高等学校及び中高一貫教育校の教育制度の企画又は指
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課名 係等名 事務分掌 

導助言 

５ 公立の高等学校、中等教育学校、専修学校及び各種学校並び

に県立中学校の設置廃止 

６ 県立の高等学校及び中高一貫教育校の受入計画、入学定員及

び通学区域に関する事務 

７ 県立の高等学校及び中等教育学校の後期課程の学科等の編成 

指導班 １ 公立高等学校及び県立中高一貫教育校における学校教育の指

導に関する総合的計画 

２ 公立高等学校及び県立中高一貫教育校における組織編制、教

育課程、学習指導、生徒指導及び進路指導等又はこれらの指導

助言 

３ 公立高等学校及び県立中高一貫教育校の教職員の研修 

４ 公立高等学校及び県立中高一貫教育校における教科書その他

の教材の取扱いの指導助言 

義務 

教育課 

学事企画係 １ 小学校、中学校、義務教育学校及び中等教育学校の前期課程

への就学援助に係る国庫補助金事務 

２ 公立の幼稚園、小学校、中学校（県立中学校を除く。以下次

号、第４号及び第５号において同じ）及び義務教育学校の企画

又は指導助言 

３ 公立の幼稚園、小学校、中学校及び義務教育学校の設置廃止 

４ 公立の幼稚園、小学校、中学校及び義務教育学校における幼

児児童生徒の就学、入学、転学、退学及び進学並びに福利厚生に

関する事務又はこれらの指導助言 

５ 公立の幼稚園、小学校、中学校及び義務教育学校における教

材費等に係る地方交付税等の財政措置の指導助言 

６ 教科書の無償給与 

７ 義務教育諸学校（県立中学校、県立中等教育学校及び特別支

援学校を除く）の教科書の採択事務 

８ 中学校卒業程度認定試験に関する事務 

９ 福岡県教科用図書選定審議会に関する事務 

指導班 １ 公立の幼稚園、小学校、中学校（県立中学校を除く。以下次号

及び第４号において同じ）及び義務教育学校における学校教育

の指導に関する総合的計画（特別支援学級及び通級による指導

に係るものを除く） 

２ 公立の幼稚園、小学校、中学校及び義務教育学校における組

織編制、教育課程、学習指導及び進路指導等又はこれらの指導

助言 

３ 県費負担教職員の研修 

４ 公立の小学校、中学校及び義務教育学校における教科書その

他の取扱い（特別支援学級及び通級による指導に係るものを除

く）又はこれらの指導助言 

５ ふくおか教育論文 

教育相談室 １ 公立の幼稚園、小学校、中学校及び義務教育学校における生

徒指導及び学校安全又はこれらの指導助言 

２ 教育相談 



 

31 

課名 係等名 事務分掌 

特別支援 

教育課 

学事企画係 １ 小学校、中学校、義務教育学校及び中等教育学校の前期課程

並びに特別支援学校への就学奨励に係る国庫補助金等事務 

２ 公立特別支援学校の教育制度の企画又は指導助言 

３ 公立の特別支援学校の設置廃止等 

４ 県立特別支援学校の受入計画及び整備計画 

５ 公立の特別支援学校における幼児児童生徒の就学、入学、転

学、退学及び進学並びに福利厚生に関する事務又はこれらの指

導助言 

６ 公立の特別支援学校における教材費等に係る地方交付税等の

財政措置の指導助言 

７ 県立特別支援学校（小学部及び中学部を除く）の入学者選抜 

８ 特別支援学校の教科書の採択事務 

９ 福岡県障がい児就学指導委員会に関する事務 

指導班 １ 公立の特別支援学校における学校教育並びに特別支援学級及

び通級による指導における特別支援教育の指導に関する総合的

計画 

２ 公立の特別支援学校、特別支援学級及び通級による指導にお

ける組織編制、教育課程、学習指導、生徒指導、進路指導及び学

校安全等又はこれらの指導助言 

３ 教職員の特別支援教育に関する研修 

４ 特別支援教育の推進に係る総合的企画及び実施 

５ 公立の特別支援学校、特別支援学級及び通級による指導にお

ける教科書そのほかの教材の取扱い又はこれらの指導助言 

６ 県立特別支援学校の校外行事の届出及び承認（学校体育に係

るものを除く） 

人権・同和

教育課 

調整係 １ 福岡県地域改善対策奨学資金に関する事務 

２ 人権教育に関する助成 

３ 人権教育関係機関・団体に関する事務 

指導班 １ 人権教育の推進に関する実施計画及び連絡調整 

２ 人権教育に関する研修及び研究指定 

３ 人権教育を基盤とした児童生徒の学力と進路の保障 

啓発班 １ 人権教育の啓発 

２ 人権教育に関する指導助言 

３ 福岡県人権教育総合推進連絡会に関する事務 

体育スポー

ツ健康課 

管理係 １ 福岡県体育研究所に関する事務 

２ 福岡県立久留米スポーツセンター、福岡県立総合プール、福

岡県立スポーツ科学情報センター、福岡県馬術競技場及び福岡

県立総合射撃場に関する事務 

３ 福岡県スポーツ振興センターに関する事務 

４ 体育施設の整備に関する事務 

保健給食係 １ 幼児児童生徒の保健管理 

２ 公立学校の環境衛生等 

３ 学校給食に関する事務 

４ 学校保健団体及び学校給食団体に関する事務 
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課名 係等名 事務分掌 

体育・健康

教育班 

１ 学校体育及び健康教育の指導に関する総合的計画 

２ 学校体育及び健康教育又はこれらの指導助言 

３ 教職員の学校体育及び健康教育に関する研修 

４ 学校体育に関する施設設備及び用具の整備に関する指導助言 

５ 学校体育団体に関する事務 

スポーツ・

競技力推進

班 

１ スポーツに関する指導助言 

２ スポーツに関する指導者の養成及び研修 

３ スポーツの奨励及びスポーツ行事の実施 

４ 競技者の育成強化 

５ 国民体育大会に関する事務 

６ スポーツに関する施設設備及び用具に関する指導助言 

７ スポーツ団体に関する事務 

社会教育課 総務・文化

係 

１ 子どもの文化芸術活動の推進 

２ ユネスコ活動の総括に関する事務 

３ 文化団体に関する事務 

４ 福岡県立美術館、福岡県立図書館、福岡県立社会教育総合セ

ンター、福岡県立英彦山青年の家、福岡県立少年自然の家「玄海

の家」、福岡県立社会教育総合センター少年自然の家、福岡県立

ふれあいの家南筑後及び福岡県立夜須高原野外活動センターに

関する事務 

５ 福岡県青少年科学館に関する事務 

６ 福岡県教育文化奨学財団に関する事務 

地域学校協

働推進班 

１ 社会教育の振興に関する事業の推進 

２ 地域学校協働活動の推進 

３ 社会教育施設に関する事務 

４ 社会教育関係団体の助成 

社会教育班 １ 社会教育に関する総合的計画及びその推進 

２ 社会教育に関する指導助言 

３ 社会教育専門職員の養成及び社会教育関係者の研修 

４ 社会教育委員に関する事務 

５ 社会教育関係団体の育成及び指導 

６ 社会教育に関する表彰 

※出所：「福岡県職員録【各課（室）事務分掌】」 
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教育費の予算及び決算の概要 

教育委員会所管の歳出をはじめとする、県の教育費の予算及び決算の推移は下記のとおりで

ある。 

学生数の減少傾向等を受けて、一般会計に占める教育費の割合は、平成 21年度以降、一貫し

て減少傾向にある。なお、平成 29年度の教育費については、前年度に比して、当初予算は 4,117

億円から 3,093 億円（△1,024 億円）、一般会計に占める教育費の割合は22.8％から 18.0％（△

4.8％）と大幅に減少している。当該減少の主な理由は、国による都道府県から指定都市への事

務・権限移譲施策の一環として、市町村立学校職員給与負担法が改正され、平成 29年度以降、

県内の指定都市（福岡市及び北九州市）の教職員給与負担が、県から指定都市に移譲されたこ

とによるものである。 

＜平成 29年度以降の県が負担する教職員給与等の範囲＞ 

第一条  

市（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市（次条

において「指定都市」という。）を除き、特別区を含む。）町村立の小学校、中学校、義務教育

学校、中等教育学校の前期課程及び特別支援学校の校長（中等教育学校の前期課程にあつては、

当該課程の属する中等教育学校の校長とする。）、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、

養護教諭、・・・（省略）・・・及び事務職員のうち次に掲げる職員であるものの給料、扶養手

当、地域手当、・・・（省略）・・・職務を行うために要する費用の弁償（次条において「報酬

等」という。）は、都道府県の負担とする。 

※出所：「市町村立学校職員給与負担法」 

 

＜県の一般会計歳出予算額及び教育費予算額の推移＞ 

※出所：県「決算及び財政状況」を基に監査人作成 
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＜県の一般会計歳出決算額及び教育費決算額の推移＞ 

※出所：県「決算及び財政状況」を基に監査人作成 

 

＜県の教育費項目別決算額の推移＞ 

（※１）教育総務費・社会教育費・保健体育費・大学費・青少年費の合計額 

※出所：県「決算及び財政状況」を基に監査人作成 
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 監査対象事業の選定 

監査対象事業選定の趣旨及び方法 

本報告書における監査のテーマである県の教育施策は、「３ 福岡県の教育施策 （１）福

岡県の教育施策の体系」で述べたとおり、「福岡県教育施策実施計画」に基づき、教育委員会

所管分野の単年度計画として具体化され、当該計画を踏まえて様々な取組・事業が実施されて

いる。 

したがって、監査対象事業は、「平成30年度福岡県教育施策実施計画」を基礎として、次の

方法により選定した。 

 

①  教育委員会事務局各課に対して調査を行い、「平成 30 年度福岡県教育施策実施計画」に

記載された取組・事業と各課で行われている実施事業の対応関係を整理し、取組・事業に

該当する各課の実施事業を網羅的に把握した。 

②  ①の結果、把握した実施事業について、関連資料の閲覧及び所管課に対するヒアリング

を行い、各実施事業の概要、予算額及び決算額を把握した。 

③  「平成 30 年度福岡県教育施策実施計画」における 19 の重点事業については、当該重点

事業に関連する各課の主たる実施事業を監査対象事業とした。ただし、「子どもの読書活

動推進事業の実施＜重点事業６＞」は、平成 30 年度福岡県包括外部監査において監査対

象事業となっているため、除外した。 

④  ③を除く各実施事業については、②におけるヒアリング結果や、予算及び決算額の多寡

等を踏まえ、重要性が高いと考えられる実施事業を監査対象事業とした。 

 

なお、「平成30年度福岡県教育施策実施計画」における教育施策、取組・事業等について

は、「３ 福岡県の教育施策 （２）福岡県教育施策実施計画の概要」で述べている。 

 

選定した監査対象事業 

「（１）監査対象事業選定の趣旨及び方法」に記載した方法により選定した監査対象の取

組・事業及び実施事業は次のとおりである。 

＜監査対象事業とその結果及び意見の該当＞               （単位：円） 

取組・ 

事業名※ 
監査対象事業 所管課 

H30 年度 

歳出決算額 

結果及び 

意見の該当 

福岡県学力向上推進計画に基づく学力向上総合推進事業の実施＜重点事業１＞ 

 

ふくおか学力アップ推進費 義務教育課 218,482,426 〇 

中学校における総合的な学力向上対策

事業費 
義務教育課 14,871,833 - 

主体的・対話的で深い学び推進費 義務教育課 9,837,176 〇 

主体的・対話的で深い学び推進事業の実施＜重点事業２＞ 

 
主体的・対話的で深い学び推進費（再

掲） 

高 校 教 育

課、義務教

育課（再掲） 

9,837,176 

（再掲） 

〇 

（再掲） 

福岡県体力向上総合推進事業の実施＜重点事業３＞ 

 

福岡県体力向上総合推進事業費 
体育スポー

ツ健康課 
29,029,037 〇 

ふくおかスポーツ振興プロジェクト費 

 

体育スポー

ツ健康課 
16,647,372 〇 
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取組・ 

事業名※ 
監査対象事業 所管課 

H30 年度 

歳出決算額 

結果及び 

意見の該当 

福岡県体力向上総合推進事業における部活動指導員の配置＜重点事業３＞ 

 福岡県体力向上総合推進事業費（再掲） 

体育スポー

ツ 健 康 課

（再掲） 

29,029,037 

（再掲） 

〇 

（再掲） 

「食育出前講座」の実施  

 学校給食・食育総合推進費 
体育スポー

ツ健康課 
2,988,277 - 

衛生管理及び安全な食材確保のための体制整備 

規範的な行動を促す道徳、特別活動、総合的な学習の時間等の教育活動の充実 

 道徳教育総合支援費 義務教育課 4,312,069 - 

県立学校集団体験活動推進事業の実施 

 県立学校集団体験活動推進事業費 高校教育課 59,617,130 - 

いじめ・不登校総合対策事業の実施＜重点事業４＞ 

 

高等学校不適応・いじめ防止対策事業

費 
高校教育課 38,020,390 - 

いじめ・不登校相談事業費 義務教育課 8,684,255 - 

スクールカウンセラー活用事業費 義務教育課 236,377,896 〇 

不登校児童生徒復帰支援事業 義務教育課 9,675,117 - 

児童生徒を取り巻く生活環境改善事業

費 
義務教育課 67,364,817 〇 

子どもホットライン 24相談事業費 義務教育課 29,732,274 - 

保護者と学ぶ児童生徒の規範意識育成事業の実施＜重点事業５＞ 

 
保護者と学ぶ児童生徒の規範意識育成

費 
義務教育課 11,787,000 - 

地域の実態を踏まえた幼稚園・保育所・認定こども園と小学校との連携強化  

 幼児教育充実支援費 義務教育課 3,448,890 - 

学校図書館の活用による学校全体での日常的な読書活動の推進及び読書指導の充実  

コミュニティ・スクール導入促進事業の実施＜重点事業７＞ 

プロジェクトチームの設置 

電子黒板活用実証研究事業の実施 

 福岡県電子黒板活用実証研究費 施設課 103,664,381 〇 

ICT を効果的に活用した授業改善に係る調査研究事業の実施  

 教育活性化推進費 義務教育課 3,962,375 - 

学校安全総合支援事業 (生活安全・交通安全・災害安全)の実施＜重点事業８＞ 

学校施設の老朽化対策の推進 

 
老朽校舎改築費、施設充実費、体育館

建設費、校地整備費、環境整備費 
施設課 7,828,252,488 - 

校務の情報化の推進 

 県立学校情報化推進費 施設課 151,195,868 〇 

高等学校奨学金事業の実施 

 奨学事業助成費 高校教育課 167,442,000 〇 

高等学校等就学支援金事業の実施 

 公立高等学校等就学支援金交付金 財務課 7,516,822,730 〇 
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取組・ 

事業名※ 
監査対象事業 所管課 

H30 年度 

歳出決算額 

結果及び 

意見の該当 

高校生等奨学給付金事業の実施 

 公立高校等奨学給付金事業費 財務課 1,072,993,961 〇 

児童生徒を取り巻く生活環境改善事業の実施＜重点事業９＞ 

 
児童生徒を取り巻く生活環境改善事業

費（再掲） 

高校教育

課、義務教

育課（再

掲） 

67,364,817 

（再掲） 

〇 

（再掲） 

教職員のメンタルヘルス対策の充実 

 教職員等健康管理費 教職員課 125,696,751 〇 

教職員の働き方改革の推進＜重点事業 10＞ 

 

教員の働き方改革事業費 教職員課 87,629,400 〇 

県立学校校務支援推進費 施設課 5,911,000 - 

福岡県体力向上総合推進費（再掲） 
体育スポー

ツ健康課 

29,029,037 

（再掲） 

〇 

（再掲） 

専門高校生実践力向上事業の実施＜重点事業 11＞ 

 専門高校生実践力向上事業費 高校教育課 20,004,903 - 

「鍛ほめ福岡メソッド」総合推進事業の実施＜重点事業 12＞ 

 

「運動」を通した鍛ほめプロジェクト

費 

体育スポー

ツ健康課 
1,709,846 - 

「鍛えよう、ほめよう」プロジェクト

推進費 
義務教育課 5,406,265 〇 

特別支援学校医療的ケア体制整備事業の実施 

 特別支援学校医療的ケア体制整備費 
特別支援教

育課 
75,272,841 〇 

高等学校等特別支援教育推進事業の実施 

 
高等学校特別支援教育推進事業費（高

校教育予算） 

特別支援教

育課 
17,152,751 - 

高等学校等通級指導推進事業の実施 

 
高等学校等通級指導推進事業費（高校

教育予算） 

特別支援教

育課 
13,759,764 - 

特別支援学校専門スタッフ強化事業の実施 

 特別支援学校専門スタッフ強化費 
特別支援教

育課 
21,077,864 - 

未来を切り拓く人材育成事業の実施 

 未来を切り拓く人材育成事業 高校教育課 37,390,404 〇 

県立工業高校産業人材育成事業の実施 

 県立工業高校産業人材育成事業 高校教育課 59,246,180 - 

高校生みらい支援事業の実施 

 高校生みらい支援事業費 高校教育課 24,276,129 〇 

特別支援学校技能検定事業の実施＜重点事業 13＞ 

 特別支援学校技能検定開発事業費 
特別支援教

育課 
2,509,881 - 
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取組・ 

事業名※ 
監査対象事業 所管課 

H30 年度 

歳出決算額 

結果及び 

意見の該当 

ふくおかグローバルハイスクール事業の実施 

 
ふくおかグローバルハイスクール事業

費 
高校教育課 10,600,680 - 

グローバル化に対応した英語教育の推進＜重点事業 14＞ 

 
英語力向上推進事業 高校教育課 36,692,889 - 

英語教育強化推進費 義務教育課 20,358,431 - 

社会教育関係職員の資質向上＜重点事業 15＞ 

県立社会教育施設の機能充実 

 

図書館業務委託事業費、青少年科学館

整備費、青年の家整備費、少年自然の

家整備費、社会教育総合センター整備

費、図書館整備費 

社会教育課 238,069,507 〇 

県立美術館の機能の充実 

 

美術展覧会開催費、美術資料整備費、

美術普及活動費、常設展運営費、歴史

資料調査費 

社会教育課 104,537,800 - 

「明治 150年」近代建造物魅力発信事業＜重点事業 16＞ 

 
「明治 150 年」近代建造物魅力発信事

業 

文化財保護

課 
21,606,400 - 

福岡国際交流史発信事業の実施＜重点事業 17＞ 

 福岡国際交流史発信事業 
文化財保護

課 
11,486,930 〇 

県立体育・スポーツ施設の整備と活用促進 

 県立体育・スポーツ施設改修費 
体育スポー

ツ健康課 
468,004,433 〇 

ジュニアアスリート育成強化事業の実施＜重点事業 18＞ 

 ジュニアアスリート育成強化費 
体育スポー

ツ健康課 
53,268,693 〇 

人権教育を基盤にした学校づくり研究事業の実施＜重点事業 19＞ 

 
人権教育を基盤とした学校づくり研究

事業 

人権・同和

教育課 
3,256,000 - 

合計額  19,070,135,504  

※ 平成 30年度福岡県教育施策実施計画における取組・事業名 

※出所：県へのアンケート結果を基に監査人作成 
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 監査の視点及び実施した監査手続 

 監査の視点 

｢第１ 監査の概要 ４ 監査の方法 （３）監査の視点」に記載したとおり、次の視点によっ

て監査を実施した。 

教育施策に関する財務事務の執行の適切性 

教育施策に関する財務事務の執行が、法令等に基づき適切に行われているか。特に、次の視

点によって監査を実施した。 

 事業全般に関する事項 

・ 財務事務を行う根拠となる法令、条例、規則等は適切に整備されているか。 

・ 財務事務は、法令、条例、規則等に準拠して適切に実施されているか。 

 

 市町村への助言・支援等に関する事項 

・ 各市町村への助言・支援等に関する事務は、法令、条例、規則等に準拠して適切に実施さ

れているか。 

 

 委員会の開催等に関する事項 

・ 各委員に対する報酬の内容及び支払手続は適切か。 

 

 歳入歳出項目に関する事項 

・ 各歳入項目、特に国等から受ける補助金の申請及び交付等に係る手続きが、法令、条例、

規則等に準拠して適切に実施されているか。 

・ 各歳出項目（委託料、使用料及び賃借料、工事請負費、負担金、補助及び交付金等）に係

る手続き（契約、検査、支払等）が、法令、条例、規則等に準拠して適切に実施されてい

るか。 

 

教育施策の有効性、効率性及び経済性 

県の全体最適の観点から、実施している教育施策が有効な手段及び内容となっているか。ま

た、施策は効率的に実施されているか。さらに、費用対効果を踏まえた検討が行われているか。

特に、次の視点によって監査を実施した。 

 

・ 各事業の目的が、明確に設定されているか。また、当該目的は、県の教育施策の趣旨等を

踏まえ、妥当なものとなっているか。 

・ 各事業の目的に対して、実施されている事業内容、目標数値等は妥当なものとなっている

か。また、目標数値の設定根拠は明確か。 

・ 事業の実施結果について、成果の把握・測定方法は事前に決定されているか。また、事業

実施後、当該方法に基づいて、成果が適切に把握・測定され、外部に公表されているか。 

・ 把握・測定された事業の成果は、「教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況につ

いての点検及び評価」等に適切に反映されるとともに、翌年度以降の事業に活用されてい

るか。 

・ 各事業に関する情報が、県民に対して有効かつ効率的に伝達されているか。 

・ 事業の予算額と実績額に大きな差異は生じていないか。また、差異が生じている場合、そ

の内容は妥当か。 

・ 各事業の内容に応じて、県の他部署との連携は検討されているか。また、連携が検討・実

施されている場合、その内容が、有効かつ効率的なものとなっているか。 
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・ 県内の均衡な発展に寄与しているか。（事業実施場所が特定の市町村に偏っていないか。） 

・ 各市町村の課題やニーズを適切に把握したうえで、有効かつ効率的な事業を実施している

か。 

・ 各市町村が実施した事業の内容や成果を把握しているか。また、把握した内容を分析した

うえで、翌年度以降の県の事業に活用されているか。 

 

・ 委員会の開催等は有効性、効率性、経済性を踏まえて実施されているか。 

・ 委員会の開催等による具体的な効果及び成果はあるか。 

 

・ 各歳出項目（委託料、使用料及び賃借料、工事請負費、負担金、補助及び交付金等）の支

出内容は、事業の目的に照らして有効なものとなっているか。 

・ 各歳出項目に係る費用対効果は適切に把握されているか。また、当該費用対効果を踏まえ

た検討がなされているか。 

・ 工事請負費に関連して、工事が必要となる箇所（校舎等）の把握方法、選定方法は有効か

つ効率的なものとなっているか。また、施設の老朽化度合い等を踏まえ、緊急性・重要性

が高い修繕工事に関する今後の計画が、適切に策定されているか。 

 

その他過去に実施された包括外部監査等結果への対応 

過去に実施された包括外部監査の結果に係る措置等が適切に行われているか。 

・ 過去の発見事項と同様の事項はないか。 

・ 過去の発見事項を踏まえた措置等は適切に実施されているか。 
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 実施した監査手続 

「１ 監査の視点」を踏まえ、次の手順で監査手続を実施した。 

概要の把握 

公表されている教育施策に関する法令、規則、要綱及び過去の監査委員監査の結果等を閲覧

した。 

また、教育施策の概要を把握するために、各所管部署から概要を整理した資料を入手して説

明を受けるとともに、教育施策の状況及び課題等について担当者へ質問を行った。 

 

監査対象とした教育施策の各所管部署に対する調査 

監査対象とした教育施策に関する財務事務について、関連する文書の査閲及び所管部署の担

当者への質問を行い、県の条例等への準拠性を始め、各監査の視点について検討した。 

 

監査対象とした出先機関等に対する調査 

監査対象とした出先機関に対して、現地調査を実施するとともに、関連する文書の査閲及び

担当者への質問を行った。 

 

 監査の実施状況 

「２ 実施した監査手続」に記載した監査手続を、次のとおり実施した。 

＜監査の実施状況＞ 

実施期日 項目 対象部署等 

７月 11日～12日 概要の把握 総務企画課、教職員課、高校教育課、義務教育課、 

特別支援教育課、体育スポーツ健康課、社会教育課 

７月 29日～ 

８月９日 

所管部署調査 総務企画課、財務課、教職員課、施設課、文化財保護

課、高校教育課、義務教育課、特別支援教育課、人権・

同和教育課、体育スポーツ健康課、社会教育課 

８月 26日～28日 所管部署調査 営繕設備課 

９月 19日 出先機関調査 早良高等学校 

９月 20日 出先機関調査 戸畑工業高等学校、北九州教育事務所 

９月 24日 出先機関調査 直方特別支援学校、図書館、久留米スポーツセンター 

10 月 15日～16日 所管部署調査 教職員課、施設課、高校教育課、義務教育課、特別支援

教育課、体育スポーツ健康課、社会教育課 
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 監査の結果及び監査の結果に添えて提出する意見の概要 

 監査の結果及び監査の結果に添えて提出する意見の概要 

本報告書では、監査の結果及び監査の結果に添えて提出する意見（以下「監査の結果（指摘）

及び意見」という。）について、次のとおり区分して記載する。 

＜監査の結果（指摘）及び意見の区分＞ 

区分 内容 

総括的又は重要性の高

い監査の結果（指摘）

及び意見 

À 福岡県教育施策実施計画に関する総括的な監査の結果（指摘）及
び意見 

À 複数の所管部署に関連する、又は、複数の実施事業に関連する等
により、福岡県教育施策実施計画を推進する上で県民生活に与

える影響が大きいと考えられる監査の結果（指摘）及び意見 

À その他、監査人が特に重要性が高いと考える監査の結果（指摘）
及び意見 

個別的な監査の結果

（指摘）及び意見 

À 監査対象とした実施事業に関する個別的な監査の結果（指摘）及
び意見 

 

監査の結果（指摘）及び意見に係る件数及び項目は下表のとおりであり、監査の結果（指摘）

及び意見の内容は、上表の区分に基づき、「２ 総括的又は重要性の高い監査の結果（指摘）及び

意見」及び「３ 個別的な監査の結果（指摘）及び意見」で述べる。 

なお、「監査の結果（指摘）」とは、法令、条例、規則等に反していると判断される事項や社会

通念上著しく適切性を欠き不当と判断される事項であり、「監査の意見」は、監査の結果（指摘）

には該当しないが、監査人が改善や検討が必要と認めて述べる事項である。 

 

監査の結果（指摘）及び意見の件数 

＜監査の結果（指摘）及び意見の件数＞ 

区分 結果（指摘） 意見 

総括的又は重要性の高い監査の結果（指摘）及び意見 １ 2 

個別的な監査の結果（指摘）及び意見 16 18 

計 17 20 

 

監査の結果（指摘）及び意見の項目 

＜監査の結果（指摘）及び意見の項目＞ 

監査対象事業、結果及び意見の項目 ページ 

総括的又は重要性の高い監査の結果（指摘）及び意見  

 ①（結果）教育施策実施計画に係る説明責任の強化について 45 

②（意見）県が関与する団体等との取引、行為等に係る内部統制の構築について 50 

③（意見）教職員の長時間勤務改善に向けた取組の状況について 55 

④（調査結果）学校におけるブロック塀等の安全点検及び安全対策について（※） 76 
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監査対象事業、結果及び意見の項目 ページ 

個別的な監査の結果（指摘）及び意見  

 （１）福岡県学力向上推進計画に基づく学力向上総合推進事業の実施（重点事業 1）  

 ア ふくおか学力アップ推進費  

 

①（結果）ふくおか学力向上推進事業等補助金に係る適切な事業実施報告書

の作成指導について 

79 

②（結果）派遣した非常勤講師の勤務実態に係る確認の徹底について 80 

③（意見）学力調査の分析手法の検討・研究について 81 

④（意見）学力調査委託業務に係る再委託の整理の必要性について 85 

（２）主体的・対話的で深い学び推進事業の実施＜重点事業２＞  

 ア 主体的・対話的で深い学び推進費  

 ①（意見）成果報告書の記載内容について 89 

（３）福岡県体力向上総合推進事業の実施＜重点事業３＞  

 ア 福岡県体力向上総合推進事業費  

 ①（意見）部活動指導員の拡充へ向けた取組の強化について 92 

イ ふくおかスポーツ振興プロジェクト費  

 

①（結果）見積依頼に係る適切な事務処理について 94 

②（結果）見積通知書に係る適切な事務処理について 96 

③（結果）委託事業に係る事業内容の適切な検査について 97 

④（意見）県業務と任意団体業務の明確な区分、及び適切な文書事務の徹底

について 

98 

（４）いじめ・不登校総合対策事業の実施＜重点事業４＞  

 ア スクールカウンセラー活用事業費  

 ①（結果）スクールカウンセラーの勤務実績に係る確認の強化について 100 

イ 児童生徒を取り巻く生活環境改善事業費  

 ①（結果）補助金に係る事業実施報告書の適切な調査について 104 

（５）電子黒板活用実証研究事業の実施  

 ア 福岡県電子黒板活用実証研究費  

 
①（結果）予定価格設定の根拠資料の適切な作成・保管について 106 

②（意見）ICT機器の賃貸借契約における賃借料と保守費用の区分について 108 

（６）校務の情報化の推進  

 ア 県立学校情報化推進費  

 

①（意見）情報セキュリティ監査結果に係る改善状況の確認について 109 

②（意見）情報セキュリティ監査における外部監査実施の検討について  111 

③（意見）情報システムの賃貸借契約における賃借料と保守費用の区分につ

いて 

113 

（７）高等学校奨学金事業の実施  

 ア 奨学事業助成費  

 
①（結果）補助金額算定方法の明確化及び補助金額確定の適切性確保につい

て 

115 

（８）高等学校等就学支援金事業の実施  

 ア 公立高等学校等就学支援金交付金  

 
①（意見）所管課による申請書類の現地確認結果に関するフォローアップの

実施について 

119 
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監査対象事業、結果及び意見の項目 ページ 

 （９）高校生等奨学給付金事業の実施  

 ア 公立高校等奨学給付金事業費  

 

①（結果）公立高校等奨学給付金の申請時における代理受領の適用確認等に

ついて 

123 

②（意見）所管課による申請書類の現地確認結果に関するフォローアップの

実施について 

124 

（１０）教職員のメンタルヘルス対策の充実  

 ア 教職員等健康管理費  

 

①（結果）「こころの健康相談」事業に係る利用状況に応じた適切な支出に

ついて 

129 

②（結果）教職員カウンセリングサービスに係る委託業者への予算資料の事

前提供について 

131 

（１１）教職員の働き方改革の推進＜重点事業 10＞  

 ア 教員の働き方改革事業費  

 ①（意見）教職員の超過勤務時間の発生状況とそれに対する対応策について 133 

（１２）「鍛ほめ福岡メソッド」総合推進事業の実施＜重点事業 12＞  

 ア 「鍛えよう、ほめよう」プロジェクト推進費  

 
①（意見）任意団体との特命随意契約に係る支出内容の確認について 135 

②（意見）事業自体に関する総括としての成果の検証について 137 

（１３）特別支援学校医療的ケア体制整備事業の実施  

 ア 特別支援学校医療的ケア体制整備費  

 ①（意見）看護職員の任用期間の見直しについて 141 

（１４）未来を切り拓く人材育成事業の実施  

 ア 未来を切り拓く人材育成事業  

 ①（結果）事業実績報告に係る点検・確認の強化について 145 

（１５）高校生みらい支援事業の実施  

 ア 高校生みらい支援事業費  

 ①（意見）進路支援コーディネーターの勤務日数制限の見直しについて 148 

（１６）県立社会教育施設の機能充実  

 ア 図書館業務委託事業費、青少年科学館整備費、青年の家整備費、少年自然

の家整備費、社会教育総合センター整備費、図書館整備費 

 

 
①（結果）見積り期間短縮の根拠の明示について 153 

②（意見）空調設備の老朽化による事故リスクの判定の必要性について 155 

（１７）福岡国際交流史発信事業の実施＜重点事業 17＞  

 ア 福岡国際交流史発信事業  

 ①（意見）予定価格の適切な設定について 157 

（１８）ジュニアアスリート育成強化事業の実施＜重点事業 18＞  

 ア ジュニアアスリート育成強化費  

 
①（結果）補助金実績報告書における支出内容の明確な記載について 160 

②（結果）委託契約に係る事業内容の適切な検査について 162 

（※）：総括的又は重要性の高い監査の結果（指摘）及び意見における「④ 学校におけるブロ

ック塀等の安全点検及び安全対策について」は、結果又は意見ではなく調査結果を記載

している。 
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 総括的又は重要性の高い監査の結果（指摘）及び意見 

 （結果）教育施策実施計画に係る説明責任の強化について 
所管部署名 総務企画課 

監査の視点 
(２) 教育施策の有効性、効率性及び経済性  

ア 事業全般に関する事項 

 

【現状】 

本報告書の監査対象である福岡県教育施策実施計画の位置づけ、概要等については、「第２ 

監査対象の概要 ３ 福岡県の教育施策 （２）福岡県教育施策実施計画の概要」に記載した

とおりである。 

平成 30年度福岡県教育施策実施計画（以下「教育施策実施計画」という。）は、教育施策を

７つの柱、13の項目、28の施策に整理・体系化されている。また、各施策については下記の

とおり「総合計画の内容」と「平成 30年度施策の基本的なねらい」が整理された上で、関連

する「主な取組・事業」、及び成果となる「指標」が設定されている。 

＜教育施策実施計画における施策の構成＞ 

柱 

項目 

   ≪施策番号≫                    担当課 

 

 

 

当該施策に係る総合計画の「現状・課題」及び「施策の方向」の該当箇所を記載し、当該

施策を実施する背景を説明しています。 

 

 

 

上記「総合計画の内容」に記載の「施策の方向」、教育大綱に記載の「施策の方向」及び福

岡県学校教育振興プランに記載の「重点的に取り組む施策」の内容等を踏まえ、平成 30年

度における施策の基本的なねらいを記載しています。 

 

 平成 30 年度 主な取組・事業 

 

上記「平成 30年度 施策の基本的なねらい」に関して、平成 30年度に実施する取組・

事業のうち、主なものについて記載しています。 

 

指 標 

 
 

 当該施策の効果を把握するため、指標及び目標値を設置しています。 

 

※出所：「平成30年度福岡県教育施策実施計画」 

 

なお、県は主な取組・事業のうち 19の取組・事業を「重点事業」として位置づけ、特に目

標達成の推進を図っている。 

また、県は、教育施策の執行状況について、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」

の定めるところにより、翌年度に点検及び評価を行い、その結果を報告書として公表している。 

 

施 策  

総合計画の内容 

平成 30年度 施策の基本的なねらい 
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【指摘事項】 

本監査において、教育施策実施計画並びに翌年度に実施された点検及び評価の内容を検討

したところ、次のとおりであった。 

＜教育施策実施計画並びに翌年度に実施された点検及び評価の内容の検討結果＞ 

No 項目 現状及び課題 

① 

各施策に記載され

ている「主な取組・

事業」と実際に「各

課で実施されてい

る事業及び予算」

との関連性、整合

性 

＜現状＞ 

・ 「各課で実施されている事業」を前提に県の予算は編成され、業

務に取り組まれている。 

・ しかし、教育施策実施計画には、左記の関連性、整合性について、

19 の重点事業は部分的に記載があるものの網羅的には記載され

ていない。 

・ 関連性、整合性について県へ質問したところ、「取組・事業に着目

した編集としているため、予算と対応した一覧表等は作成してい

ない。」とのことであった。 

＜課題＞ 

・ 「主な取組・事業」と実際に「各課で実施されている事業及び予

算」との関連性、整合性は、教育施策実施計画を見る限り把握し

づらい。 

② 

教育施策実施計画

における「重点事

業」の設定基準・根

拠の明確性 

 

＜現状＞ 

・ 主な取組・事業のうち、19の取組・事業が「重点事業」として位

置付けられている。 

・ しかし、「重点事業」の設定基準・根拠は、教育施策実施計画には

記載されていない。 

・ 「重点事業」の設定基準・根拠について県へ質問したところ、「①

重点施策、②新規事業、③継続事業のうち主な事業の３つをもと

に施策のバランスを勘案し選定している。」とのことであった。 

＜課題＞ 

・ 「重点事業」の設定基準・根拠が記載されておらず、「重点事業」

とした経緯が明確でない。 

③ 

成果となる「指標」

の設定基準・根拠

の明確性 

 

＜現状＞ 

・ 各施策において成果となる「指標」が設定されている。 

・ しかし、「指標」の設定基準・根拠は、教育施策実施計画には記載

されていない。 

・ また、「指標」には、全国平均以上や 50％といった目標値が複数記

載されているが、それらの数値を目標値とした根拠が記載されて

いない。 

・ さらに、施策の中には学校施設等ハード面に関する取組・事業も

あるが、当該取組・事業については「指標」が設定されていない。 

・ 「指標」の設定基準・根拠について県へ質問したところ、「基本的

に経年で成果を把握するため、原則として前年と同じ「指標」を

用いている。」とのことであったが、具体的な設定基準・根拠を明

確に示す資料はなかった。 

＜課題＞ 

・ どのような基準で「指標」が設定されたのか、なぜ「指標」とさ

れたのか、明確でない。 
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No 項目 現状及び課題 

・ 一部の目標値の設定根拠は、福岡県総合計画には記載しているも

のの、その他の目標値については設定根拠が明確でない。 

・ 教育施策実施計画には、学校施設等ハード面に関する取組・事業

についての「指標」そのものがないため、県民に取組・事業の成

果が伝わりにくいと考えられる。 

・ 「指標」及び設定されている目標値の数値の設定根拠が明確に記

載されていない。このため、県民が、取組・事業の目標やその成

果を正確に把握できないと言わざるを得ない。 

④ 

点検及び評価にお

ける評価基準の客

観性 

＜現状＞ 

・ 各施策に設定されている成果となる「指標」については、点数及

び評価において、◎、○、△及び▲の４段階評価が行われている。

４段階評価の意味は下表のとおりである。 

・ 平成 30年度対象事業の点検及び評価の内容を査閲したところ、４

段階評価別の個数は次のとおりであり、▲に該当する「評価」は

０個であった。 

 ◎：18個、○：17個、△：10個、▲： ０個 

・ ▲は「目標達成のためには、取組の抜本的改善が必要である」の

意であるが、どのような場合にこれに該当するか県へ質問したと

ころ、「機械的にあてはめるような画一的な基準を設けず、個々の

施策ごとに総合的な判断をしている。」とのことである。 

＜課題＞ 

・ 上記③「成果となる「指標」の設定基準・根拠の明確性」に記載

したとおり、「指標」に設定されている目標値の数値の設定根拠等

の記載がない。このため、県民にとってどの程度、目標が達成さ

れているのか客観的な評価として伝わりにくいと考えられる。 

・ ▲に該当する「評価」は０個とのことであるが、どのような場合

にこれに該当するか、評価の基準が明確でない。 

 

＜点検及び評価における４段階評価の意味＞ 

区分 内容 

◎ 既に目標を達成している。 

○ 目標達成に向けて順調に推移している、または、概ね目標を達成している。 

△ 目標達成に向けて、取組の強化が必要である。 

▲ 目標達成のためには、取組の抜本的改善が必要である。 

※出所：「令和元年度教育委員会の権限に属する事務の管理  

及び執行状況についての点検及び評価」 

 

上表に記載した＜課題＞のうち、「③ 成果となる「指標」の設定基準・根拠の明確性」に

記載した課題は、特に重要であると考えられる。 

このため、教育施策実施計画において成果となる「指標」及び設定されている目標値の設定

基準・根拠の明確性について、他県の状況と比較するため、埼玉県の事例を下記のとおり参考

に示す。なお、「指標」の例は、県民からの注目度が高いと考えられるいじめや不登校等への

対応に関するものを抽出している。 
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埼玉県におけるいじめや不登校等への対応に関する指標及び目標値については、指標の定

義・選定理由及び目標値の根拠が明確に記載されており分かりやすい。また、いじめの解消率

については、認知したいじめを全て解消するという高い目標を設定しているため、目標値は

100％とされている。100％という目標達成は厳しいかもしれないが、その設定根拠が明確であ

ることから、目標達成へ向けた県の意識の高さがうかがい知れる。 

＜（参考）埼玉県におけるいじめや不登校等への対応に関する指標及び目標値＞ 

施策指標 指標の定義・選定理由 目標値の根拠 現状値 目標値 

いじめの

解消率 

県内公立小学校、中学校、

高等学校、特別支援学校に

おけるいじめの認知件数

のうち、認知年度内に解消

された件数の割合。 

国の第３期教育振興基本

計画の測定指標であり、い

じめが児童生徒にとって

重大な事案であり、早期発

見・早期対応により、いじ

めの解消に努める必要が

あることから、この 指標

を選定した。 

一人一人の児童生徒に

とって明るく安心して

学べる学校であるため

に、認知したいじめを

全て解消することを目

指し、目標値を設定し

た。 

81.9％ 

(平成 29年

度) 

 

100％ 

(平成 35年

度) 

不登校(年

間 30日以

上)児童生

徒の数及

び割合 

1年度内に30日以上欠 席

した公立小・中学校の児童

生徒の数及び割合(病気や

経済的な理由による者を

除く。)。 

不登校児童生徒への支援

の成果を示す数値である

ことから、この指標を選定

した。 

埼玉県５か年計画にお

ける平成 33 年度の目

標値(小学校 733 人以

下 0.19％以下、中学校

3,746 人以下 2.01％以

下)を踏まえ、この割合

を維持することを目指

し、目標値を設定した。 

小学校 

1,368 人 

0.37％ 

 

中学校 

5,138 人 

2.84％ 

(平成 29年

度) 

小学校 

703 人以下 

0.19％以下 

 

中学校 

3,564 人以下 

2.01％以下 

(平成 35年

度)  

 

公立高等

学校にお

ける中途

退学者数

及び割合 

公立高等学校における全

日制・定時制別の中途退学

者の数及び割合。 

中途退学防止に向けた取

組の成果を示す指標であ

ることから、この指標を選

定した。 

現状値を基準とし、埼

玉県５か年計画の年度

ごとの削減目標幅と同

等ペースで減少させる

ことを目指し、目標値

を設定した。 

全日制 

1,055 人  

0.91％ 

定時制 

387 人 

8.00％ 

(平成 29年

度) 

全日制 

962 人以下 

0.84％以下 

定時制 

341 人以下 

7.40％以下 

(平成 35年

度)  

※出所：「埼玉県教育振興基本計画」 

 

次に、福岡県におけるいじめや不登校等への対応に関する指標及び目標値は下記のとおり

である。指標の選定理由及び目標値の根拠は記載されておらず、指標として相応しいのか、目

標値として妥当なのか明確でない。 

よって、県は、成果となる「指標」の設定基準・根拠の明確性の観点から、また、より分か

りやすく県民に対して説明する観点からも、「指標」の設定基準・根拠を記載することが必要

と考えられる。 
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＜福岡県におけるいじめや不登校等への対応に関する指標及び目標値＞ 

指標 指標の概要 現状値 目標値 

不登校対策 

児童生徒1,000人当たり

の不登校児童生徒数 

小 03.9 人（全国 04.7人) 

中 30.6 人（全国 31.4人) 

高 14.0 人（全国 16.4人) 

(H28(2016)年度) 

全国平均以下 

(毎年度) 

不登校から継続して投

稿できるようになった

児童生徒の割合 

小 30.8％（全国 29.5％) 

中 29,9％（全国 27.9％) 

高 35.3％（全国 34.2％) 

(H28(2016)年度) 

小・中学校 

全国平均以上 

(毎年度) 

高等学校 

50％ 

(毎年度) 

いじめの 

解消率 

いじめの認知件数のう

ち解消した件数の割合 

小 91.3％（全国 91.2％) 

中 87.9％ (全国 27.9％) 

高 80.0％ (全国 34.2％) 

(H28(2016)年度) 

全国平均以上 

(毎年度) 

※出所：「福岡県教育施策実施計画」 

 

以上を踏まえ、県は、教育施策実施計画、並びにこれに伴う点検及び評価について、県民に

とって有用性が高く、かつ分かりやすい内容へ修正し、その説明責任を強化する必要がある。 

具体的には、県は、各項目について次の対応を検討すべきである。 

 

対応(1) 各施策に記載されている「主な取組・事業」と実際に「各課で実施されている事業及

び予算」との関連性、整合性 

教育施策実施計画に記載されている「主な取組・事業」と実際に「各課で実施されている事

業及び予算」との関連性、整合性について、県は、県民への説明責任、透明性の確保の観点か

ら、教育施策実施計画に一覧表形式等により掲載することが望ましい。 

 

対応(2) 教育施策実施計画における「重点事業」の設定基準・根拠の明確性 

毎年度策定される教育施策実施計画において、当該年度に重点的に取り組むことを表明し

た「重点事業」については、県は、県民への説明責任、透明性の確保の観点から、「重点事業」

とした設定基準及び根拠を明確にする必要がある。 

このため、県は、教育施策実施計画に「重点事業」の考え方や説明等を記載することが必要

である。 

 

対応(3) 成果となる「指標」の設定基準・根拠の明確性 

教育施策実施計画における各施策の成果を把握する上で、「指標」及び設定されている目標

値の数値は重要である。このため、県は、県民への説明責任、透明性の確保の観点から、「指

標」の設定基準及び設定の根拠を明確にする必要がある。また、「指標」に設定されている目

標値の数値についても、設定根拠を明確にする必要がある。 

さらに、学校施設等ハード面に関する取組・事業についても成果の把握は重要であると考え

られるため、可能な限り「指標」を設定することが望ましい。 

なお、これらの設定基準、設定根拠等は、教育施策実施計画にわかりやすく記載することが

必要である。 
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対応(4) 点検及び評価における評価基準の客観性 

教育施策実施計画における各施策の点検及び評価に当たっては、上記「対応(3) 成果とな

る「指標」の設定基準・根拠の明確性」に記載した設定基準及び設定の根拠を前提に行われる

こととなる。このため、県は、県民への説明責任の観点から、「対応(3) 成果となる「指標」

の設定基準・根拠の明確性」の内容に十分留意し、具体的かつ客観的な評価を行うべきである。 

また、点検及び評価における４段階評価の意味のうち、「▲目標達成のためには、取組の抜

本的改善が必要である。」については、どのような場合に該当するか可能な限り具体的な基準

を設けるべきである。 

 

 

 （意見）県が関与する団体等との取引、行為等に係る内部統制の構築について 
所管部署名 体育スポーツ健康課、高校教育課、義務教育課、教職員課 

監査の視点 
(２) 教育施策の有効性、効率性及び経済性  

ア 事業全般に関する事項 

 

【現状】 

本監査において、県と県の財政的援助団体等及び県が関与している各種実行委員会等の任

意団体（以下「県が関与する団体等」という。）との各種の取引、行為等において、次のとお

り複数の監査の結果及び意見を記載している。 

＜県と県が関与する団体等との各種の取引、行為等に対する結果及び意見の概要＞ 

① 

結果及び意見

の項目名 

（意見）県業務と任意団体業務の明確な区分、及び

適切な文書事務の徹底について 
ページ 98 

所管部署名 体育スポーツ健康課 

概要 

実行委員会で起案された文書が県の文書に混在して綴じられていた。 

県は、実行委員会の業務と県の業務の混同を避けるとともに、実行委員

会と県の文書ファイルを明確に区分し、適切な文書事務の徹底化を図るこ

とが望ましい。 

② 

結果及び意見

の項目名 

（結果）補助金額算定方法の明確化及び補助金額確

定の適切性確保について 
ページ 115 

所管部署名 高校教育課 

概要 

県費補助金の算定に当たり、申請時と事業実績報告時で、その他の収

入の取扱いが異なるため、申請時と事業実績報告時の県費補助金の算定

方法が相違している。申請時と事業実績報告時の県費補助金の算定方法

を同様に取り扱う場合、県費補助金の算定額が相違することになる。ま

た、補助対象経費として「備品購入費支出」が実績額に含められている

が、要綱上、補助対象経費として「備品購入費」は掲げられておらず、

補助対象経費の範囲が明確でない。 

要綱上、その他の収入を控除する方法は規定されていないが、県費補助

金の算定の明確化のため、要綱においてその取扱いを明確に規定する必要

がある。また、補助金申請時及び事業実績報告時において、補助金算定の

対象となる補助対象経費の範囲に係る審査を徹底する必要がある。 

③ 

結果及び意見

の項目名 

（結果）教職員カウンセリングサービスに係る委託

業者への予算資料の事前提供について 
ページ 131 

所管部署名 教職員課 

概要 県は、単独見積りによる随意契約の相手先である受託者に対して、県の
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予算上の積算資料（日数、単価、時間等）を、次年度の見積書策定の参考

資料として提供していた。 

事前に県の予算上の積算資料（日数、単価、時間等）を提供することは、

著しく公正性に欠けると言わざるを得ない。また、事前に一者のみに提供

することは、他の民間事業者の参入の余地が更に閉ざされることにもつな

がりかねない。 

県は、次年度の見積書策定の参考資料として事前に県の予算上の積算資

料（日数、単価、時間等）を提供することを控えるとともに、毎年度他の

民間事業者が参入可能かどうか検討する必要がある。 

④ 

結果及び意見

の項目名 

（意見）任意団体との特命随意契約に係る支出内容

の確認について 
ページ 135 

所管部署名 義務教育課 

概要 

県は、各実行委員会から事業終了時に収支決算書を入手しているが、そ

の経費支出の内容について具体的な裏付けまでは確認していなかった。 

委託契約により実施されているが、事業の特殊性、委託先が実行委員会

であること等を踏まえ、県は、各実行委員会から提出を受けた収支決算書

に係る経費支出の内容について、具体的な裏付けまで確認することが望ま

しい。 

⑤ 

結果及び意見

の項目名 

（結果）補助金実績報告書における支出内容の明確

な記載について 
ページ 160 

所管部署名 体育スポーツ健康課 

概要 

実行委員会が事業の終了後に県へ提出した実績報告書には、補助対象経

費の具体的な内訳は記載されていない。県が支出した補助金が、適切な補

助対象経費に充てられているか実績報告書からは判別できない。 

書類を査閲する限り、補助対象経費について適切に内容が確認されてい

るとの心証は得られず、また、同課内に実行委員会が設置されていること

をもって、実績報告書を簡略的に作成して良い根拠にはならないと考えら

れる。 

県は、実行委員会に対して交付要綱に沿った使途が確認できるように、

実績報告書について具体的な支出内容を明確に記載するよう作成を指導

する必要がある。 

⑥ 

結果及び意見

の項目名 

（結果）委託契約に係る事業内容の適切な検査につ

いて 
ページ 162 

所管部署名 体育スポーツ健康課 

概要 

県体育協会が事業の終了後に県へ提出した実績報告書によれば、県内の

各競技団体へ補助金が支出されたことは確認できる。 

しかし、補助金の使途が仕様書に沿った内容に実際に支出されたのか確

認できなかった。また、県によれば、県体育協会が仕様書に沿った内容に

ついて補助金支出を行っているか検査を行っていないとのことである。 

本事業は委託事業であるが、受託者である県体育協会が実施する補助金

支出の内容が極めて重要である。このため、仕様書に定められた事項が漏

れなく正確に実施されたか検査する必要がある。 

県は仕様書の内容に基づき、県体育協会に対して実績報告書に具体的な

事業の実施結果等の記載を求めるとともに、事業の実施結果を詳細に検査

する必要がある。 
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【意見】 

上記のとおり、複数の監査の結果及び意見が記載されたことは、県は、県が関与する団体等

との取引、行為等において生じる財務事務に関するリスクに対して認識が弱く、適切な内部統

制が構築されていないためと考えられる。 

地方公共団体における内部統制の意義等は次のとおりである。 

＜地方公共団体における内部統制の意義等＞ 

地方公共団体における内部統制とは、住民の福祉の増進を図ることを基本とする組織目的が

達成されるよう、行政サービスの提供等の事務を執行する主体である長自らが、組織目的の達

成を阻害する事務上の要因をリスクとして識別及び評価し、対応策を講じることで、事務の適

正な執行を確保することであると考えられる。 

地方公共団体においては、既に団体ごとの特性に応じて様々な形で事務の適正な執行の確保

に努めており、一定の内部統制が存在していると考えられるが、内部統制の基本的な枠組みに

基づき、既存の取組を整理し、必要に応じて改善又は是正を図ることで、地方公共団体の組織

目的をより確実に達成することが可能となる。 

※出所：「地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン」 

 

上記の内部統制の意義等を踏まえ、県は、県が関与する団体等との取引、行為等について、

組織目的の達成を阻害する事務上の要因をリスクとして識別及び評価し、対応策を講じると

いう内部統制を構築することが望ましい。 

具体的には、県が関与する団体等との取引、行為等については、まず、県が関与する団体等

に係る特有の状況や実態を踏まえ、生じる可能性のある財務事務に関するリスクを識別し、当

該リスクの発生可能性を評価することが重要である。その上で、現在の業務手続きではリスク

を看過してしまう可能性がある場合は、統制強化のために追加的な対応策を講じる必要があ

る。 

以下では、内部統制の構築に当たって活用可能な手順を参考として示す。これらを参照し、

財務事務に関するリスクの識別及び評価を行い、対応策の実施を検討することが望まれる。 

 

(1) リスクの識別及び評価 

財務事務に関するリスクを識別するためには、県が関与する団体等に係る特有の状況や実

態、すなわち県が関与する団体等だからこそ生じうる委託契約、補助金支出等に関するリスク

を可能な限り具体的に想定し、適切に識別する。次に、識別したリスクについて、リスクが発

生した場合の影響度、リスクの発生可能性等を検討する。 

本監査で検出された結果及び意見を考慮し、監査人が考える県が関与する団体等と県との

取引、行為等で生じうる主なリスクの内容（リスクの識別）と影響度及び発生可能性は次のと

おりである。 

＜主なリスクの内容（リスクの識別）と影響度及び発生可能性＞ 

No 主なリスクの内容（リスクの識別） 影響度及び発生可能性 

1 

県が関与する団体等が課内に設置され、事実

上県職員が事務処理を行うケースがある。 

このため、県の業務と任意団体の業務を混同

し、不適切な事務処理をするリスクがある。 

県が関与する団体等の事務処理に関する意

識が低く、会計事務を頻繁に行うケースもあ

ることから、影響度及び発生可能性は共に高

いと考える。 

2 

補助金の補助対象事業者が、県が関与する団

体等である場合、同団体に県職員が派遣され

ている等により県職員にとっては身内と感

じるケースがある。 

このため、補助金の交付要綱の条件が曖昧に

県が関与する団体等への補助金支出は経常

的に実施されており、かつ金額も多額である

ケースも多く、影響度及び発生可能性は共に

高いと考える。 
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No 主なリスクの内容（リスクの識別） 影響度及び発生可能性 

なる、補助金算定が甘くなる、業務完了報告

書等の確認が甘くなる等のリスクがある。 

3 

委託契約の相手先が、県が関与する団体等で

ある場合、同団体に県職員が派遣されている

等により県職員にとっては身内と感じるケ

ースがある。 

このため、契約に関する何らかの情報を伝達

してしまう、業務完了報告書等の確認が甘く

なる等のリスクがある。 

県が関与する団体等との委託契約は経常的

に実施されており、かつ金額も多額であるケ

ースも多く、影響度及び発生可能性は共に高

いと考える。 

 

(2) リスクに対する対応策の実施 

上記「(1) リスクの識別及び評価」で検討した主なリスクの内容（リスクの識別）と影響

度及び発生可能性を踏まえ、リスクに対して監査人が必要と考える対応策の例は次のとおり

である。なお、次表に記載のナンバーは、上記「(1) リスクの識別及び評価」に記載した表

のナンバーと対応している。 

次表のリスクに対する対応策と現状の業務手続きを比較し、現状の業務手続きではリスク

を看過してしまう可能性がある場合は、統制強化のために追加的な対応策を講じることが望

ましい。 

＜リスクに対する対応策＞ 

No 生じる主なリスク（リスクの識別） 左記リスクに対する対応策の例 

1 

県が関与する団体等が課内に設置され、事実

上県職員が事務処理を行うケースがある。 

このため、県の業務と任意団体の業務を混同

し、不適切な事務処理をするリスクがある。 

・上席者は、各職員に対して県の業務と任意

団体の業務の混同を避けるよう指導を徹

底する。 

・県が関与する団体等の担当者と課内業

務の担当者を明確に区分する。 

・庶務担当係長等、県が関与する団体等を

所管する担当者以外の者が、業務の混同

が生じていないか定期的に確認する。 

2 

補助金の補助対象事業者が、県が関与する団

体等である場合、同団体に県職員が派遣され

ている等により県職員にとっては身内と感

じるケースがある。 

このため、補助金交付要綱の交付条件等が曖

昧になる、補助金算定が甘くなる、業務完了

報告書等の確認が甘くなる等のリスクがあ

る。 

・上席者は、各職員に対して県が関与する

団体等に対する補助金支出事務を適切

に実施するよう指導を徹底する。 

・補助金交付要綱の交付条件等が具体的

かつ詳細に規定されているか、独立的見

地から確認を行う。 

・補助金算定、業務完了報告書等の確認等

について、適切に実施されているか、独

立的見地から確認を行う。 

3 

委託契約の相手先が、県が関与する団体等で

ある場合、同団体に県職員が派遣されている

等により県職員にとっては身内と感じるケ

ースがある。 

このため、契約に関する何らかの情報を伝達

してしまう、業務完了報告書等の確認が甘く

なる等のリスクがある。 

・上席者は、各職員に対して県が関与する

団体等との委託契約を適切に実施する

よう指導を徹底する。 

・契約締結に係る手続き、契約の具体的内

容、業務完了報告書の内容等について、

適切に実施されているか、独立的見地か

ら確認を行う。 
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平成 29年の地方自治法の改正により、都道府県知事及び指定都市の市長は、内部統制に関

する方針を定め、これに基づき必要な体制を整備するとともに、当該方針を策定した長は、毎

会計年度、内部統制評価報告書を作成し、議会に提出することが義務付けられた。なお、当該

地方自治法改正は令和２年４月１日に施行されることから、県は、同日から具体的な内部統制

制度を運用していくことが必要となる。 

このため、県は、教育委員会における県が関与する団体等との取引、行為等については、上

述した「(1) リスクの識別及び評価」、「(2) リスクに対する対応策の実施」の内容を考慮し、

内部統制制度の運用を検討することが望ましい。 

＜地方公共団体における内部統制制度＞ 

 

                     R2.4.1 施行 

〇都道府県知事及び指定都市の市長は、内部統制に関する方針を定め、これに基づき必要な体

制を整備（その他の市町村長は努力義務） 

〇方針を作成した長は、毎会計年度、内部統制評価報告書を作成し、議会に提出 

 

 

                         

 

 

 

 

地方公共団体に求められる内部統制体制の骨格 

① 長が内部統制に関する方針を策定       

・長は通常想定されるような不適正な事案を防止するため、職員に対して指揮・監督する

責任を負っている。 

・全職員に対する指揮・監督を明確にするため「内部統制に関する方針」を策定・ 

・「内部統制に関する方針」には、 

〇個々の部署の取組みに関する基本方策（PDCA）と、 

〇全庁的な取組みを推進するための体制    を記載する。                                                    

② 個々の部署の取組みに関する基本方策（PDCA）  

・個々の部署が、継続的に実施すべき事項を定める。 

具体的には、①各部局でのリスクの洗い出し ⇒②マニュアル等の対応策の整備 ⇒ 

  ③日常の業務に通じたチェック ⇒①’リスクの再評価 

 ・業務の見える化、標準化に基づく自主点検など自律的な取組みを推進。 

 ・大小ある個々の部署に合わせて実態にあった柔軟な取組みを採用。                                                    

③ 全庁的な取組を推進するための体制      

 ・内部統制担当部署の設置、内部統制担当を指名（副知事・副市町村長等）。 

 ・全部署で上記 PDCAの取組みを徹底するための支援や監督を行う。 

  （例：リスクを評価するための手順書の策定、リスク評価の実施確認） 

 ・全部署に共通するリスク情報を共有する。 
 

※出所：総務省「地方公共団体における内部統制制度」を基に監査人作成 

 

 

 

地方公共団体における内部統制制度 

・内部統制に関する方

針の策定・公表 

・内部統制制度の整備 

内部統制体制の運用 

 

・内部統制制度の評価 

・監査委員の審査 

・報告書の議会への提出 
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 （意見）教職員の長時間勤務改善に向けた取組の状況について 
所管部署名 教職員課、義務教育課、高校教育課 

監査の視点 
(２) 教育施策の有効性、効率性及び経済性  

ア 事業全般に関する事項 

 

【現状】 

県は、福岡県教育施策実施計画において、教職員の長時間勤務の改善のため、主な取組・事

業として「教員の働き方改革の推進＜重点事業10＞」を掲げ、平成30年３月に策定した「教

職員の働き方改革取組指針」（平成 31年４月改定。以下「取組指針」という。）に基づき、教

職員の働き方改革を推進するとしている。 

取組指針の位置付けは、次のとおりである。 

＜位置付け＞ 

本指針は、福岡県教育委員会及び県立学校が実施する「教職員の働き方改革」に向けた取組

の方向性、目標、具体の取組等を示すとともに、市町村教育委員会及び市町村立学校において

も、「教職員の働き方改革」に向けて取り組んでいただきたい内容を示したものです。 

福岡県教育委員会は、市町村教育委員会に対して、本指針を踏まえ、県と同様に働き方改革

に取り組むよう働きかけるものとします 。 

※出所：「取組指針」 

 

取組指針の趣旨及び目的は、次のとおりである。 

＜趣旨及び目的＞ 

教職員の働き方改革は、教職員の長時間勤務を改善し、次のことを実現することを目的とす

る 。 

① 教職員のワーク・ライフ・バランスの取れた生活を実現し、健康でやりがいを持って働く

ことができる環境を整備すること 

② 「教職員が子どもと向き合う時間」を十分に確保し、学校教育の質を維持・向上させること 

※出所：「取組指針」 

 

県は取組指針において、教職員の働き方改革の実現のため、平成 30 年度から平成 32 年度

（令和２年度）までの３年間で集中的に長時間勤務の改善に取り組み、次の目標を達成するこ

ととしている。 

＜目標＞ 

目標 平成 30年度から平成 32年度までの３年間で、超過勤務時間を 20％削減する。 

〇平成 30年度 超過勤務時間の正確な把握 

〇平成 31年度 前年（30年度）同月比 10％減 

〇平成 32年度 前年（31年度）同月比 10％減 

※「超過勤務時間」とは、正規の勤務時間（休憩時間を含む）外の業務従事時間をいう。 

 

 ○ 平成 30 年度（平成 31 年１月に全県立学校に導入したＩＣカードによる勤務時間管理シ

ステムにより、各個人で自らの出退勤時刻を把握し、勤務時間を意識した業務の遂行、長時

間勤務の改善に努めてください。 

管理職は所属職員の勤務の状況を把握するとともに、業務改善を進め、所属職員の長時

間勤務の改善に努めてください。 

○ また、１月当たりの超過勤務時間が 80時間を超える者がでないよう、長時間勤務の改善

に努めます。 
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 ○ 超過勤務時間の削減目標の達成状況を踏まえるとともに、今後の国における勤務時間制

度に関する動向を注視しながら、文部科学省において平成 31 年１月に策定された 「公立

学校の教師の勤務時間の上限に関するガイドライン」に適切に対応できるよう取組を進め

ます。 

 

 
 

※出所：「取組指針」 

 

取組指針に掲げた目標に対する検証は、次の方法により行う。 

＜目標に対する検証＞ 

各学校で、勤務時間管理システムで集計された超過勤務時間を確認します。 

県教育委員会は各県立学校から毎月次の項目の報告を求め、進 を管理します。 

① 各学校の一月当たりの教職員の平均超過勤務時間 

② 一月当たりの超過勤務時間が８０時間を超える者 等 

県教育委員会は必要に応じて各学校に対して、聞き取り・指導等を実施します。 

※出所：「取組指針」 

 

取組指針に掲げる具体的な取組と、平成30年度における取組の実施状況（実績）は、次の

とおりである。 

＜具体的な取組と平成30年度実績＞ 

＜４つの観点＞ 

（１）教職員の意識改革 

（２）業務改善の推進 

（３）部活動の負担軽減 

（４）教職員の役割の見直しと専門スタッフの活用等 
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（１）教職員の意識改革 

取組指針に掲げる具体的な取組 平成 30年度取組実施状況（実績） 

① 勤務時間の適正な把握 

■取組内容 

・・・業務従事時間を全県立学校で記録しま

す。（実施主体：教育委員会・学校） 

○平成 30 年度から、県立学校の全ての常勤の

教職員（実習助手、寄宿者指導員、講師、助

教諭等を含み、事務職員、技術職員及び労務

職員は除く。）の業務従事時間を記録します。 

■実施方法 

○県立学校に IC カードによる勤務時間管理シ

ステムを導入します。（平成30年度（平成 31

年１月）から導入） 

○また、年休・特休等の休暇申請・決裁システ

ムを導入し、出勤簿を電子化します。 

導入後は年休、特休等の休暇申請、出勤簿の

整理などの負担軽減が可能となります。（導

入は平成 31年度以降を予定） 

○県教育委員会では、各学校の勤務状況を把握

できることで、業務改善の諸施策、教職員の

健康管理などをより具体的に実行すること

ができます。 

① 勤務時間の適正な把握 

・平成 31年１月から、全県立学校 119校に IC

カードによる勤務時間管理システムを導入

しました。 

② 定時退校日の拡大 

■取組内容 

・・・定時退校日を拡大します。（実施主体：

学校） 

○現行月２回の定時退校日を毎週１日としま

す。 

■実施方法 

○県立学校においては、原則として、毎週水曜

日を定時退校日とします。ただし、学校の実

情により、これにより難い場合は他の曜日に

変更することも可能とします。 

② 定時退校日の拡大 

・県立学校で定時退校日を月２回から毎週１ 

回としました。 

・半数以上の教職員が実施できた学校数の割

合は、約 69％でした。 

③ 学校閉庁時刻の設定 

■取組内容 

・・・学校閉庁時刻を設定します。（実施主

体：学校） 

○やむを得ず時間外に業務を行う場合であっ

ても、退庁時刻が遅くなりすぎないよう、学

校を閉庁する時刻を設定します。 

■実施方法 

○県立学校においては、各学校の実情に応じ

て、学校閉庁時刻を設定します。 

（設定の目安） 

全日制：20時 

③ 学校閉庁時刻の設定 

・県立学校で学校閉庁時刻を設定しました。

（全日制：目安 20 時） 

・半数以上の教職員が実施できた学校数の割

合は、約 81％でした。 
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取組指針に掲げる具体的な取組 平成 30年度取組実施状況（実績） 

④ 学校閉庁日の設定 

■取組内容 

・・・学校閉庁日を設定します。（実施主体：

学校） 

○長期休業期間中に学校閉庁日を設定するこ

とで、年休取得等の推進を図ります。 

■実施方法 

○県立学校においては、各学校の実情に応じ

て、年間最低３日（平日）を目安に学校閉庁

日を設定します。 

（設定例） 

・夏季休業期間中 ８月 13日から８月 16日

の平日 

・冬季休業期間中 12月 27日、28日の平日 

※ 設定例であり、学校の実情に応じて設定

する。 

（学校閉庁日とは） 

・学校施設の開放を行いません。 

・原則として、生徒を登校させず、部活動も

実施しません。 

（服務について） 

・学校閉庁日は年末年始等と異なり「休日」

ではないことから、職員は年休・夏季休暇・

振替等を学校閉庁日に合わせて取得しま

す。 

・年休等の取得は強制ではないため、出勤す

ることを妨げるものではありません。あく

までも年休等の取得を促進するための施

策です。 

（事前周知の徹底） 

・各学校が、生徒、保護者、地域、学校利用

者、関係業者等に周知します。 

・学校のホームページにも掲載します。 

④ 学校閉庁日の設定 

・県立学校で学校閉庁日を設定しました。 

【設定例：８月 13 日から 16 日まで、12 月 

27 日から 28日まで】 

・半数以上の教職員が実施できた学校数の割

合は、100％でした。 

⑤ 管理職の意識改革（研修の実施・人事評価

の見直し） 

■取組内容 

・・・管理職に対して長時間勤務の改善につ

いての研修を実施し、また、校長の長

時間勤務の改善に係る取組を適正に評

価します。（実施主体：教育委員会） 

○管理職研修において、長時間勤務の改善の

取組についての研修を実施します。 

○長時間勤務の実態を正確に把握し適切な指

導を行ったり、業務の見直しを図り効率化に

努めたりするなど、校長による長時間勤務改

⑤ 管理職の意識改革（研修の実施・人事評価

の見直し） 

・県立学校長会及び県立学校長研修会におい

て、長時間勤務の改善についての説明を行い

ました。 

・全県立学校を訪問し、各校の実態を把握しな

がら、長時間勤務の取組について聞き取りを

実施しました。 
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取組指針に掲げる具体的な取組 平成 30年度取組実施状況（実績） 

善の取組を校長の業績評価において適正に

評価します。 

■実施方法 

○長時間勤務改善の取組の促進及び人事評価

への反映について、校長会等を通じて説明し

ます。 

○県立学校校長面談等において、長時間勤務改

善の取組について聞き取りを行います。 

○県教育委員会が県立学校を訪問し、教職員の

業務分担や勤務実態を把握するなど、各校の

実態把握に努めます。 

⑥ 保護者・地域住民の理解・啓発 

■取組内容 

・・・教職員の働き方改革の取組、定時退校

日などについて保護者・地域住民に理

解してもらう取組を実施します。（実施

主体：教育委員会・学校） 

○学校のホームページに定時退校日・部活動休

養日等について掲載します。 

○保護者向けチラシ（リーフレット）を作成し

配布します。 

■実施方法 

○県教育委員会及び県立学校のホームページ

や保護者向けチラシ（リーフレット）を活用

し、以下の点について周知し、理解を求めま

す。 

（内容） 

・教職員の働き方改革の取組について 

・定時退校日・部活動休養日等について 

・勤務時間外には緊急の電話以外は控えて

いただくようお願い 

・特に定時退校日には電話がつながらない

場合があること 

⑥保護者・地域住民の理解・啓発 

・県立学校における 定時退校日、学校閉庁時

刻及び学校閉庁日等の取組についての理解・

協力をお願いするためのリーフレットを保

護者や地域に配布するとともに、学校 ホー

ムページや学校だより等で周知しました。 

・福岡県 PTA連合会定期総会において「福岡県

教職員の働き方改革サポート宣言」が採択さ

れ、保護者としての積極的なサポート等を宣

言していただきました。 

 

（２）業務改善の推進 

取組指針に掲げる具体的な取組 平成 30年度取組実施状況（実績） 

① 業務改善の推進 

■取組内容 

・・・個々人・学校等の単位で、それぞれ業

務改善を進めます。（実施主体：教育委

員会・学校） 

○個々人・学校等の単位で業務改善の意識を徹

底し、業務改善を進めます。 

■ 実施方法 

○「公立学校における教職員の超過勤務縮減に

① 業務改善の推進 

・県立学校 70 校で、業務改善を推進する組織

が設置されました。 

・県立学校 98 校で、業務改善を推進するため

の取組事項が設定されました。 
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取組指針に掲げる具体的な取組 平成 30年度取組実施状況（実績） 

向けた業務改善ハンドブック（平成 28 年３

月）」（以下「ハンドブック」という。）を改

訂します。 

○県立学校においては、個々人、学校等の単位

で会議や学校行事の見直しなどの業務改善

をハンドブックなどを参考に実施します。 

○県立学校においては、各学校に、業務改善を

継続的に推進する組織（仮称：業務改善委員

会）と仕組みを設け業務改善を推進します。 

② 授業準備等の支援 

■取組内容 

・・・学校運営・授業準備に活用できる情報

の提供、共用等を推進します。（実施主

体：教育委員会・学校） 

○県教育委員会は、教職員の授業準備や教材研

究に係る時間を軽減するために、教材や指導

案等の情報提供を充実します。 

○学校における教材の共同開発や共用等を推

進し、授業準備の効率化を図ります。 

■実施方法 

（県立学校 取組例） 

○教材の共同開発・共用等を校内で推進し、授

業準備の効率化を図ります。また、必要なネ

ットワーク環境を整えるとともに、研修会を

実施し、取組の理解促進を図ります。 

・授業で使用するプリント等の作成、授業改

善・評価方法改善の資料の共用 

・県教育センターのポータルページ等を活

用して、各種教材を蓄積の上、共用 

（市町村立学校に対する支援例） 

○県教育委員会ホームページに各種資料のペ

ージを開設し、児童生徒の指導に係る資料や

最新の調査研究等の教育情報を掲載するこ

とで、教員の教材研究等の指導に係る負担を

軽減します。 

特に、学力向上に係る指導資料については、

継続的に資料の配布を行い、情報提供に努め

ます。 

○以下の指導資料をホームページに掲載し、指

導の負担軽減に取り組みます。 

・県立高校入試問題を活用した授業、県立高

校入試問題を活用した授業改善・学習資料

（未来への架け橋） 

・基礎基本を含む活用力を育成する教材集

（第４学年追補版） 

② 授業準備等の支援 

・県立学校の校務用パソコン及びネットワー

クの活用について、各校のネットワーク管理

者を対象に研修会を実施しました。 

・小・中学校の教員向けに、授業準備や教材研

究の時間が削減できるよう、授業改善のため

の指導資料（「未来への架け橋」「思考力・表

現力等を問う定期考査問題」等）や基礎基本

を含む活用力を育成する教材集などを作成

し、ホームページに掲載しました。 
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・全国学力・学習状況調査問題の分析結果に

基づいた指導資料 

③ 学校の ICT化 

■取組内容 

・・・ICT環境の充実により業務の効率化を

進めます。（実施主体：教育委員会・学

校） 

○校務用パソコンのネットワークを活用した

業務の改善と効率化を推進します。 

■実施方法 

○県立学校において次の取組を実施します。 

・校務用パソコンに「掲示板機能」「スケジ

ュール管理機能」「施設予約機能」「メール

連絡網」を導入し、利用促進を図ります。 

・教頭へ行政コミュニケーションシステム

用パソコンを配布し、業務の効率化を図り

ます。 

・校務の情報化の定着を図るため、教職員を

支援する研修の実施とヘルプデスクの設

置を行います。 

・校務用パソコンのネットワークを活用し

負担軽減を図ります。 

（活用例） 

・日常の朝礼等の打合せ 

・連絡事項の伝達 

・学年での情報共有 

・保護者への一斉連絡 等 

○県立学校において、指導要録等の作成にパソ

コンを活用し負担軽減を図ります。 

・各学校において情報管理を徹底した上で、

指導要録はパソコンを利用して作成する

ことを可とし、調査書等とリンクさせるな

ど業務を効率化します。 

・「学校日誌」「教務日誌」「生徒指導日誌」

等の作成にパソコンを活用して業務を効

率化します。 

○将来的に、生徒の基本情報、成績処理、保健

管理、入試処理等を一元的に管理する「統合

型」校務支援システムの導入による業務の効

率化を検討します。併せて、市町村で統一し

たシステムの導入に向けた研究を行います。 

③ 学校の ICT 化 

・校務用パソコンに学校用グループウェア（掲

示板機能、スケジュール機能）やメール配信

機能等を有する校務支援システムを導入し

ました。 また、システムの操作方法等につ

いて電話で問合せができるヘルプデスクを

設置しました。 

・県立学校の教頭へ行政コミュニケーション

システム用パソコンを配布しました。 

・校務の情報化推進のため研修会を、県立学校

ICT 副校長・教頭研修会等において実施しま

した。 

・県立学校の指導要録等の作成について、学校

の裁量によりパソコンによる作成も可とし

ました。 

④ 調査の削減 

■取組内容 

・・・学校・市町村教育委員会に対する調査

を見直します。（実施主体：教育委員会） 

④ 調査の削減 

・学校・市町村教育委員会に対する諸調査の見

直しを実施し、調査件数を年間 146 件から

133 件に削減しました。 
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○これまでの見直しに加えて、さらに学校、市

町村教育委員会等に対する調査を継続的に

見直します。 

■実施方法 

○調査の必要性、内容の重複、頻度、提出期限・

時期、様式の簡素化、ICT機器の活用の観点

から、調査の見直しを継続的に実施します。 

○可能な限り様式を電子化し、電子メールでの

提出とします。 

○調査に対する回答などについては、当該様式

に文書番号、担当職員名等を記入する欄を設

け、鑑文が不要になるようにします。 

⑤ 事業の削減 

■取組内容 

・・・教育委員会が実施する事業を見直しま

す。（実施主体：教育委員会） 

○教職員の負担軽減、事務の効率化などの観点

から、事業の見直しを継続的に実施します。 

■実施方法 

○事業の必要性、内容の重複、頻度、事業の効

率性、実施時期、研究紀要や報告書等の簡素

化・合理化の観点から事業の見直しを継続的

に実施します。 

○調査研究について、指定の趣旨や内容の明確

化を図るとともに運用面での負担軽減等を

進めます。 

（調査研究 見直し例） 

○指定の趣旨、調査研究内容の明確化 

指定に当たっては、本県の教育課題との関

連を明確にし、取り組む調査研究の内容を具

体化した上で、教育事務所間の指定校のバラ

ンスを踏まえ、応募により意欲のある学校に

指定を行います。 

○運用面での負担軽減 

指定初年度には、指定校への十分な事業説

明（研究内容、予算等）を行い、研究推進に

おける見通しを持たせる説明会を実施しま

す。 

また、同じ調査研究内容での指定校・地域

を複数指定し、研究内容や進 状況の交流を

行う連絡協議会を設定することで、見通しを

持った無理のない研究計画の立案ができる

ように支援します。 

さらに、指定校・地域には、学識経験者、

所管の教育事務所・教育センターの指導主事

⑤ 事業の削減 

・研究指定校の負担が過大にならないように、

研究指定校間で研究推進上の課題を共有す

る協議会を実施するなど、運用面での負担軽

減を図りました。 
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取組指針に掲げる具体的な取組 平成 30年度取組実施状況（実績） 

が、連絡協議会での指導助言や日常的・継続

的な関わりができるような仕組みを整え、支

援を行います。 

○取組事例 

県重点課題指定研究・委嘱校等に対し、平

成 28 年度から、２年次・３年次の春に連絡

協議会を実施するとともに、所管する教育事

務所の担当指導主事との連絡会を実施する

など、支援体制の強化に向けた取組を進めて

います。 

⑥ 文書事務の見直し 

■取組内容 

・・・文書事務を見直します。（実施主体：

教育委員会・学校） 

○文書事務を簡素化し、負担軽減を図ります。 

■実施方法 

○県教育委員会から県立学校・市町村教育委員

会への文書送付については、公印省略でない

もの等を除き、可能な限り電子メールでの送

付とします。（原則として電子メールで送付

した文書については、再度使送便で送らな

い。） 

○文書の重要性に応じて副校長、教頭、事務長

の専決等ができること等について改めて周

知し、不要な回覧、決裁を減らし、事務処理

の迅速化を図ります。 

○公印省略が可能な文書について改めて周知

し、公印省略及び電子メール等による施行の

推進を図ります。 

⑥ 文書事務の見直し 

・文書事務の簡素化のため、県立学校に対し、 

電子メールでの送付の推進、専決等ができる

範囲、公印省略が可能な文書について改めて

周知しました。 

⑦ 基本研修・管理職研修の見直し 

■取組内容 

・・・教職員研修の体系化を進め、見直しま

す。（実施主体：教育委員会） 

○研修の体系化を進め、教職員の負担軽減とい

う観点も含め、基本研修・管理職研修の見直

しを実施します。 

■実施方法 

○効率的・効果的な研修体系を構築し、平成 31

年度から新研修計画に基づき研修を実施し

ます。 

○基本研修について、該当するステージにおい

て求められる資質・能力の重点化を行うとと

もに、それに基づき各研修機関で実施してい

る現行の研修内容を整理することで、校外研

修の実施日数等の縮減を目指します。 

⑦ 基本研修・管理職研修の見直し 

・基本研修については、現行の研修内容を整理

することで、「若年教員研修１年目（初任者

研修）」及び「中堅教諭等資質向上研修」の

校外研修の実施日数等を縮減しました。ま

た、「中堅教諭等資質向上研修」では免許状

更新講習の受講年度が重複する者等につい

て負担軽減措置を講じました。 
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○「中堅教諭等資質向上研修」について、教員

免許状更新講習の必要単位の一部認定がな

されるよう仕組みを検討します。 

⑧ 学校徴収金収納業務等の省力化の推進 

■取組内容 

・・・学校徴収金の口座振替による収納等を

促進します。（実施主体：教育委員会・

学校） 

○学校徴収金の口座振替による収納等を促進

します。 

■実施方法 

○県立特別支援学校等における銀行のインタ

ーネットバンキングや電子媒体を活用した

学校徴収金の口座振替による収納等を促進

します。 

○市町村からの相談への対応や国・県の取組等

に関する情報提供を行います。 

⑧ 学校徴収金収納業務等の省力化の推進 

・県立特別支援学校等の 8 校で金融機関のイ

ンターネットバンキングを活用した口座振

替を開始しました。さらに、平成 31年度（令

和元年度）４月から５校が開始しています。 

⑨ 学校給食費の公会計化の推進 

■取組内容 

・・・学校給食費の公会計化を推進します。

（実施主体：教育委員会） 

○現在、12 市町村で学校給食費を公会計化し

ていますが、他の市町村に拡大するよう努め

ます。 

■実施方法 

○既に公会計化している市町村の事例を収集

し、情報提供します。 

・学校から市町村に移管した事務の内容 

・外部委託、管理システムの導入状況 

・学校給食費の徴収方法（口座振替、児童手

当から徴収等） 等 

○国が実施する「自治体による徴収・管理の課

題の解決方法等調査研究モデル事業」の成果

等を踏まえ作成される、「学校給食費の徴収・

管理業務に関するガイドライン」を広く周知

し、公会計化を推進します。 

⑨ 学校給食費の公会計化の推進 

・市町村教育委員会に対し、公会計化について

のアンケートを実施しました。（国の調査に

よるもので、結果はまだ公表されておらず、

ガイドラインも現時点では策定されていま

せん。） 

⑩ 勤務時間外の電話対応等の負担軽減 

■取組内容 

・・・勤務時間外の電話対応や当番制業務の

改善に向けて研究します。（実施主体：

教育委員会・学校） 

○勤務時間外の電話対応、当番制業務等の在り

方について、教職員の負担軽減の観点から研

究します。 

 

⑩ 勤務時間外の電話対応等の負担軽減 

・県立学校 45 校で、学校閉庁時刻以降は留守

番電話を設定するなどの負担軽減が図られ

ました。 
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■実施方法 

○勤務時間外の電話対応について研究し、好事

例を紹介します。 

○学校の開錠、施錠の在り方について研究し、

好事例を紹介します。 

○県立学校における週休日等の検定試験や模

擬試験の監督等について、民間委託等による

方法を研究します。 

 

（３）部活動の負担軽減 

取組指針に掲げる具体的な取組 平成 30年度取組実施状況（実績） 

① 部活動休養日の拡大 

■取組内容 

・・・部活動休養日を拡大します。（実施主

体：教育委員会・学校） 

○部活動休養日を拡大します。 

（中学校） 

・学期中は、週当たり２日以上の休養日を設

ける。（平日は少なくとも１日、週休日は

少なくとも１日以上を休養日とする。週休

日に大会参加等で活動した場合は、休養日

を他の日に振り替える。） 

・長期休業中は、学期中の休養日の設定に準

じた扱いを行う。 

・定時退校日及び学校閉庁日は、原則として

部活動は実施しない。 

（高校） 

・原則として、中学校に準じる。その際、各

学校において中学校教育の基礎の上に多

様な教育が行われている点に留意する。 

■実施方法 

○各学校の実情に応じて、全県立学校で部活動

休養日を設定します。 

○部活動休養日に活動する場合は、必ず他の曜

日に部活動休養日を設定します。 

○部活動休養日を学校のホームページに掲載

する等、生徒、保護者、部活動指導員（外部

指導者含む。）、地域、学校利用者等に周知し

ます。 

○教職員や生徒の負担過重にならないよう、参

加する大会や練習試合等を精選します。 

■取組の見直し 

○教員の負担軽減、生徒の健全な成長を促す観

点から、国のガイドラインを踏まえ、福岡県

運動部活動運営の指針を改訂し、運動部活動

① 部活動休養日の拡大 

・「福岡県運動部活動の在り方に関する指針」

を策定し、部活動休養日を週１回から週２回

としました。 

・県立学校 18校で週２日以上、68校で週１日

以上の部活動休養日が設定されました。 
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の適正な運営を図ります。 

② 部活動指導員の配置 

■取組内容 

・・・部活動指導員を配置します。（実施主

体：教育委員会・学校） 

○平成 30 年度から単独で部活動の指導や引率

を行うことができる部活動指導員を配置し

ます。 

■実施方法 

○中・高等学校（中等教育学校含む。）は、原

則、学校休業日（週休日、休日、長期休業中）

の活動に、特別支援学校は平日の活動に配置

します。 

○県教育委員会は部活動指導員に対して研修

会を開催します。 

○より専門的な技術指導を行う体制の整備を

図ります。 

② 部活動指導員の配置 

・平成 30年度の実績・・・ 135名 

（県立学校・市町村立学校の合計） 

 

 

（４）教職員の役割の見直しと専門スタッフの活用等 

取組指針に掲げる具体的な取組 平成 30年度取組実施状況（実績） 

① スクールカウンセラー等の専門スタッフの

活用 

■取組内容 

・・・スクールカウンセラー、特別支援教育

支援員等の活用を促進します。（実施主

体：教育委員会・学校） 

○いじめ・不登校等、学校現場の様々な課題に

ついては、その要因が多様化・複雑化して学

校（教職員）だけではその解決が困難になっ

ています。 

県教育委員会では、学校（教職員）が困難な

課題を抱え込むことのないよう、教職員以外

の心理や福祉等の専門家（専門スタッフ）を

学校に配置・派遣し、専門スタッフ等と連携・

分担する体制を整備しチームとしての学校

機能を強化します。 

① スクールカウンセラー等の専門スタッフの

活用 

 

② 学校問題解決支援窓口の設置 

■取組内容 

・・・学校問題解決支援窓口を設置します。

（実施主体：教育委員会） 

○学校で生じた問題について、専門スタッフに

相談できるよう体制の充実を図ります。 

■実施内容 

○県立学校について、学校だけでは解決が困難

な保護者や地域住民との問題がある場合、学

② 学校問題解決支援窓口の設置 

・弁護士、スクールカウンセラー、スクールソ

ーシャルワーカー等を活用できる「学校問題

解決支援窓口」を設置し、10件の相談があり

ました。 
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取組指針に掲げる具体的な取組 平成 30年度取組実施状況（実績） 

校運営に関わる法的問題が生じるおそれが

ある場合などに早期解決が図られるよう、弁

護士、スクールカウンセラー、スクールソー

シャルワーカー等を活用した「学校問題解決

支援窓口」を設置します。 

③ 事務職員の機能強化・学校運営への参画 

■取組内容 

・・・事務職員の機能強化、学校運営参画の

取組を研究・推進します。（実施主体：

教育委員会） 

○市町村立学校事務職員の事務機能を強化し、

事務職員が積極的に学校運営に参画するこ

とにより、校長や教員の事務関係業務等の軽

減を図ります。 

○県立学校事務職員について、学校運営に参画

する意欲の向上を図る研修を実施します。ま

た、県立学校事務職員の事務機能の強化及び

業務改善の取組に係る情報共有化を図り、事

務職員の学校運営参画を推進します。 

■実施方法 

（県立学校） 

○教職員支援機構が開催する中央研修へ、将来

のリーダーとなりうる事務職員を派遣し、学

校運営への参画に関する研修を受講させま

す。 

○事務職員の事務機能の強化及び業務改善に

係る具体的・先進的な取組について、研修会

等の場で情報共有化を図ることにより、事務

職員の学校運営参画を促します。 

（市町村立学校) 

○共同学校事務室の設置を推進し、学校運営体

制の強化を図ります。 

○事務職員の職務を明確化し、事務職員がその

専門性を生かし、より主体的・積極的に校務

運営に参画することを推進します。 

③ 事務職員の機能強化・学校運営への参画 

・共同学校事務室の設置モデル地区を6市町指

定して研究を行い、その取組状況を全市町村

教育委員会に対し周知しました。（共同学校

事務室設置推進協議委員会議を開催しまし

た。） 

・事務職員の職務を明確化し、より主体的・積

極的に校務運営に参画できるよう、市町村教

育委員会に対し、市町村立学校事務職員の標

準的職務の例を周知しました。 

・県立学校事務職員について、教職員支援機構

が開催する中央研修へ４名を派遣し、学校運

営への参画に関する研修を受講させました。 

④ コミュニティ・スクールの推進 

■取組内容 

・・・コミュニティ・スクールの導入促進と

運営充実を支援します。（実施主体：教

育委員会・学校） 

○小・中学校等において、地域の人々の理解と

協力を得た学校運営を実現するとともに、学

校・家庭・地域の適切な役割分担により、教

職員が子どもと向き合う時間を確保し、教育

効果を高めるために、学校と地域住民等が力

④ コミュニティ・スクールの推進 

・コミュニティ・スクール未導入及び導入予定

の市町村教育委員会に対し、コミュニティ・

スクールの魅力や可能性、導入方法等につい

て理解を深めるための研修会を３か所で実

施しました。 
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取組指針に掲げる具体的な取組 平成 30年度取組実施状況（実績） 

を合わせて学校の運営に取り組むことが可

能となるコミュニティ・スクール（学校運営

協議会制度）の導入促進と運営充実について

支援します。 

■実施方法 

○コミュニティ・スクールを導入している市町

村の好事例を収集し、情報提供します。 

○未導入の市町村教育委員会の職員等を対象

とした研修会を実施します。 

⑤ 地域学校協働活動の推進 

■取組内容 

・・・地域学校協働活動を推進します。（実

施主体：教育委員会・学校） 

○小・中学校等において、地域と学校の連携の

もと、幅広い地域住民等が参画し、地域全体

で学び合い、未来を担う子どもたちの成長を

支え合う地域をつくる取組となる「地域学校

協働活動」が全国的に動き出しており、県教

育委員会でもこの取組を推進しています。 

■実施方法 

○地域コーディネーターが中心となり、地域人

材の確保や学校との連絡調整をしながら、授

業の補助や環境整備などの学校支援、放課後

の補充学習などの学習支援、遊びやスポーツ

などの体験活動などが地域の実情に応じて

実施されています。 

地域全体で学校支援体制の構築と充実を図

ることで、教職員の負担軽減と子どもの学び

の充実につながるよう、取組を進めます。 

⑤ 地域学校協働活動の推進 

・授業の補助や環境整備などの学校支援、放課

後の補充学習などの学習支援、遊びやスポー

ツなどの体験活動等を行う放課後子供教室

等を、35市町村 239教室設置しました。 

・各教育事務所の社会教育主事が管轄市町村

へ事業説明を行ったほか、全市町村（指定都

市・中核市を除く。）を対象に説明会や地域

学校協働活動推進員向けの研修会を実施し

ました。 

⑥ 地域等と連携した登下校時の安全対策の推

進 

■取組内容 

・・・通学路における安全確保、安全対策を

推進します。（実施主体：教育委員会） 

○小・中学校等において、教職員の負担軽減も

踏まえ、地域、学校、関係機関の連携のもと、

通学路における安全確保、安全対策を推進し

ます。 

■実施方法 

○実践校を指定して、実践研究を行います。 

○実践校に対して交通安全の確保に関する専

門的な知見を有するアドバイザーを派遣し

ます。 

（アドバイザーの活用方法） 

・市町村連絡協議会における安全対策検討・立

⑥ 地域等と連携した登下校時の安全対策の推

進 

・学校安全総合支援事業実践校の研究成果を

取りまとめ、各学校で活用できる実践事例集

を作成し、研究成果の普及・啓発を図りまし

た 。 
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取組指針に掲げる具体的な取組 平成 30年度取組実施状況（実績） 

案への助言 

・通学路の安全点検への立会・助言 

・通学路の安全指導や講演会、交通安全教室等

への講師の派遣 

・「安全マップ」作成、見直しについての指導・

助言 

○実践校の研究成果を取りまとめ、各学校で活

用できる実践事例集を作成し、研究成果の普

及・啓発を図ります。 

※出所：「取組指針」及び「教職員の働き方改革取組指針に掲げる取組

の実施状況について（平成 30年度実績）」を基に監査人作成 

 

県は取組指針に基づき、平成 31 年１月、全県立学校 119 校に IC カードによる勤務時間管

理システムを導入し、教職員全員の勤務時間を把握できるようになった。 

また、県は各県立学校から毎月次の項目の報告を求め、教職員の超過勤務時間の状況を把握

している。 

 

① 各学校の一月当たりの教職員の平均超過勤務時間 

② 一月当たりの超過勤務時間が 80時間を超える者 等 

 

平成 31年４月から令和元年６月の３か月について、県が把握した各学校の超過勤務時間の

状況を整理すると次のとおりである。 

＜超過勤務時間の発生状況＞ 

○平均超過勤務時間 

項目 単位 H31/４ R1/５ R1/６ ３か月平均 

全教職員の平均超過勤務時間 時間 47.5 48.3 46.2 47.3 

（内訳） 朝 時間 11.1 11.1 11.7 11.3 

夜 時間 25.3 24.8 24.9 25.0 

週休日 時間 11.1 12.4 9.7 11.1 

○超過勤務時間80時間超えの教職員数 

項目 単位 H31/４ R1/５ R1/６ ３か月平均 

80 時間超えの教職員数 a 人 1,156 1,128 913 1,066 

全教職員数 b 人 6,980 6,992 6,985 6,986 

全教職員数に対する割合 a÷b ％ 16.6 16.1 13.1 15.3 

（内訳） 200 時間～ 人 2 3 1 2 

180 時間～ 人 5 19 4 9 

160 時間～ 人 18 33 10 20 

140 時間～ 人 57 68 39 55 

120 時間～ 人 154 151 119 141 

100 時間～ 人 337 297 234 289 

80 時間～ 人 583 557 506 549 

※出所：「県資料」を基に監査人作成 

 

また、平成 31年４月から令和元年６月の３か月における学校毎の超過勤務時間の状況を整

理すると次のとおりである。 
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＜学校毎の超過勤務時間の発生状況＞ 

○高校（全日制・定時制単位制） 

番

号 
学校名 

４月※ ５月 ６月 

超過勤務 

(平均 h) 

80h超 

(人) 

超過勒務 

(平均 h) 

うち部活動 

(平均 h) 

80h超 

(人) 

超過勤務 

(平均 h) 

うち部活動 

(平均 h) 

80h超 

(人) 

1 青豊 59.4 21 66.8 26.2 29 62.3 17.6 16 

2 築上西 63.6 6 70.8 17.2 11 55.9 10.6 5 

3 育徳館 43.9 1 42.7 7.3 3 41.0 5.2  - 

4 苅田工業 46.9 7 41.1 7.3 5 46.3 5.9 5 

5 京都 63.0 13 57.5 14.7 7 56.2 11.8 5 

6 行橋 56.8 11 56.0 11.1 9 56.5 9.1 11 

7 門司学園 55.8 4 65.5 14.1 10 56.5 10.4 3 

8 門司大翔館 44.0 6 40.8 15.3 6 42.5 11.1 3 

9 小倉南 63.0 12 52.2 14.9 4 55.4 15.7 1 

10 小倉商業 52.0 12 48.4 7.9 9 54.1 6.2 10 

11 小倉 66.9 25 58.9 19.5 12 54.2 15.4 11 

12 小倉工業 37.7 4 40.2 20.5 3 31.7 15.0 2 

13 小倉西 57.7 7 54.0 12.3 8 48.7 7.5 5 

14 北九州 61.2 13 62.8 18.2 10 53.8 14.1 7 

15 小倉東 51.6 6 55.0 1.7 8 62.4 0.6 5 

16 戸畑 55.4 11 61.6 7.5 12 50.3 3.3 5 

17 ひびき 36.0 2 39.7 1.3 3 36.8 1.3 2 

18 戸畑工業 50.5 14 51.9 10.3 13 49.6 6.5 11 

19 若松 51.1 3 58.5 11.4 11 69.6 12.4 14 

20 若松商業 43.2 1 37.3 0.8 - 51.9 0.0 1 

21 八幡 57.7 15 62.8 13.1 17 46.6 6.9 6 

22 八幡中央 55.2 11 50.4 8.9 9 42.9 9.2 5 

23 八幡工業 36.0 1 36.9 12.9 1 36.0 8.1 1 

24 八幡南 72.7 20 70.9 19.0 15 61.6 13.3 10 

25 北筑 65.7 18 65.4 12.5 18 55.2 7.4 9 

26 東筑 67.0 19 65.8 18.5 19 56.9 13.2 12 

27 折尾 49.9 8 47.8 6.2 9 51.0 3.9 9 

28 中間 53.0 12 47.5 10.7 7 43.2 7.5 1 

29 遠賀 40.1 4 40.9 0.4 1 47.7 0.1 2 

30 宗像 68.5 20 69.7 11.7 20 59.5 6.1 11 

31 光陵 41.6 8 47.6 7.7 6 58.7 8.0 9 

32 水産 43.8 7 46.1 4.2 8 40.5 0.7 7 

33 玄界 51.1 9 46.1 6.5 9 49.7 2.8 6 

34 新宮 59.3 17 61.3 11.6 17 57.4 5.4 14 

35 福岡魁誠 46.7 8 45.2 8.9 8 40.2 5.3 6 

36 須恵 52.9 11 52.2 12.1 9 55.2 12.2 11 

37 宇美商業 51.5 12 63.3 11.8 18 58.9 10.5 10 

38 香住丘 63.9 21 66.7 18.3 20 51.2 8.4 9 

39 香椎 74.1 27 76.7 16.5 30 74.2 8.9 31 
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番

号 
学校名 

４月※ ５月 ６月 

超過勤務 

(平均 h) 

80h超 

(人) 

超過勒務 

(平均 h) 

うち部活動 

(平均 h) 

80h超 

(人) 

超過勤務 

(平均 h) 

うち部活動 

(平均 h) 

80h超 

(人) 

40 香椎工業 45.0 12 49.5 18.9 12 42.6 12.9 6 

41 博多青松 45.3 12 46.8 3.7 13 42.3 3.3 8 

42 福岡 51.1 11 50.8 10.1 7 54.4 4.4 10 

43 筑紫丘 61.0 20 71.4 19.2 25 65.4 13.5 24 

44 柏陵 46.5 10 54.7 22.2 16 45.7 13.0 7 

45 福岡中央 66.8 21 72.1 8.6 22 68.4 6.2 23 

46 城南 58.9 20 58.0 10.0 15 62.5 11.1 20 

47 修 館 47.5 10 51.4 19.1 14 48.1 14.0 9 

48 福岡工業 41.1 13 43.1 10.4 16 46.3 11.5 15 

49 福岡講倫館 50.8 10 50.3 1.5 10 55.0 0.9 17 

50 早良 59.3 12 53.8 11.9 10 60.4 12.5 8 

51 玄洋 57.1 15 59.2 5.5 13 55.5 2.8 9 

52 筑前 52.0 9 49.8 2.0 8 53.5 2.7 9 

53 春日 65.8 23 66.2 13.3 20 61.4 9.6 13 

54 太宰府 57.4 14 62.5 15.3 17 47.8 6.7 8 

55 福岡農業 37.8 5 38.5 4.6 2 35.6 4.7 2 

56 筑紫中央 52.6 14 50.4 10.3 7 43.1 5.9 3 

57 武蔵台 57.9 14 61.5 14.0 20 54.9 7.9 14 

58 筑紫 61.1 20 63.6 11.2 21 64.5 7.5 21 

59 糸島 58.1 14 54.9 9.1 10 63.0 7.1 11 

60 糸島農業 45.4 8 48.1 1.3 10 44.9 2.2 4 

61 小郡 66.7 13 54.3 1.5 8 61.7 0.8 11 

62 三井 58.9 11 73.9 26.4 12 60.3 11.2 10 

63 久留米筑水 35.7 3 45.5 2.9 6 41.3 1.5 4 

64 明善 54.8 13 52.3 8.4 7 49.5 5.7 4 

65 久留米 75.6 20 76.2 9.0 18 69.5 5.2 15 

66 三潴 53.8 6 62.2 22.4 11 51.6 15.1 8 

67 大川樟風 55.9 9 52.6 4.8 7 59.9 4.3 10 

68 伝習館 51.1 9 49.5 1.9 4 55.6 1.0 7 

69 山門 67.6 12 67.9 8.0 10 69.6 4.0 14 

70 三池 66.0 13 73.0 15.7 16 66.0 9.8 13 

71 三池工業 43.2 7 44.1 9.8 5 40.5 6.8 4 

72 大牟田北 59.1 9 57.4 13.6 6 50.1 9.3 4 

73 ありあけ新世 48.8 7 64.3 6.8 9 50.3 1.6 6 

74 八女 74.7 20 85.4 14.8 18 78.0 9.5 18 

75 八女工業 52.1 10 60.7 6.1 18 51.1 2.4 6 

76 福島 56.3 8 62.6 17.2 10 63.7 12.2 10 

77 八女農業 33.3 4 30.4 2.0 1 30.9 0.7 - 

78 浮羽工業 44.5 9 46.2 1.6 8 45.5 1.7 6 

79 浮羽究真館 51.1 3 49.6 10.5 4 47.0 4.7 4 

80 朝倉 65.3 12 72.5 25.1 19 65.2 16.6 11 
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番

号 
学校名 

４月※ ５月 ６月 

超過勤務 

(平均 h) 

80h超 

(人) 

超過勒務 

(平均 h) 

うち部活動 

(平均 h) 

80h超 

(人) 

超過勤務 

(平均 h) 

うち部活動 

(平均 h) 

80h超 

(人) 

81 朝倉東 57.7 8 57.5 15.3 10 53.9 9.6 7 

82 朝倉光陽 39.4 4 39.2 3.7 4 36.9 1.7 2 

83 田川 63.2 12 55.9 13.7 9 57.6 13.4 8 

84 東鷹 43.9 7 54.4 9.2 10 43.1 1.3 5 

85 田川科学技術 47.5 12 52.4 8.8 12 47.6 4.9 10 

86 西田川 51.8 7 45.6 7.9 5 48.5 6.2 5 

87 稲築志耕館 56.0 15 56.2 12.2 14 52.0 9.5 10 

88 嘉穂 85.2 32 86.9 20.7 36 83.1 14.2 36 

89 嘉穂東 64.8 22 68.2 18.2 21 70.0 10.0 19 

90 嘉穂総合 47.6 9 46.0 1.8 6 44.7 1.6 9 

91 鞍手 74.1 21 73.8 23.8 21 71.2 14.3 19 

92 直方 52.9 8 69.3 12.8 14 50.9 5.7 6 

93 筑豊 51.5 9 50.2 4.4 8 64.9 3.4 15 

94 鞍手竜徳 42.1 4 56.2 5.5 10 43.7 3.4 8 

 

○高校（夜間定時制・通信制） 

番

号 
学校名 

４月※ ５月 ６月 

超過勤務 

(平均 h) 

80h超 

(人) 

超過勒務 

(平均 h) 

うち部活動 

(平均 h) 

80h超 

(人) 

超過勤務 

(平均 h) 

うち部活動 

(平均 h) 

80h超 

(人) 

5 京都 12.1 - 13.2 0.0 - 13.4 0.0 - 

9 小倉南 46.2 1 36.2 2.3 1 36.7 1.2 - 

19 若松 12.4 - 15.8 0.0 - 14.6 0.0 - 

22 八幡中央 14.4 - 19.9 0.0 - 17.7 1.4 - 

41 
博多青松 

(通信) 
23.0 - 27.0 0.0 - 33.4 0.0 - 

48 福岡工業 12.4 - 13.3 0.1 - 14.8 0.3 - 

56 筑紫中央 18.9 - 19.1 0.1 - 17.3 0.1 - 

59 糸島 18.8 - 17.4 0.0 - 19.2 0.0 - 

64 明善 13.7 - 10.6 0.0 - 17.5 0.0 - 

67 大川樟風 28.5 - 21.1 0.0 - 25.4 0.0 - 

71 三池工業 19.8 - 29.0 0.0 - 30.1 0.0 - 

73 ありあけ新世 12.5 - 18.5 1.1 - 15.7 1.7 - 

76 福島 13.6 - 15.6 0.3 - 19.0 0.2 - 

78 浮羽工業 16.5 - 21.9 0.4 - 22.1 0.6 - 

80 朝倉 25.2 - 37.8 0.0 2 19.6 0.0 - 

84 東鷹 18.0 - 19.1 0.0 - 17.9 0.0 - 

88 嘉穂 27.8 - 24.7 0.0 - 19.6 0.0 - 

89 嘉穂東 41.3 - 27.5 0.0 - 20.3 0.0 - 

90 鞍手 20.9 - 19.5 0.0 - 20.1 0.0 - 
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○特別支援学校 

番

号 
学校名 

４月※ ５月 ６月 

超過勤務 

(平均 h) 

80h超 

(人) 

超過勒務 

(平均 h) 

うち部活動 

(平均 h) 

80h超 

(人) 

超過勤務 

(平均 h) 

うち部活動 

(平均 h) 

80h超 

(人) 

特 1 築城 36.3 5 39.3 0.0 2 37.4 0.0 4 

特 2 小倉聴覚 41.6 3 36.0 0.0 1 37.5 0.0 1 

特 3 北九州視覚 24.0 - 21.1 0.7 - 19.8 0.1 - 

特 4 北九州高等学園 23.3 1 24.4 0.0 - 20.4 0.0 - 

特 5 古賀 23.7 - 23.5 0.0 - 22.4 0.0 - 

特 6 福岡 35.8 6 36.9 0.0 6 36.8 0.0 6 

特 7 福岡聴覚 45.0 1 37.3 0.0 - 43.1 0.0 - 

特 8 福岡高等聴覚 41.0 7 40.4 1.1 4 37.4 0.2 3 

特 9 太宰府 40.0 13 38.8 0.0 6 35.4 0.0 10 

特 10 福岡視覚 33.5 2 30.8 0.0 - 31.9 0.0 1 

特 11 福岡高等視覚 26.0 1 23.2 0.9 - 20.4 0.0 - 

特 12 福岡高等学園 23.6 - 21.3 0.0 - 22.9 0.0 - 

特 13 小郡 26.7 2 26.9 0.0 - 25.0 0.0 - 

特 14 久留米聴覚 53.2 7 53.5 0.9 6 58.6 0.6 10 

特 15 田主丸 28.7 - 29.1 0.0 1 23.9 0.0 - 

特 16 柳河 30.9 3 21.7 0.0 - 21.6 0.0 - 

特 17 筑後 23.4 1 21.6 0.0 1 23.0 0.0 - 

特 18 川崎 36.4 3 37.3 0.0 2 35.6 0.0 - 

特 19 嘉穂 35.2 2 34.2 0.0 2 37.8 0.0 5 

特 20 直方 24.0 1 23.3 0.0 - 22.9 0.0 - 

 

○中学校・中等教育学校 

番

号 
学校名 

４月※ ５月 ６月 

超過勤務 

(平均 h) 

80h超 

(人) 

超過勒務 

(平均 h) 

うち部活動 

(平均 h) 

80h超 

(人) 

超過勤務 

(平均 h) 

うち部活動 

(平均 h) 

80h超 

(人) 

中 1 育徳館 59.4 4 46.7 8.5 - 47.9 8.6 1 

中 2 門司学園 62.7 3 67.1 11.0 5 60.9 14.8 4 

中 3 宗像 64.3 2 64.8 2.8 1 59.3 1.1 - 

中 4 
嘉穂高等学校

附属 
70.5 2 84.3 19.8 7 73.0 21.8 5 

中等 輝翔館 47.8 4 41.0 3.3 2 54.9 1.7 7 

※４月については「うち部活動」のデータがない。 

※出所：「県資料」を基に監査人作成 
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上記の学校ごとの超過勤務時間の発生状況のうち、３か月とも超過勤務平均時間が 70時間

を超過する学校を抽出すると、次のとおりである。 

＜学校毎の超過勤務時間の発生状況（再掲）＞ 

番

号 
学校名 

４月※ ５月 ６月 

超過勤務 

(平均 h) 

80h超 

(人) 

超過勒務 

(平均 h) 

うち部活動 

(平均 h) 

80h超 

(人) 

超過勤務 

(平均 h) 

うち部活動 

(平均 h) 

80h超 

(人) 

39 香椎 74.1 27 76.7 16.5 30 74.2 8.9 31 

74 八女 74.7 20 85.4 14.8 18 78.0 9.5 18 

88 嘉穂 85.2 32 86.9 20.7 36 83.1 14.2 36 

91 鞍手 74.1 21 73.8 23.8 21 71.2 14.3 19 

中 4 
嘉穂高等学校

附属 
70.5 2 84.3 19.8 7 73.0 21.8 5 

※４月については「うち部活動」のデータがない。 

※出所：「県資料」を基に監査人作成 

 

「公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイドライン」（平成31年１月 25日文部科学

省。以下「上限ガイドライン」という。）では、超過勤務時間の上限の目安を次のとおり定め

た。 

＜上限ガイドラインにおける上限の目安時間＞ 

（２）上限の目安時間 

① １か月の在校等時間の総時間から条例等で定められた勤務時間の総時間を減じた時間が、

45時間を超えないようにすること。 

② １年間の在校等時間の総時間から条例等で定められた勤務時間の総時間を減じた時間が、

360 時間を超えないようにすること。 

 

（３）特例的な扱い 

① 上記＜上限の目安時間＞を原則としつつ、児童生徒等に係る臨時的な特別の事情により勤

務せざるを得ない場合についても、１年間の在校等時間の総時間から条例等で定められた勤

務時間の総時間を減じた時間が、720時間を超えないようにすること。この場合においては、

１か月の在校等時間の総時間から条例等で定められた勤務時間の総時間を減じた時間が45時

間を超える月は、１年間に６月までとすること。 

② また、１か月の在校等時間の総時間から条例等で定められた勤務時間の総時間を減じた時

間が 100時間未満であるとともに、連続する複数月（２か月、３か月、４か月、５か月、６か

月）のそれぞれの期間について、各月の在校等時間の総時間から条例等で定められた勤務時

間の総時間を減じた時間の１か月当たりの平均が、80時間を超えないようにすること。 

（注：アンダーラインは監査人による） 

※出所：「上限ガイドライン」 

 

また、いわゆる「過労死ライン」について、取組指針において次のとおり記載されている。 

＜過労死ラインについて＞ 

仕事が主な原因で脳・心臓疾患等を発症し、死に至ることは「過労死」とも呼ばれます。 

厚生労働省では、労働者に発症した脳・心臓疾患を労災に認定する際の基準として、「脳血管

疾患及び虚血性心疾患等（負傷に起因するものを除く。）の認定基準」を定めています。 

これによると、認定は総合的に判断されますが、基準の一つとして、「発症前１か月間におお

むね 100時間又は発症前２か月ないし６か月にわたって、１か月当たりおおむね80時間を超え



 

75 

る時間外労働が認められる場合は、業務と発症との関連性が強いと評価できること」とされて

います。 

これは、学校現場においても例外ではなく、近年、全国の学校現場で教員が、長時間勤務を原

因として公務災害に認定される事例も発生しています。 

（注：アンダーラインは監査人による） 

※出所：「取組指針」 

 

【意見】 

取組指針によれば、平成 29年度に実施した県立学校（８校）における 1月当たりの平均超

過勤務時間は55.6時間、80時間以上超過勤務を行った者の割合は24.2％であった。 

これに対して、勤務時間管理システムを基に把握した平成 31年４月からの３か月間におけ

る 1月当たり平均超過勤務時間は 47.3時間、80時間以上超過勤務を行った者の割合は３か月

平均で 15.3％である。 

＜平成 29年調査と平成 31年（令和元年）の状況との比較＞ 

 平成 29年 平成 31年（令和元年） 

対象期間 ６月～12月 ４～６月 

対象校数 ８校 全県立学校 

調査方法 

対象者の出勤時刻、退勤時刻

等を記録し超過勤務時間を算

出 

勤務時間管理システムを基に

した各校からの報告 

1 月当たり平均超過勤務時間 55.6 時間 47.3 時間 

80 時間以上超過勤務者の割合 24.2％ 15.3％ 

※出所：「県資料」を基に監査人作成 

 

取組指針に基づいた長時間勤務の改善に向けた取組の結果、県立高校全体の超過勤務時間

の状況については、改善傾向にあると考えられる。 

一方で、「上限ガイドライン」では、1 月当たりの超過勤務時間の上限の目安を原則として

45時間としており、直近の４月～６月における1月当たり平均超過勤務時間 47.3時間と比較

すると、依然として深刻な状況にあると言わざるを得ない。 

また、いわゆる「過労死ライン」と言われる「おおむね 80時間」と比較しても、３か月連

続で平均超過勤務時間が 70時間を超えている学校が５校あることからも、同様に深刻な状況

がうかがえる。 

さらに、学校別の超過勤務時間はあくまでも学校の平均値であり、教職員個人別でみれば

100 時間超の超過勤務時間が数か月継続している例も見受けられる（「３ 個別的な監査の結

果(指摘)及び意見 （１１）教職員の働き方改革の推進＜重点事業10＞ ア 教員の働き方改

革事業費（エ）①（意見）教職員の超過勤務時間の発生状況とそれに対する対応策について」

を参照）。 

勤務時間管理システムによる勤務時間の実態把握は始まったばかりであり、現状では各学

校の特色や教職員個人の事情に応じた深度ある原因分析が行われているとは言えない。 

例えば、各学校の特色や教職員個人の事情に応じた深度ある原因分析を通じて、各学校にお

ける業務量の多寡を適切に把握し、教職員の定数配置の見直しを行うなどして、超過勤務時間

の削減につなげることが望ましい。 

そのためには、教職員課が情報把握の中心を担いつつ、義務教育課、高校教育課など各課が

さらに連携を強化することが望まれる。 
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 （調査結果）学校におけるブロック塀等の安全点検及び安全対策について 
所管部署名 施設課 

監査の視点 
(２) 教育施策の有効性、効率性及び経済性  

ア 事業全般に関する事項 

 

本項は、「学校施設の老朽化対策の推進」事業に関連して監査対象とした項目である。監査

を行った結果、県の対応状況に対しての結果（指摘）または意見はなかったものの、学校にお

けるブロック塀等の安全点検については県民からの注目度も高いと考えられることから、調

査結果として以下のとおり内容を記載する。 

 

【調査結果】 

平成 30 年６月 18 日に発生した大阪府北部地震により、大阪府高槻市立の小学校において

プールのブロック塀が倒壊して児童の死亡事故が発生したことを受け、文部科学省は平成 30

年６月 19日付で全国の各学校設置者等に対し、耐震対策の状況及び劣化・損傷の状況につい

て安全点検等を行うよう「学校におけるブロック塀等の安全点検等について（通知）」を発出

している。 

さらに、本通知の進 状況を報告させるため、平成30年６月 29日付で「学校施設における

ブロック塀等の安全点検等状況調査について（依頼）」を発出し、都道府県教育委員会等に対

し、所管の各学校に調査票を作成させ、その調査結果を取りまとめて文部科学省に提出するこ

とを求めている。 

本依頼を受け、県は所管する県立学校120校（閉校校５校を含む。）に対し、外観に基づく

緊急点検を実施している。 

県による緊急点検は、「高等学校維持管理費」及び「特別支援学校維持管理費」予算を利用

して委託業務として実施しているが、委託業務の概要は次のとおりである。 

＜ブロック塀緊急点検委託業務の概要＞ 

委託業務名 学校施設におけるブロック塀等の安全点検調査等状況調査業務委託 

受託者 一般社団法人福岡県建築士事務所協会 

調査対象施設 県内にある全ての県立学校施設（120校） 

実施内容 ・県が取りまとめた各学校における現況調査結果の確認及び現地調査を行

う。 

・第２段階安全点検（ブロック内部の点検）を行うブロック塀等を抽出する

ための調査を行う。 

・調査結果を取りまとめ、県へ報告する。 

契約期間 平成 30年７月 11日から平成 30年７月 31日まで 

契約方法 随意契約（３者による見積もり合わせ） 

委託額 972,000 円 

※出所：「県資料」を基に監査人作成 

 

上記の緊急点検の結果、外観からは危険は判断できないもののブロック塀の内部点検を行

う第２段階安全点検が必要な施設として、高等学校 41 校、特別支援学校７校の計 48 校が抽

出され、次のとおり第２段階の安全点検調査業務を委託している。 

＜ブロック塀第２段階安全点検委託業務の概要＞ 

委託業務名 学校施設におけるブロック塀等の安全点検調査等状況調査業務（第２段階） 

受託者 一般社団法人福岡県建築士事務所協会 

調査対象施設 緊急点検において２次調査が必要と判明した県立学校48校 
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（対象施設増加に伴う契約変更後：50校） 

実施内容 ・「ブロック塀等の安全点検等状況調査確認」により安全と判断されたブロッ

ク塀について、第２段階安全点検（探査調査、配筋調査、はつり調査等のブロ

ック内部の点検）を行う。 

・調査結果を取りまとめ、県へ報告する。 

契約期間 平成 30年９月 27日から平成 30年 11月 30日まで 

（契約変更後：平成 30年９月 27日から平成 30年 12月 21日まで） 

契約方法 随意契約（地方自治法施行令第 167条の２第１項第５号） 

委託額 9,180,000 円 

（契約変更後：9,898,200 円） 

※出所：「県資料」を基に監査人作成 

 

県は、上記の安全点検の結果、安全性に問題があると判明したブロック塀等について、注意

喚起や近寄れない措置等の安全対策を行うとともに、順次、撤去若しくは改修工事を実施して

いる。 

 

直近の県立学校の安全対策の実施状況の概要は次のとおりである。 

＜県立学校におけるブロック塀安全対策実施状況の概要＞   （令和元年12月３日時点） 

区分 
ブロック塀を有

する施設 

要改修・撤去 

（A） 

安全対策済 

（B） 

実施状況(％)

（B）/（A） 

中等教育学校 １ １ １ 100％ 

高等学校 76 76 71 93.4％ 

特別支援学校 11 11 11 100％ 

閉校校 ５ ５ ５ 100％ 

合計 93 93 88 94.6％ 

※出所：「県資料」を基に監査人作成 

 

本事業は全国的に実施されているものであるが、県立学校においては、上表のとおり、令和

元年 12 月３日時点で、元々ブロック塀を有し、安全対策が必要であった学校 93 校のうち 88

校が安全対策実施済み（ブロック塀の撤去を含む）とのことである。 

また、安全対策が未了の５校についても、県担当者にヒアリングを行ったところ、全て令和

２年３月末までに安全対策が完了する見込みとのことであった。 

 



 

78 

 個別的な監査の結果（指摘）及び意見 

福岡県学力向上推進計画に基づく学力向上総合推進事業の実施＜重点事業１＞ 

 
部署 義務教育課 

事業の 

概 要 

【目的】 

県内の児童生徒の学力向上を図るため、学力・学習状況と市町村の学力向上に向

けた取組状況を調査分析し、学力向上に有効な施策を提供することで、市町村教育

委員会の学力向上に向けた主体的な取組の充実に資する。 

【主な内容】 

○児童生徒の学力・学習状況と市町村の学力向上に向けた取組状況を調査分析す

るため、児童生徒の学力・学習状況を調査する。 

○本事業の目的を達成するために強化市町村を指定し、学力向上関連事業に対し

助成する。 

○強化市町村等に非常勤講師を派遣し、学力向上等のための取組を支援する。 

実 施 

状 況 

○「全国学力・学習状況調査」の悉皆方式による実施（実施日：平成 30年４月 17

日） 

・実施教科 小学校６年生：国語、算数、理科 中学校３年生：国語、数学、理科 

○「福岡県学力調査」の実施（実施日：平成 30年６月 19日） 

・実施教科 小学校５年生：国語、算数 中学校１年生：国語、数学 中学校２年

生：国語、数学 

○学力向上強化市町村（21市町村 1学校組合）の指定 

 直方市、水巻町、うきは市、大刀洗町、大牟田市、田川市、嘉麻市、香春町、赤

村、大任町、添田町、川崎町、糸田町、福智町、桂川町、みやこ町、築上町、吉

富町外一市中学校組合、宇美町、 屋町、小郡市、吉富町 

○強化市町村等への非常勤職員の派遣 

・配分した時間数に基づき教育事務所で派遣時間を決定 

※出所：「定期監査・決算等審査調書 定期監査・決算等審査対象期間（平成 30年度）」 

 

 
                    （単位：円） 

節名/歳出決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

報酬 158,030,060 156,837,580 151,146,426 

共済費 340,000 338,481 389,000 

報償費 82,000 82,000 82,000 

旅費 23,000 23,000 22,000 

需用費 248,000 626,000 600,000 

役務費 - 19,000 19,000 

委託料 32,222,000 70,339,221 60,104,000 

負担金、補助及び交付金 17,487,000 5,978,000 6,120,000 

合計 208,432,060 234,243,282 218,482,426 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 
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                    （単位：円） 

目名/歳入決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

教育費国庫補助金 58,407,000 52,229,000 45,127,000 

一般財源 150,025,060 182,014,282 173,355,426 

合計 208,432,060 234,243,282 218,482,426 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 

 

 
 （結果）ふくおか学力向上推進事業等補助金に係る適切な事業実施報告書の作成指導に
ついて 

所管部署名 義務教育課 

監査の視点 
(１) 教育施策に関する財務事務の執行の適切性  

エ 歳入歳出項目に関する事項 

 

【現状】 

ふくおか学力向上推進事業等補助金は、市町村（中学校組合を含む。以下「補助事業者」

という。）が実施する学力向上のための取組事業に対し、事業に必要な経費の一部を補助し、

学校教育の振興に資することを目的としている。 

補助対象事業、補助事業者、補助対象経費及び補助金の額は次のとおりである。 

＜補助対象事業、補助事業者、補助対象経費及び補助金の額＞ 

事業名 補助対象事業 補助事業者 補助対象経費 補助金の額 

ふくお

か学力

アップ

推進事

業 

補助事業者の学力向上推進プラン

に定める学力向上のために行う次の

事業 

①教員の指導力の向上に関する事業 

②児童・生徒の個別の学習課題に対

応する事業（放課後や長期休業期間

中の補充学習等） 

③家庭学習の推進に関する事業 

④その他補助事業者が行う事業で学

力向上に資すると認められる事業 

別 途指定

する学力向

上推進強化

市町村（中

学校組合を

含む。） 

報酬、社会保

険料、諸謝金、

旅費、需用費、

通信運搬費、

使用料及び賃

借料、保険料 

補助対象

経費の２分

の１以内と

する。 

学力向

上推進

拠点校

指定事

業 

 学力向上に向けたカリキュラム・

マネジメントや人材育成のために行

う次の事業 

①検証改善サイクルの確立に関する

事業 

②授業改善と指導力向上に関する事

業 

③校内研修体制の確立に関する事業 

④日常的な授業公開に関する事業 

 別途指定

する学力向

上推進拠点

校を所管す

る市町村 

報酬、社会保

険料、諸謝金、

旅費、需用費、

通信運搬費、

使用料及び賃

借料、保険料 

補助対象

経費の２分

の１以内と

する。 

※出所：「ふくおか学力向上推進事業等補助金交付要綱」 

 

 平成 30 年度における補助事業者から提出された事業実施報告書及び収支計算書を査

閲したところ、一部の補助事業者について次の点が見受けられた。 
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事業実施報告書 「実施事業の内容」に記載された内容が、補助対象事業と関連付けて

記載されていないため、補助対象事業においてどのようなことを実施

したのか不明瞭なものが散見された。 

「事業の成果」に記載された内容が、補助対象事業と関連付けて記載

されていないため、補助対象事業を実施した結果どのような効果があ

ったのか、不明瞭なものが散見された。 

収支計算書 支出の内訳が、補助対象事業と関連付けて記載されていないため、支

出がどの補助対象事業から発生したのか不明確である。 

支出の内訳に記載された内容が、実際に支出されたものであるかどう

かを確認するため、領収証等との照合などの確認は行っていない。 

※出所：監査人作成 

 

【指摘事項】 

一部の補助事業者に関して、事業実施報告書及び収支計算書に不明瞭な部分があったた

め、県が支出した補助金が適切な事業の実施に対する支出であったかどうかについて、客

観的に確認することができなかった。 

このため、県は、補助事業者による補助対象事業の適切な実施を確認するために、補助

事業者から提出される事業実施報告書について、「実施事業の内容」及び「事業の成果」の

記載については、補助対象事業に関連付けて記載するよう求める必要がある。 

また県は、補助事業者による補助対象経費の支出の適切性を確認するため、支出がどの

補助対象事業に対して支出されたのか明確にするよう補助対象事業者に求めるとともに、

必要に応じて領収書等の支出証憑との照合を実施することが望まれる。 

 
 

 （結果）派遣した非常勤講師の勤務実態に係る確認の徹底について 
所管部署名 義務教育課、教育事務所 

監査の視点 
(１) 教育施策に関する財務事務の執行の適切性  

エ 歳入歳出項目に関する事項 

 

【現状】 

県は、強化市町村及びその他必要と認める市町村に対し、学力の基礎・基本や活用力の

改善を図る少人数・習熟度別指導を支援するため、非常勤講師を派遣することとしている。 

県から各教育事務所へ予算を令達し、各教育事務所において非常勤講師の採用及び市町

村への派遣を実施している。 

勤務日、勤務時間、勤務実績時間数を記載した「非常勤講師等勤務時間実績整理簿」は、

毎月派遣された非常勤講師が作成し、派遣先学校の事務担当者及び校長によって確認、押

印が行われ、教育事務所へ提出される。 

教育事務所では、「非常勤講師等勤務時間実績整理簿」に記載された勤務実績時間の合計

に基づき、一月ごとに支給額及び控除額を計算し、非常勤講師に支給している。 

現地調査を実施した北九州教育事務所において、非常勤講師の給与関係書類を査閲した

ところ、給与の過払いによる返納を行った事例があった。 

学校から「非常勤講師等勤務時間実績整理簿」を受領し、それに基づき給与計算及び支

給を行った後に、学校からの連絡により「非常勤講師等勤務時間実績整理簿」の記載に誤

りがあることが判明したため、過払いによる返納が生じたものである。 

北九州教育事務所では、給与計算を行うごとに「非常勤講師等勤務時間実績整理簿」の

内容チェックは行っておらず、学校長及び担当者の押印があることを持って正としている

とのことであった。 
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【指摘事項】 

北九州教育事務所では、給与計算を行うごとに「非常勤講師等勤務時間実績整理簿」の

正確性の確認（例えば出勤簿との照合など）を実施していない。 

その結果、「非常勤講師等勤務時間実績整理簿」の勤務実績時間に誤りがあった場合、誤

りに気が付くことなく給与を支給する可能性がある。 

もっとも、北九州教育事務所では概ね 4年に 1度、学校を訪問し、「非常勤講師等勤務時

間実績整理簿」と出勤簿の照合を実施しているとのことであるが、そのタイミングでは給

与計算の誤りを事前に防止することは難しい。 

また、非常勤講師を任用しているのは教育事務所であるため、教育事務所が非常勤講師

の勤務状況を適時適切に把握することが求められる。 

特に、非常勤講師は、人事異動通知により週の勤務時間数が決められているため、実際

には決められた勤務時間数を超過して勤務している場合であっても「非常勤講師等勤務時

間実績整理簿」に超過時間を反映させないインセンティブが働く可能性がある。非常勤講

師は学校で勤務しているため、教育事務所において実際の勤務状況を適時に把握すること

が難しい可能性がある。 

以上のことから、教育事務所は学校における学校長及び担当者による「非常勤講師等勤

務時間実績整理簿」の確認作業の徹底に関して更なる指導を行うとともに、教育事務所に

おいても給与計算を行うごとに（サンプルベースでも）出勤簿との照合を行うなど「非常

勤講師等勤務時間実績整理簿」の正確性を確認する必要がある。また、確認した結果を書

面で残しておくことが望ましい。 

なお、本意見に関しては、現地調査を実施した北九州教育事務所のみならず、他の教育

事務所においても同様の内容に留意することが望まれる。 

 

 

 （意見）学力調査の分析手法の検討・研究について 
所管部署名 義務教育課 

監査の視点 
(２) 教育施策の有効性、効率性及び経済性 

ア 事業全般に関する事項 

 

【現状】 

県は、児童生徒の学力・学習状況と市町村の学力向上に向けた取組状況を調査分析する

ため、「福岡県学力調査」を実施している。 

平成 30年度福岡県学力調査の目的及び実施内容は次のとおりである。 

＜目的＞ 

（１）義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点から、県内各地域における児童生徒

の学力の状況をきめ細かく把握・分析することにより、教育及び教育施策の成果と課題

を検証し、その改善を図る。 

（２）各市町村（学校組合）教育委員会（以下「市町村教育委員会」という。）、学校が自ら

の教育及び教育施策の成果と課題を把握し、その改善を図るとともに、そのような取組

を通じて、教育に関する継続的な検証改善サイクルの維持・向上を支援する。 

（３）各学校が、児童生徒の学力の状況を把握し、児童生徒への教育指導や学習状況の改善

等に役立てる。 

※出所：「平成30年度福岡県学力調査実施要項」 
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＜実施内容＞ 

（１）調査対象及び教科 

県内（指定都市を除く。）の全ての公立小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校

及び特別支援学校の次に掲げる学年の全ての児童生徒を対象とする。 

ア 小学校調査 

    調査対象：小学校、義務教育学校前期課程及び特別支援学校小学部の第５学年 

    調査教科：国語、算数 

イ 中学校調査 

調査対象：中学校、義務教育学校後期課程、中等教育学校前期課程及び特別支援学

校中学部の第１、２学年 

調査教科：国語、数学 

 

（２）調査範囲 

原則として、調査対象学年の前学年までの学習指導要領に基づく指導事項（中学校調

査第 1学年においては小学校までの指導事項）とする。 

 

（３）調査対象数（悉皆調査） 

  ア 小学校調査 約 25,000 人 

  イ 中学校調査 約 47,000 人 

 

（４）実施時期 

   平成 30年 6月 19日（火）を基準とし、基準日に実施できない場合は、平成30年 6月

20 日（水）～6月 29日（金）の期間に実施するものとする。 

 

（５）公表 

  ア 公表項目 

    教科別正答数、教科別正答率、問題形式別正答数、問題形式別正答率、地区別教科

別標準化得点、地区別問題形式別標準化得点、評価の観点別正答率、解答形式別正答

率、領域別正答率、小問正答数による度数分布 

  イ 公表単位等 

    県教育委員会は、小学校調査及び中学校調査のそれぞれについて、県全体及び県内

6地区（福岡、北九州、北筑後、南筑後、筑豊及び京築）ごとの調査結果を公表する。 

※出所：「平成30年度福岡県学力調査実施要項」 

 

県は学力調査の結果を「平成 30年度 全国学力・学習状況調査 福岡県学力調査 調査

結果報告書（以下「調査結果報告書」という。）」として取りまとめ、公表している。 

調査結果報告書の分析の手法は、基本的には県全体及び地区別の平均正答数や平均正

答率（平均正答数を設問数で割った値を百分率で表示した値のこと。以下、平均正答数と

あわせて「平均正答率等」という。）の比較により分析が行われている。 

平均正答率等による比較分析を行った結果は、次のとおりである。 

全体の状況 ○ 算数／数学は、「基礎」及び「活用」ともに学年が上がるにつれ

て、地区間の差が大きくなる傾向が見られる。 

○ 地区間の差は、小学校第５学年及び中学校第２学年で、国語の

「活用」に関する問題より「基礎」に関する問題の方が大きく、算

数／数学の「基礎」に関する問題より「活用」に関する問題の方が

大きい。また、中学校第１学年は、国語の「基礎」に関する問題よ
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り「活用」に関する問題の方が大きく、数学の「活用」に関する問

題より「基礎」に関する問題の方が大きい。 

小学校の状況 ○ 「全体」、「基礎」及び「活用」に関する問題についての地区間の

差は、国語よりも算数の方が大きい。 

○ 最も地区間の差が大きいのは、算数の「活用」に関する問題であ

る。 

中学校の状況 ○ 第１学年は「全体」及び「基礎」に関する問題についての地区間

の差は、数学よりも国語の方が大きい。「活用」に関する問題につい

ての地区間の差は、数学よりも国語の方が大きい。 

○ 第２学年は「全体」、「基礎」及び「活用」に関する問題について

の地区間の差は、国語よりも数学の方が大きい。 

○ 最も地区間の差が大きいのは、第２学年数学の「活用」に関する

問題である。 

県平均を 100 とした

場合の同一集団（H30 

年度中学校第２学

年）の各地区の標準

化得点の経年変化 

○ 南筑後、筑豊、京築は、小学校第６学年（全国学力・学習状況調

査４月実施）から、中学校第１学年（福岡県学力調査６月実施）に

かけて３教科区分以上が下降している。 

○ 福岡以外の地区は、特に中学校第２学年段階で下降する傾向に

ある。 

県平均を 100 とした

場合の全国学力・学

習状況調査と県学力

調査の各地区の標準

化得点 

○ 福岡は、小５から中３までの全ての学年において、全教科区分、

県平均を上回っている。 

○ 福岡の全学年全教科区分、北筑後の小５国語Ａ（基礎）、中１の

全教科区分、中２国語Ｂ（活用）、南筑後の小５国語、算数Ｂ（活用）、

小６全教科区分、中１の数学Ｂ（活用）、京築の中２国語Ｂ 

（活用）は県平均に達している。 

※出所：「平成30年度 福岡県学力調査結果」 

 

【意見】 

平均値による分析は、全体の状況を概括的に把握したり、全体の中での位置を把握した

りする場合には有効である。 

一方で、平均値による分析では、個人（もしくは地区）の正答率が絶対値では上昇して

いても平均値を下回っていれば評価されず、また、全体の平均正答率が上昇している局面

では個人（もしくは地区）の正答率が上昇した場合でも上昇率次第では評価されない。そ

の結果、絶対値としては学力が伸びていてもモチベーションが保たれない可能性がある点

に留意が必要である。 

そのため、県は平均値による比較分析以外の方法による分析の手法についても、検討・

研究を行うことが望まれる。 

なお、この点に関しては、県は令和元年度以降、新たな分析手法への取組を始めたとこ

ろであり、今後の前向きな検討・研究が期待される。 

＜新たな分析手法への取組状況＞ 

学力調査の分析の検討・研究については、令和元年度に作成した、平成 31年度（令和元年

度）全国学力・状況調査福岡県学力調査調査結果報告書にて、これまでにはなかった、学力

層に応じた分析を新たに取り入れています。 

また、実効性のある検証改善サイクルの確立や授業改善に資するため、令和元年 11 月 19

日 20 日埼玉県にて、一人一人の伸びをみる学力調査の実施や分析の取組を視察し、その結

果報告を令和２年１月 10日の指導主事等研修会で行い、情報の共有を図ったところです。 
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このように、前年度までの調査分析の結果を踏まえ、新たな分析手法の取入や検討を行っ

ております。来年度においても、視察にて得た情報等を参考に新たな分析手法の検討を行っ

てまいります 

※出所：県ヒアリング回答 

 

また、例えば、埼玉県における学力調査では、小学校第４学年から中学校第３学年まで

の同一児童生徒の「学力の伸び（経年変化）」を継続して把握することのできる調査を実施

している。小学校４年生から中学校３年生までのすべての問題に難易度を設定し、「学力の

レベル」を測定できる仕組みを用いることで、一人一人の年度間の「学力のレベルの差」、

すなわち「学力の伸び」を把握している。それにより、学力の伸びている学校や学級が分

かり、良い取組の共有が可能となる、としている。 

＜参考：埼玉県における取組（調査の概要）＞ 
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※出所：「令和元年度 埼玉県学力・学習状況調査の結果について」 

 

 

 

 （意見）学力調査委託業務に係る再委託の整理の必要性について 
所管部署名 義務教育課 

監査の視点 
(１) 教育施策に関する財務事務の執行の適切性  

エ 歳入歳出項目に関する事項 

 

【現状】 

県は、児童生徒の学力・学習状況と市町村の学力向上に向けた取組状況を調査分析する

ため、「福岡県学力調査」を実施している。 

平成 30年度福岡県学力調査の目的及び実施内容は次のとおりである。 

＜目的＞ 

（１）義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点から、県内各地域における児童生徒

の学力の状況をきめ細かく把握・分析することにより、教育及び教育施策の成果と課題

を検証し、その改善を図る。 

（２）各市町村（学校組合）教育委員会（以下「市町村教育委員会」という。）、学校が自ら

の教育及び教育施策の成果と課題を把握し、その改善を図るとともに、そのような取組

を通じて、教育に関する継続的な検証改善サイクルの維持・向上を支援する。 

（３）各学校が、児童生徒の学力の状況を把握し、児童生徒への教育指導や学習状況の改善

等に役立てる。 

※出所：「平成30年度福岡県学力調査実施要項」 

 

＜実施内容＞ 

（１）調査対象及び教科 

県内（指定都市を除く。）の全ての公立小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校

及び特別支援学校の次に掲げる学年の全ての児童生徒を対象とする。 

ア 小学校調査 

    調査対象：小学校、義務教育学校前期課程及び特別支援学校小学部の第５学年 
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    調査教科：国語、算数 

イ 中学校調査 

調査対象：中学校、義務教育学校後期課程、中等教育学校前期課程及び特別支援学

校中学部の第１、２学年 

調査教科：国語、数学 

 

（２）調査範囲 

原則として、調査対象学年の前学年までの学習指導要領に基づく指導事項（中学校調

査第 1学年においては小学校までの指導事項）とする。 

 

（３）調査対象数（悉皆調査） 

  ア 小学校調査 約 25,000 人 

  イ 中学校調査 約 47,000 人 

 

（４）実施時期 

   平成 30年 6月 19日（火）を基準とし、基準日に実施できない場合は、平成30年 6月

20 日（水）～6月 29日（金）の期間に実施するものとする。 

 

（５）公表 

  ア 公表項目 

    教科別正答数、教科別正答率、問題形式別正答数、問題形式別正答率、地区別教科

別標準化得点、地区別問題形式別標準化得点、評価の観点別正答率、解答形式別正答

率、領域別正答率、小問正答数による度数分布 

  イ 公表単位等 

    県教育委員会は、小学校調査及び中学校調査のそれぞれについて、県全体及び県内

6地区（福岡、北九州、北筑後、南筑後、筑豊及び京築）ごとの調査結果を公表する。 

 

※出所：「平成30年度福岡県学力調査実施要項」 

 

平成 30年度福岡県学力調査は委託により実施しており、委託先はコンペにより選定し

ている。コンペにより選定された事業者（以下「受託者」という。）は、仕様書に従い業

務を実施する。 

仕様書における委託内容は次のとおりである。 

＜委託内容＞ 

(1) 問題作成 
(2) 調査実施マニュアルの作成 
(3) 解答用紙の作成 
(4) 印刷 
(5) 配送・回収 
(6) 調査実施 
(7) 採点、集計及び分析 
(8) セキュリティ 

※出所：「仕様書」 

 

仕様書における委託内容のうち、「(1)問題作成」において、問題作成の体制に関して次

のような記載がある。 



 

87 

＜問題作成の体制に関する仕様書の記載＞ 

(1) 問題作成 
～略～ 

 

イ 問題作成の体制は、教科の専門家等、学識経験者を含む組織を設置し、県教育委員

会の意図に沿った問題を相互に連絡調整を図りながら速やかに作成すること。 

 

～略～ 

※出所：「仕様書」 

 

受託者は、仕様書に従い、提案書において問題作成の体制として「大学教授・現場教職

者など」の外部の専門家を含めて「問題作成委員会」を設置する旨を記載している。 

一方、契約書には再委託に関して次のとおり規定している。 

＜契約書における再委託に関する規定＞ 

（再委託の禁止） 

第６条 乙は、この業務の処理を第三者に再委託してはならない。ただし、甲の書面による

承諾を得た場合は、この限りではない。 

※出所：「契約書」 

 

受託者が問題作成の体制構築の一環として、外部の専門家を問題作成委員会のメンバ

ーとすることが、契約上の再委託に該当するのであれば、再委託に関する県の同意が必要

となる。 

この点に関し、県から、「該当する委員は問題作成に関与はするものの、問題そのものを

作成させるわけではない。実際のやりとりは受託者と県とが行うため、そもそも再委託に

該当するとの認識がなかった」との回答を得た。 

これまで県では、この場合に再委託に該当するかどうかの整理を行ったことはなく、文

書も確認できなかった。また、実際に受託者からの再委託の申請及び県による再委託の同

意を行ったこともないとのことである。 

 

【意見】 

県は、受託者が問題作成の体制構築の一環として、外部の専門家を問題作成委員会のメ

ンバーとすることが契約上の再委託に該当するかどうかについて整理を行った上で、取扱

いを文書化しておくことが望まれる。 

その上で、再委託に該当するのであれば、契約書において要求されている再委託の承認

手続きを行う必要があると考えられる。 
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主体的・対話的で深い学び推進事業の実施＜重点事業２＞ 

 
部署 義務教育課、高校教育課 

事業の 

概 要 

【義務教育課】 

国語、算数・数学及び理科において、「主体的・対話的で深い学び」を実現する公

開授業、授業検討等を行い、小・中学校教員の強化の本質を踏まえた実践的指導力

の向上を図る。 

実践講座は、義務教育課が主管する「附属学校講座」及び「各教育事務所」が主管

する「各地区講座」で構成している。 

 

【高校教育課】 

県立学校から研究開発校を指定し、「主体的・対話的で深い学び」を実現する授業

法及び評価法について、学校規模や種別、学習レベル等に応じた研究を行い、県立

高校全体への研究内容の成果普及を図る。 

 

予算については、義務教育課から執行委任を受けて実施している。 

実 施 

状 況 

【義務教育課】  

主体的・対話的で深い学び授業実践講座 参加者数 

 小学校 中学校 

附属学校講座 334 91 

各地区講座 482 148 

 

【高校教育課】 

全教科において主体的・対話的で深い学びを実施している県立学校の割合 

96.7％（平成 30年度） 

※出所：「定期監査・決算等審査調書 定期監査・決算等審査対象期間（平成30年度）」、 

「県資料」 

 

 
                    （単位：円） 

節名/歳出決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

報酬 1,849,197 2,190,012 3,884,088 

共済費 11,000 11,000 11,000 

報償費 2,384,550 2,342,300 1,279,000 

旅費 625,421 787,550 913,470 

需用費 2,660,000 1,721,632 1,648,640 

役務費 - - 1,323,378 

使用料及び賃借料 - 738,720 777,600 

合計 7,530,168 7,791,214 9,837,176 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 
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                    （単位：円） 

目名/歳入決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

教育費国庫補助金 616,000 730,000 1,294,000 

教育受託事業収入 982,801 999,232 999,760 

一般財源 5,931,367 6,061,982 7,543,416 

合計 7,530,168 7,791,214 9,837,176 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 

 

 
 （意見）成果報告書の記載内容について 

所管部署名 高校教育課 

監査の視点 
(２) 教育施策の有効性、効率性及び経済性  

ア 事業全般に関する事項 

 

【現状】 

県は、小中高等学校を通じ、基礎基本の定着と児童生徒の主体的・対話的で深い学びを

実現する教員の指導力の向上を長期的に図り、児童生徒に確かな学力と社会にはばたく力

を身に付けさせるための事業の一環として、独立行政法人教職員支援機構（以下「教員支

援機構」という。）からの受嘱事業を実施している。受嘱事業の概要は次のとおりである。 

＜独立行政法人教職員支援機構受嘱事業の概要＞ 

受嘱事業名 平成 30年度主体的・対話的で深い学びに関する実践研究 

受嘱事業の

内容 

新たな学びに関する教員の資質能力向上のためのプロジェクトのこれまでの

成果の普及及び主体的・対話的で深い学びに関する実践等 

受嘱期間 平成 30年４月 13日から平成 31年３月 29日まで 

受嘱額 999,797 円 

※出所：「委嘱契約書」を基に監査人作成 

 

委嘱を受けた教育委員会は、事業を遂行後、教員支援機構に対して次のような内容を記

載した成果報告書を提出することが求められている 

＜成果報告書の記載内容について＞ 

１．成果報告書の記載内容について 

平成 30 年度主体的・対話的で深い学びに関する実践研究の取組を、成果報告書として

まとめていただき、独立行政法人教職員支援機構ホームページにて公表します。 

各教育委員会の参考となるよう、例えば、次のような観点からご記載ください。 

ア 取組を必要とする背景を確認し、どのようなねらいで行ったのか。 

イ 方法、進め方について、留意すべき事項は何か 

ウ 期待した効果が得られたかどうか。得られなかった場合の問題点は何か。 

エ 課題とその改善策はどのようなものか。 

※出所：「平成30年度主体的・対話的で深い学びに関する実践研究 委嘱要項」 

 

しかし、県が教員支援機構へ提出した成果報告書には、招聘したアドバイザーの氏名や

発表会・報告会の日程と会場等、平成30年度の取組実績の事実関係が記載されているのみ

で、委嘱要項で求められているような事業の効果や課題等に関する記載が全く見られなか

った。 
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【意見】 

本事業の受嘱先である教員支援機構では、主体的・対話的で深い学びに係る指導法を

充実させるため、委嘱先である全国の教育委員会からの報告を取りまとめており、その

成果は各教育委員会へ還元されることになる。 

 県は、受嘱した事業の成果を取りまとめるに当たっては、教員支援機構の委嘱要項で

求められている記載内容を考慮し、事業の効果や課題等を整理して、より効果的な事業

の実施に活かすことが望まれる。 

また、受嘱先に対して、委嘱要綱で求められている内容を踏まえて必要十分な成果報

告書を作成することが望まれる。 
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福岡県体力向上総合推進事業の実施＜重点事業３＞ 

 
部署 体育スポーツ健康課 

事業の 

概 要 

・小学校において、児童に基礎的な体づくりの必要性を理解させ、運動・スポーツ

への動機付け、習慣化を図る。 

・体育授業や体力向上の取組の充実を図るため、小・中学校教員の指導力向上を図

る。 

・中・高等学校において、魅力のある運動部活動を構築するとともに、運動部活動

加入率を上げる。 

・中高等学校の運動部活動の指導者や外部指導者の資質向上を図るとともに、運動

部活動の環境や指導体制を改善することで、中高等学校の運動部活動の適切な

運営に資する。 

実 施 

状 況 

・小・中学校体力向上指導者研修会 

・小学校チャレンジスポーツプロジェクト 

・中・高等学校運動部活動活性化プロジェクト 

・運動部活動検討委員会の設置 

・部活動指導員の配置 

・指導力向上研修会の実施 

・外部指導者を活用した運動部活動の実践研究 

※出所：「定期監査・決算等審査調書 定期監査・決算等審査対象期間（平成 30年度）」 

 

 
                    （単位：円） 

節名/歳出決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

報酬 - - 21,719,348 

共済費 - - 29,994 

報償費 22,415,050 21,566,350 3,281,000 

旅費 1,491,240 316,950 1,272,302 

需用費 652,020 882,627 553,965 

役務費 583,138 549,000 475,190 

使用料及び賃借料 58,560 - 174,050 

負担金、補助及び交付金 - - 1,523,188 

合計 25,200,008 23,314,927 29,029,037 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 

 

 
                    （単位：円） 

目名/歳入決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

体育振興費補助金 - - 1,135,000 

教育費委託金 4,949,220 - - 

一般財源 20,250,788 23,314,927 27,894,037 

合計 25,200,008 23,314,927 29,029,037 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 



 

92 

 
 （意見）部活動指導員の拡充へ向けた取組の強化について 

所管部署名 体育スポーツ健康課 

監査の視点 
(２) 教育施策の有効性、効率性及び経済性 

イ 市町村への助言・支援等に関する事項 

 

【現状】 

県は、部活動指導員配置事業として、学校におけるスポーツ、文化、科学等に関する教

育活動（学校の教育課程として行われるものを除く。以下「部活動」という。）に係る技術

的な指導に従事する指導員（以下「部活動指導員」という。）を配置することにより、学校

における部活動の指導体制の充実及び教職員の負担軽減を図っている。 

本事業は、国の補助事業として平成 30年度に開始されたものであり、県は、県立高等学

校、県立特別支援学校及び県立中学校へ部活動指導員を配置するとともに、市町村立の中

学校で配置される部活動指導員については、当該市町村に対して部活動指導員に係る人件

費の３分の２を補助している。なお、国は、県が補助金支出した金額の２分の１相当を、

県に対して補助金支出している。 

平成 30 年度の本事業の補助対象となった市町村立中学校における部活動指導員配置実

績は次のとおりである。 

＜市町村配置の部活動指導員配置実績＞ 

市町村数 中学校数 部活動指導員配置人数 県補助金額 

７ 23 23 1,523 千円 

※出所：「県資料」を基に監査人作成 

 

県内の市町村数は58（指定都市除く。）、市町村立中学校は 201校あることから、当事業

は平成 30年度から開始されたものであるとは言え、実績数は少ない状況にある。 

このため、県は部活動指導員の配置数の増加に向けて、県内市町村への働きかけ等を強

化している。また、国も次のとおり部活動指導員の配置に係る支援策を強化している。 

＜国における部活動指導員の配置に係る支援策＞ 

中学校における部活動指導員の配置 

2019年度予算額（案）：10億円（前年度比＋５億円）＜4,500人→9,000 人＞ 

  適切な練習時間や休養日の設定など部活動の適正化を進めている教育委員会を対象 

に部活動指導員の配置を支援。【拡充】 

※出所：「文部科学省予算資料」を基に監査人作成  

 

しかし、県内の市町村へ部活動指導員を配置するためには、各地域において、部活動競

技の経験者等を選任する必要があると考えられるが、適任者となる人材の確保が大きな課

題であると考えられる。 

 

【意見】 

県は、本事業の有用性を踏まえ、部活動指導員の人材確保について、具体的な対応策を

実施することが望ましい。 

例えば、東京都や 城県では、部活動指導員の登録制事業を行っている。これらを参考

に、県においても部活動指導員の登録制度等の取組を実施することが考えられる。 
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＜他の都県における部活動指導員登録事業の例＞ 

都県名 概要 

東京都 ●事業名 

 東京都教育庁人材バンク 

●目的 

 学校において、質・量ともに外部人材の活用が必要な分野が拡大しているが、

学校だけで必要な人材を確保することは困難な状況にある。 

このため、東京都教育委員会が人材バンク事業を実施することにより、多種・

多様な外部人材を広域的に確保し、学校の求めに応じた人材の情報を提供す

ることで、より高い教育効果を上げることを目指すことを目的とする。 

●登録条件 

 (1)公認スポーツ指導者資格をお持ちの方  

(2)営利目的でなく、政治的・宗教的中立性を保ち活動できる方  

(3)法令を遵守し、学校教育に対する理解・熱意を持ち、かつ学校長の経営方

針に沿って活動できる方 

城県 ●事業名 

 城県運動部活動指導員登録バンク 

●目的 

 本県における運動部活動の普及及び発展、持続可能な運営の実現に向け、学

校教育における運動部活動指導員としての登録バンクを設置し、学校の要請

に応じて指導者とのハブ的マッチング機能としての役割を果たすことを主

な目的とする。 

●登録条件 

 指導する運動部活動に係る専門的な知識・技能に加え学校教育に関する十分

な理解を有する方で、下記 の(1)～(4)の資格要件は必ず該当し、(5)～(7)の

いずれかに該当する方とする。 

(1)公務員でない方 

(2)地方公務員法(昭和 25 年法律第 261 号)第 16 条又は学校教育法(昭和 22 

年法律第 26 号)第９条の欠格事項に該当しない方 

(3)過去の指導において、体罰、パワーハラスメント、セクシャルハラスメン

ト、その他運動部活動指導員として不適格と認められる事項がない方 

(4)20 歳以上である方 

(5)教員免許を授与された経験がある方(有効・無効を問わない) 

(6)公益財団法人日本スポーツ協会等の中央競技団体認定の指導者資格を所

有している方 

(7)学校教育法(昭和 22 年法律第 26 号)第 1 条に規定する学校において、当

該運動部活動の指導経験がある方 

※出所：「東京都ホームページ」及び「 城県ホームページ」を基に監査人作成  

 

県によれば、同様の登録制度等について検討を行っているとのことであるが、地域にお

ける人材確保の困難さ等を踏まえ、検討内容を具体化して実施することが望ましい。 

なお、登録制度の構築・運営については、必要に応じてシステム構築費用や人件費を適

切に予算措置することが望ましい。 
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部署 体育スポーツ健康課 

事業の 

概 要 

・オリンピアン・パラリンピアンを派遣し、体験教室を開催する。 

・ラグビートップ選手を小学校に派遣し、タグラグビーの指導教室を開催する。 

・小学校教員を対象に「タグラグビー指導者研修会」を開催する。 

実 施 

状 況 

・オリンピアン・パラリンピアンの派遣 

・ラグビートップ選手の派遣 

・タグラグビー指導者研修会の開催 

※出所：「定期監査・決算等審査調書 定期監査・決算等審査対象期間（平成 30年度）」 

 

 
                    （単位：円） 

節名/歳出決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

報償費 46,800 60,300 46,800 

旅費 - 7,080 3,680 

需用費 2,039,310 - 7,824 

役務費 - - - 

委託料 15,807,284 16,509,230 16,589,068 

合計 17,893,394 16,576,610 16,647,372 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 

 

 
                    （単位：円） 

目名/歳入決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

総務費国庫補助金 5,595,596 4,720,890 4,680,468 

教育費委託金 6,702,202 7,134,830 7,286,435 

一般財源 5,595,596 4,720,890 4,680,469 

合計 17,893,394 16,576,610 16,647,372 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 

 

 
 （結果）見積依頼に係る適切な事務処理について 

所管部署名 体育スポーツ健康課 

監査の視点 
(１) 教育施策に関する財務事務の執行の適切性  

エ 歳入歳出項目に関する事項 

 

【現状】 

本事業は、県が県内全ての市町村及び特別支援学校体育大会に対して、オリンピアン・

パラリンピアンを派遣し、様々な競技の模範演技や体験教室、講演会などの中で激励メッ

セージなどを行うことで、児童生徒の運動・スポーツへの興味・関心を高め、オリンピッ

ク・パラリンピックへの機運醸成につなげることを目的とした事業である。 

本事業は平成28年度に開始されており、県は平成28年度から平成 30年度まで A 社に業

務委託している。 
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＜平成 30年度の事業実績＞ 

受託業者 A 社 

実施内容 オリンピアン・パラリンピアン派遣業務委託契約 

委託額 3,794,633 円（消費税及び地方消費税の額を含む） 

事業実施期間 平成 30年４月 25日から平成 31年２月 28日まで 

※出所：「県資料」を基に監査人作成 

 

県では、本事業実施に当たり委託契約に関する事前伺いの起案・決裁が行われ、この決

裁に基づき見積通知書がA社へ送付されている。 

事前伺いの決裁日、見積書の提出依頼日及び受託業者が提出した見積書の提出日は次の

とおりである。A 社から県へ提出された見積書は２通あり、そのうちの１通は事前伺いの

決裁前の日付となっていた。 

＜各書類の日付等＞ 

事前伺い決裁日 平成 30年４月 16日 

見積書提出依頼日 平成 30年４月 16日 

見積書(１枚目)提出

日 

平成 30年４月 15日 

記載金額：3,550,000 円（消費税及び地方消費税の額を除く） 

見積書(２枚目)提出

日 

平成 30年４月 25日 

記載金額：3,550,000 円（消費税及び地方消費税の額を除く） 

※出所：「県資料」を基に監査人作成 

 

見積書が２通となった理由について県へヒアリングを行った結果、次のような回答が得

られた。 

＜見積書に関する県からの回答＞ 

事前伺いの決裁日後に見積書の提出を依頼したが、A社が誤って、平成 29年度の見積

書様式で、かつ、平成30年４月 15日付で見積書（1枚目）を提出した。 

このため、県からA社へ再度平成 30年度の見積書様式で提出を求めた。その後、A社

から見積書（２枚目）の再提出があった。このため、結果として、見積書が２通となっ

た。 

 

【指摘事項】 

見積書が２通となり、そのうち１通が事前伺いの決裁日より前の日付となった理由は、

上記のとおりである。 

見積書が２通となった経緯を示す文書は残されていないものの、県からの回答から判断

すると、２通目の見積書は平成 30 年度の見積書様式に書類を形式的に整えるための提出

であり、見積金額が２通とも同額である点も合わせ、１通目の見積書が正当な見積書と考

えられる。 

その場合、書類の日付を確認する限り、事前伺いの決裁前に見積書を入手したこととな

り、見積依頼に係る事務手続きが適正に行われていないこととなる。 

また、福岡県文書管理規程によれば、事務の処理は文書をもって行うことが原則であり、

常に文書の処理経過は明らかにしておかなければならない。このため、県は文書管理及び

見積依頼に係る事務を適正に行う必要がある。 

本事例の場合、見積書が２枚となった経緯等を文書で残す必要がある。また、所属長は、

文書事務が適正に処理されるよう職員を指導監督する必要がある。 
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＜福岡県文書管理規程＞ 

（文書事務の原則） 

第３条 事務の処理は、文書をもって行うことを原則とする。 

2 文書の処理は正確かつ迅速に行い、常にその処理経過を明らかにしておかなければ

ならない。 

 中略 

（所属長の職務） 

第５条 所属長は、当該所属における文書事務が適正かつ円滑に処理されるように職員

を指導監督しなければならない。 

※出所：「福岡県文書管理規程」 

 

 

 （結果）見積通知書に係る適切な事務処理について 
所管部署名 体育スポーツ健康課 

監査の視点 
(１) 教育施策に関する財務事務の執行の適切性  

エ 歳入歳出項目に関する事項 

  

【現状】 

本事業は、県がラグビーワールドカップ2019の開催を契機に、県内小学生にラグビーへ

の興味・関心を高め、タグラグビー（ラグビーのルールからタックルなどの身体の接触プ

レーを排除したもの）を通した瞬発性や敏捷性などの体力向上を図ること、また、タグラ

グビーの楽しさを体験させることで、生涯にわたって運動やスポーツをしようとするとと

もに、ラグビーワールドカップへの気運を高めることを目的とした事業である。 

県では、本事業実施に当たり委託契約に関する事前伺いの起案・決裁が行われ、この決

裁に基づき見積通知書が受託者へ送付されている。 

事前伺いの決裁日と見積通知書の送付日は次のとおりであり、事前伺いの決裁日が見積

通知書の送付日より後の日付となっていた。 

＜各書類の日付＞ 

事前伺い決裁日 平成 30年４月 12日 

見積通知書の送付日 平成 30年４月 10日 

※出所：「県資料」を基に監査人作成 

 

当該理由について県へヒアリングを行った結果、次のような回答が得られた。 

＜事前伺いの決裁日に関する県からの回答＞ 

実際の業務では、事前伺いの決裁日後に見積通知書を送付することとしているため、担当

者が誤って実際の決裁日とは異なる日付を、事前伺いの決裁日として記載したことによ

り、事前伺いの決裁日が見積通知書の日付より後の日付となったと考えられる。 

ただし、実際の決裁日を確認できる書面等は残っていない。 

※出所：「県からの回答」 

 

【指摘事項】 

事前伺いの決裁日が見積通知書送付日より後の日付となっていた理由は、上記のとおり

である。 

しかし、事務の処理過程を明らかにした文書から判断すると、事前伺いの決裁前に見積

通知書を送付した可能性を否定できない。 
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福岡県文書管理規程によれば、文書の処理は正確かつ迅速に行う必要がある。このため、

県は適切な文書管理及び見積依頼に係る事務を行う必要がある。 

また、所属長は、文書事務が適正に処理されるよう職員を指導監督する必要がある。 

＜福岡県文書管理規程＞ 

（文書事務の原則） 

第３条 事務の処理は、文書をもって行うことを原則とする。 

2 文書の処理は正確かつ迅速に行い、常にその処理経過を明らかにしておかなければなら

ない。 

 中略 

（所属長の職務） 

第５条 所属長は、当該所属における文書事務が適正かつ円滑に処理されるように職員を指

導監督しなければならない。 

※出所：「福岡県文書管理規程」 

 

 

 （結果）委託事業に係る事業内容の適切な検査について 
所管部署名 体育スポーツ健康課 

監査の視点 
(１) 教育施策に関する財務事務の執行の適切性  

エ 歳入歳出項目に関する事項 

 

【現状】 

県は、オリンピアン・パラリンピアン等派遣事業として、県内の市町村及び特別支援学

校体育大会へオリンピアン・パラリンピアンを派遣し、様々な競技の模範演技や体験教室、

講演会等の中で激励メッセージ等を行い、児童生徒の運動・スポーツへの興味・関心を高

め、オリンピック・パラリンピックへの機運醸成を行っている。 

事業の実施に当たっては、事業者へ委託を行っており、委託業務の概要は次のとおりで

ある。 

＜委託業務の概要＞ 

委託業務名 平成 30年度オリンピアン・パラリンピアン等派遣事業 

委託業務の概要 (1) 各市町村との内容調整 
(2) 各市町村別事業計画の作成 
(3) オリンピアン・パラリンピアン等の派遣にかかる調整 
(4) スポーツ教室等へのオリンピアン・パラリンピアンの派遣、当日

の対応 

(5) 成果報告書の作成 
委託業務の内容 県内 22市町村及び視覚特別支援体育大会が実施する行事等（スポーツ

教室を含む）において、オリンピアン・パラリンピアンを派遣しスポー

ツ教室等を実施することにより、児童生徒の運動・スポーツに対する意

欲の喚起や技術の向上及び地域スポーツを推進する。時間は２時間程

度。 

※県内 22市町村及び視覚特別支援体育大会が実施する行事等（スポー

ツ教室を含む）における実施を想定しているため、予定開催回数は 23

回である。 

委託契約期間 
契約締結の日から平成 31年２月 28日まで 
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委託料実績額 

当初契約額：3,834千円 

確定額  ：3,795 千円 

変更増減額： ▲39千円 

※出所：「県資料」を基に監査人作成 

 

【指摘事項】 

上記のとおり、本委託業務は、県内市町村及び視覚特別支援体育大会において合計 23回

の開催が予定されていたが、受託業者から提出された実施報告書によれば、合計 20回の開

催が記載されており、仕様書記載回数に比べて３回少ない。 

しかし、実施報告書には開催回数が少ない理由等の記載はなく、また、県が作成した検

査調書にも開催回数が少ない理由、その内容で問題が無いか等の記載はない。 

また、契約金額については、開催回数が23回から 20回へ変更されたことによる減少割

合は約▲13％（３回／23回）であることに対し、当初契約額は 3,834 千円、金額確定額は

3,795 千円であり変更増減額は▲39千円、減少割合は約▲１％（▲39千円／3,834 千円）

と 少である。すなわち、開催回数の減少割合程には契約金額は減額されていないが、こ

の理由等についても実施報告書及び検査調書に特段の記載はない。 

県からの回答によれば、開催回数が少なくなった理由は雨天により中止になったもので

あり、その分、他の派遣事業の開催を充実しており問題ないとのことである。 

しかし、文書を査閲する限りにおいて、その回答内容は具体的に文書に記載されておら

ず、仕様書記載の要件を満たした事業が実施されたのか明確でなく、県による業務の検査

も適切に実施されたのか疑念も生じかねない。 

以上から、県は、仕様書の内容に基づき受託業者に対して、開催回数が減少した理由、

他の派遣事業の開催を充実している場合はその具体的内容等を実施報告書に記載すること

を求めるとともに、事業の実施結果を詳細に検査し、仕様書記載内容と実施結果が異なる

場合は、その旨、その内容で問題ないか等を検査調書等に記載する必要がある。 

 

 

 （意見）県業務と任意団体業務の明確な区分、及び適切な文書事務の徹底について 
所管部署名 体育スポーツ健康課 

監査の視点 
(１) 教育施策に関する財務事務の執行の適切性  

ア 事業全般に関する事項 

 

【現状】 

県では、オリンピック・パラリンピックの開催を契機とした教育を推進するため、体育

スポーツ健康課内に任意団体であるオリンピック・パラリンピック教育推進福岡県実行委

員会（以下、本意見において「実行委員会」という。）を設け、県から実行委員会に対して

各種事業の委託等を行っている。 

＜実行委員会の概要＞ 

名称 オリンピック・パラリンピック教育推進福岡県実行委員会 

設置目的 福岡県におけるオリンピック・パラリンピック教育の推進に関連して

必要な事業を行うこと。 

事業概要 ・福岡県におけるオリンピック・パラリンピック教育推進のための方

針決定。 

・スポーツ庁並びに県内の各推進校との間における連絡・調整 

・推進校に対しての必要な各種費用の支払い事務 
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会員・構成団体

等 

事務局長：福岡県教育庁教育振興部体育スポーツ健康課 課長補佐 

事務局次長：同 体育・健康教育班 総括指導主事 

      同 管理係長 

事務局員：福岡県教育庁教育振興部体育スポーツ健康課 

     体育・健康教育班 指導主事 

     福岡県体育研究所 指導主事 

     臨時職員（経理担当） 

平成 30 年度業

務実績の概要 

オリンピック・パラリンピック・ムーブメント調査研究事業 

 ・県からの委託事業として、学校におけるオリンピック・パラリンピッ

ク教育の推進に向けた実践的な調査研究を行うもの。 

 ・事業費実績 7,286 千円 

※出所：「県資料」を基に監査人作成 

 

【意見】 

県で作成された「オリンピック・パラリンピック・ムーブメント調査研究事業」に関す

る文書ファイルを査閲したところ、実行委員会で起案された文書が県の文書に混在して綴

じられていた。 

実行委員会は任意団体であり、県の文書と実行委員会の文書が混在している場合、委託

者と受託者が適切に区別されていないのではないか、県の事業と実行委員会の事業が混同

されており事業の実施主体が曖昧ではないかといった疑念を招きかねない。 

このため、県は、実行委員会の業務と県の業務の混同を避けるとともに、実行委員会と

県の文書ファイルを明確に区分し、適切な文書事務を徹底することが望ましい。 
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いじめ・不登校総合対策事業の実施＜重点事業４＞ 

 
部署 義務教育課、教育事務所 

事業の 

概 要 

学校におけるカウンセリング機能を充実するため、公立中学校等（指定都市除く。）

に心の専門家である臨床心理士等を配置した。 

実 施 

状 況 

スクールカウンセラー配置校数 

公立中学校 204校 義務教育学校含む 

県立中学校 ４校 

県立中等教育学校 １校 

各教育事務所（スクールカウンセラー・スーパーバイザー配置） 

 

スクールカウンセラー相談実績（公立中学校）※SV除く 

教育事務所 福岡 北九州 北筑後 南筑後 筑豊 京築 合計 

カウンセラ

ー人数 

58 19 34 37 36 20 204 

相談件数 13,991 5,781 10,898 7,823 11,166 5,987 55,646 

※相談件数は SCSVを含む 

※出所：「定期監査・決算等審査調書 定期監査・決算等審査対象期間（平成 30年度）」 

 

 
                    （単位：円） 

節名/歳出決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

報酬 233,480,556 234,020,474 234,595,206 

共済費 829,759 773,699 739,000 

旅費 905,530 897,070 1,043,690 

合計 235,215,845 235,691,243 236,377,896 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 

 

 
                    （単位：円） 

目名/歳入決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

教育費国庫補助金 78,092,000 78,487,179 78,269,000 

雇用保険料納付金 134,188 99,553 71,513 

一般財源 156,989,657 157,104,511 158,037,383 

合計 235,215,845 235,691,243 236,377,896 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 

 

 
 （結果）スクールカウンセラーの勤務実績に係る確認の強化について 

所管部署名 義務教育課 

監査の視点 
(１) 教育施策に関する財務事務の執行の適切性  

エ 歳入歳出項目に関する事項 
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【現状】 

スクールカウンセラー活用事業の概要は、「（ア） 事業概要」に記載のとおりである。 

公立中学校に対するスクールカウンセラーの配置について、学校別の配置時間数の決定、

スクールカウンセラーに対する報酬の支払い等の事務手続きは、県内各地区の教育事務所

で行われている。 

平成 30年度における各教育事務所における報酬支払い実績は次のとおりである。 

＜平成 30年度におけるスクールカウンセラーに対する報酬支払実績＞ 

教育事務所名 公立中学校数 スクールカウンセラー数 報酬額合計 

福岡 58 38 59,988 千円 

北九州 19 15 23,420 千円 

北筑後 34 22 37,999 千円 

南筑後 37 28 40,672 千円 

筑豊 36 25 41,933 千円 

京築 20 13 23,060 千円 

※出所：「県資料」を基に監査人作成 

 

本監査において、北九州教育事務所におけるスクールカウンセラーに関する報酬の支払

いに関する書類の査閲及び質問を行った。 

北九州教育事務所で行われていた報酬支払いに関する事務の流れは、次のとおりであっ

た。 

＜報酬支払いに関する事務の流れ＞ 

① 各中学校から、毎月初めに、前月分のスクールカウンセラーに関する「非常勤講師等時
間数実績整理簿」及び「臨時職員等支給調書」が送付されてくる。 

「非常勤講師等時間数実績整理簿」は、スクールカウンセラー個々人の勤務日、勤務実

績時間数等が記載されており、担当者及び学校長の印鑑が押印されている。 

「臨時職員等支給調書」は、スクールカウンセラー個々人の勤務実績時間数に応じて、

報酬額、源泉所得税額及び差引支給額が記載されている。 

② 教育事務所の担当者は、「非常勤講師等時間数実績整理簿」及び「臨時職員等支給調書」
を受け取った後、記載されている日数及び時間数について計算誤りがないか確認する。 

③ 教育事務所の担当者は、確認の後、問題がなければ報酬の支払い処理を行う。 
 

※出所：「県資料」を基に監査人作成 

 

しかし、査閲した書類のうち、６月分の報酬支払いにおいて、「非常勤講師等時間数実績

整理簿」に記載された勤務実績時間数が単純な計算誤りにより実際よりも少なく記載されてい

たが、その誤りに気付かず、過少に報酬が支払われていたものがあった。なお、報酬額の支払

い誤りは適時に発見されており、次月分の報酬支払い時に差額は支給されていた。 

また、教育事務所担当者に、「非常勤講師等時間数実績整理簿」及び「臨時職員等支給調書」

に記載されている勤務日及び勤務実績時間数の正確性・実在性について質問した。その結果、

これらについては各中学校の担当者及び学校長で確認済みであることから、勤務日及び勤務実

績時間数の正確性・実在性までは確認していないとのことであった。 
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【指摘事項】 

各中学校から提出される「非常勤講師等時間数実績整理簿」及び「臨時職員等支給調書」に

ついては、記載誤りがある可能性を否定できない。すなわち、上記のとおり、実際に記載

が誤っていたが、教育事務所担当者は、その単純な計算誤りに気付かず、過少に報酬を支

払っていた事例が生じていた。 

また、記載されている勤務日及び勤務実績時間数の正確性・実在性については確認されてい

ないとのことであるため、記載内容が実際の勤務日及び時間数と異なっていた場合は、その誤

りに気付かず、誤った金額で報酬を支払いかねないこととなる。 

このため、県は、スクールカウンセラーに適切な報酬額を支払うために、「非常勤講師等

時間数実績整理簿」及び「臨時職員等支給調書」の記載内容について、計算の正確性の確認

を改めて強化するとともに、勤務日及び勤務実績時間数の正確性・実在性についても確認

する必要がある。 

なお、正確性・実在性の具体的な確認方法としては、スクールカウンセラーの出勤簿等

勤務実績がわかる書類との照合が考えられるが、教育事務所担当者の負担が大きい場合は、

サンプルベースで確認を行うことも考えられる。 

また、確認した結果は、その旨及び内容を書面で残しておくことが望ましい。 
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部署 義務教育課、高校教育課 

事業の 

概 要 

貧困をはじめとする家庭環境の問題や生徒指導上の諸課題により教育困難となっ

ている学校に教員以外の専門スタッフを配置・派遣し、学校の環境改善及び専門性

を生かした組織的取組の推進を図ることにより、教員が児童生徒の指導に専念で

き、学力向上、進路実現に向けた学校の体制を構築する。 

実 施 

状 況 

【義務教育課】 

〇市町村支援 

・９市町にスクールソーシャルワーカーを配置 

・42市町村にスクールソーシャルワーカー配置経費を助成 

〇小中学校支援（指定３中学校区） 

・スクールソーシャルワーカーの配置 

・生徒指導支援スタッフ（警察官 OB）の配置 

 

【高校教育課】 

〇県立高校支援 

・スクールソーシャルワーカーの配置 

・スクールソーシャルワーカースーパーバイザーの配置 

 

予算については、義務教育課から執行委任を受けて実施している。 

※出所：「定期監査・決算等審査調書 定期監査・決算等審査対象期間（平成 30年度）」 

 

 
                    （単位：円） 

節名/歳出決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

報酬 45,520,739 45,985,152 35,080,907 

共済費 118,000 117,500 91,000 

報償費 78,000 132,000 123,000 

旅費 864,700 1,097,530 745,910 

負担金、補助及び交付金 - - 31,324,000 

合計 46,581,439 47,332,182 67,364,817 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 

 

 
                    （単位：円） 

目名/歳入決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

教育費国庫補助金 13,541,000 13,680,000 17,782,000 

一般財源 33,040,439 33,652,182 49,582,817 

合計 46,581,439 47,332,182 67,364,817 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 
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 （結果）補助金に係る事業実施報告書の適切な調査について 

所管部署名 義務教育課 

監査の視点 
(１) 教育施策に関する財務事務の執行の適切性  

エ 歳入歳出項目に関する事項 

 

【現状】 

県は、スクールソーシャルワーカー配置事業として、市町村（指定都市及び中核市を除

き、学校組合を含む。以下、本意見において「市町村等」という。）が実施するスクールソ

ーシャルワーカーを配置するための事業に対し、事業に必要な経費の３分の 1以内の補助

を行い、児童生徒を取り巻く生活環境の改善を図っている。 

補助事業の概要及び平成 30年度の補助実績は次のとおりである。 

＜補助事業の概要＞ 

補助対象事業者 市町村等 

補助対象事業 補助対象事業者がスクールソーシャルワーカーを中学校区に配置する

ために行う事業 

補助対象経費 諸謝金、報酬、旅費、交通費、賃金、保険料（社会保険料）、委託費 

補助金の額 補助対象経費の 1/3以内とする。 

※出所：「スクールソーシャルワーカー配置事業補助金交付要綱」を基に監査人作成 

 

＜平成 30年度補助実績＞ 

補助対象事業者の数 42  

補助金交付額 31,324 千円 

※出所：「県資料」を基に監査人作成 

 

補助金交付を受けた市町村等から提出された事業実施報告書を査閲した。事業実施報告

書は、事業実施の内容及び事業の成果を記載する様式である。 

その結果、複数の市町村等における事業実施報告書では、スクールソーシャルワーカー

が具体的に何処の学校に配置されているか、どのように配置されているか等が不明であり、

事業実施の内容を具体的に把握できなかった。また、同様に複数の市町村等の事業実施報

告書では、事業の成果の記載内容が簡便的であり、具体的な事業の成果を把握できなかっ

た。 

 

【指摘事項】 

県の補助金等交付規則のとおり、県は補助事業等の成果が補助金等の交付の決定の内容

及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査する必要がある。 

＜補助金交付に係る調査＞ 

(補助金等の額の確定等) 

第 14 条 知事は、補助事業等の完了又は廃止に係る補助事業等の成果の報告を受けた場合

においては、報告書等の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に

係る補助事業等の成果が補助金等の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合する

ものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金等の額を確定

し、当該補助事業者等に通知するものとする。 

※出所：「福岡県補助金等交付規則」 
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調査を実施するためには、事業の実施内容及び事業の成果を具体的に把握する必要があ

ると考えられる。しかし、上記のとおり、事業実施報告書の記載内容が不十分であると考

えられる事例が複数あり、県は事業実施の内容を具体的に把握しておらず、また、追加記

載を市町村に求めることもしていないことから、結果として、県は具体的な調査を行って

いないと考えざるを得ない状況である。 

このため、県は、事業実施の内容及び事業の成果を適切に把握するため、事業実施報告

書の記載をより具体的かつ適切に行うよう市町村等を指導するとともに、事業の実施内容

及び事業の成果を具体的に調査する必要がある。  
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電子黒板活用実証研究事業の実施 

 
部署 施設課 

事業の 

概 要 

〇県立学校における電子黒板の導入と授業活用方法、職員の研修方法、運用の在り

方等の実証研究に要する経費 

〇市町村立学校における電子黒板整備に対する支援に要する経費 

実 施 

状 況 

〇県立学校へ各１台電子黒板を配備（119校） 

〇電子黒板整備費補助（20市町村、292台） 

〇電子黒板活用研修の実施（19市町村（中学校組合）、21回） 

※出所：「定期監査・決算等審査調書 定期監査・決算等審査対象期間（平成 30年度）」 

 

 
                    （単位：円） 

節名/歳出決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

需用費 17,835,405 9,413,454 12,080,319 

委託料 10,661,000 6,667,303 7,116,062 

使用料及び賃借料 10,756,000 39,701,377 66,126,000 

工事請負費 - 14,607,000 - 

負担金、補助及び交付金 40,182,000 34,257,000 18,342,000 

合計 79,434,405 104,646,134 103,664,381 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 

 

 
                    （単位：円） 

目名/歳入決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

一般財源 79,434,405 104,646,134 103,664,381 

合計 79,434,405 104,646,134 103,664,381 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 

 

 
 （結果）予定価格設定の根拠資料の適切な作成・保管について 

所管部署名 施設課 

監査の視点 
(１) 教育施策に関する財務事務の執行の適切性  

エ 歳入歳出項目に関する事項 

 

【現状】 

県は、ICT（「Information and Communication Technology（情報通信技術）」の略で、通

信技術を活用したコミュニケーションを指す。）を活用した教育活動推進の一環として、平

成 28年度から平成 30年度までの３年間で、全県立学校 119校に各学年１台ずつの電子黒

板をリース契約にて配備している。 

平成 30年度に締結しているリース契約の概要は次のとおりである。 
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＜平成 30年度電子黒板賃貸借契約の概要＞ 

契約名 電子黒板等賃貸借契約 

調達の概要 ・電子黒板 124台、電子黒板用デスクトップパソコン104 台、タブ

レット 299台、書画カメラ124 台、画像転送装置 124 式、デジタル

教材制作ソフト 104式、無線アクセスポイント 124式、電子黒板パ

ソコン管理ソフト１式 、他 

・契約期間における機器の保守 

契約期間 2018 年 7月３日から 2023 年９月 30日まで 

賃貸借期間 2018 年９月１日から 2023 年 8月 31日まで 

契約方法 一般競争入札（２者入札） 

予定価格 124,022,000 円 

契約業者 ＮＴＴファイナンス株式会社九州支店 

契約金額 122,796,000 円 

※出所：「県資料」を基に監査人作成 

 

契約業者を決定するための入札に当たり予定価格が設定されているが、積算資料を査閲

したところ、「各機器○○円×□□台」という項目の積み上げで積算が行われていた。また、

保守費用については「3,480,000 円×５年」という項目が加算されているのみで、人件費

単価や見積り工数の記載はない。予定価格調書にも「市場調査により積算」という記載が

あるのみで、積算の根拠資料を確認することができなかった。 

県担当者にヒアリングしたところ、事前に徴取した参考見積りをほぼそのまま利用して

予定価格としたとのことである。 

予定価格の決定方法については、福岡県財務規則において次のように規定され、取引の

実例価格、需給の状況等を考慮して適正に定めることが求められている。 

＜予定価格の決定方法について＞ 

(予定価格の決定方法) 

第 152条 （略） 

２ 予定価格は、取引の実例価格、需給の状況、履行の難易、契約の数量の多少及び履行期

限の長短等を考慮して適正に定めなければならない。 

※出所：「福岡県財務規則」 

 

予定価格設定の根拠資料が保管されていなければ、各機器、人件費の単価や見積り工数

の妥当性を裏付ける根拠が明確でないため、予定価格が適正に設定されているのか判断が

できない。 

 

【指摘事項】 

予定価格を適正に設定し、その根拠となる積算資料を適切に作成・保管しておくことは

発注者である県の責務であると考えられる。 

予定価格を設定するに当たっては、単純に参考見積りを利用するだけではなく、可能な

限り取引の実例価格、需給の状況等も考慮し、その根拠資料を適切に作成・保管すること

が必要である。 
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 （意見）ICT機器の賃貸借契約における賃借料と保守費用の区分について 
所管部署名 施設課 

監査の視点 
(１) 教育施策に関する財務事務の執行の適切性 

 エ 歳入歳出項目に関する事項 

 

【現状】 

県は、前項に記載のとおり、リース契約にて電子黒板を配備している。 

本契約には、ICT 機器の賃借のほか、機器やシステムの保守も含まれているが、賃貸借

契約書を確認したところ、機器等の賃借料と保守費用の内訳が明示されていなかった。 

一方で、同じく平成 30 年度に調達した教育情報ネットワークに係るサーバ等機器の情

報システムの賃貸借契約では、次のとおり、契約書上で賃借料の額と保守費用の額とが区

分されていた。 

＜教育情報ネットワークに係るサーバ等機器調達の概要＞ 

契約名 教育情報ネットワークに係るサーバ等機機器賃貸借及び保守契約 

システムの概要 主にパソコン、職員室内情報保存サーバ、ウイルス対策ソフト等の

教育情報ネットワークに係る機器一式 

契約期間 平成 30年７月 10日から令和５年 10月 31日まで 

賃貸借期間 平成 30年 10月１日から令和５年９月 30日まで 

契約方法 不落随意契約 

契約業者 NTT ファイナンス株式会社九州支店 

契約金額 339,137,280 円 

（内訳） 

 賃貸借料（賃借料） ：284,057,280 円 

 委託料（保守費用） ： 55,080,000 円 

※出所：「県資料」を基に監査人作成 

 

【意見】 

ICT 機器の賃借と保守は、それぞれ性質が異なるため、本来別々にコストを把握してお

くべきものである。 

賃借料と保守費の内訳が明確でないと、それぞれの金額の妥当性が確認できず、今後、

同様の契約を締結する場合に設定する予定価格の参考にすることもできない。 

ICT 機器を保守業務込みで調達する際は、上記の「教育情報ネットワークに係るサーバ

等機器賃貸借及び保守契約」の例のように、調達・賃借に係る金額と保守業務に係る金額

の内訳を区分して契約締結することが望まれる。 
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校務の情報化の推進 

 
部署 施設課 

事業の 

概 要 

県立学校における校務用パソコン等の整備に関する経費 

 

実 施 

状 況 

〇26年度に導入したパソコン等のリース 

〇21年度に導入したパソコン・サーバの更新、保守 

〇教育用コンピュータのインターネットへの接続環境の維持（FGH廃止後の環境維

持） 

〇教員がインターネットに接続できる環境の整備（フィルタリング） 

※出所：「定期監査・決算等審査調書 定期監査・決算等審査対象期間（平成 30年度）」 

 

 
                    （単位：円） 

節名/歳出決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

通信運搬費 3,077,868 3,077,868 3,077,868 

委託料 17,249,000 11,422,000 11,422,000 

使用料及び賃借料 70,759,000 75,045,000 136,696,000 

合計 91,085,868 89,544,868 151,195,868 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 

 

 
                    （単位：円） 

目名/歳入決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

一般財源 91,085,868 89,544,868 151,195,868 

合計 91,085,868 89,544,868 151,195,868 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 

 

 
 （意見）情報セキュリティ監査結果に係る改善状況の確認について 

所管部署名 施設課 

監査の視点 
(２) 教育施策の有効性、効率性及び経済性  

ア 事業全般に関する事項 

 

【現状】 

県は、各種校務をシステム化することによって業務の効率化を図り、県立学校の情報化

を推進するため、校務支援システムや教職員用パソコンを導入している。 

県が管理する情報システムは、「福岡県教育委員会情報セキュリティ対策基準」において、

次のように情報セキュリティ対策として、監査を実施することが求められている。 
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＜情報セキュリティ監査について＞ 

(情報セキュリティ監査) 

第 38条 

  情報セキュリティ統括管理者は、必要に応じて、情報システム管理者又はその業務を

委託している外部業者に対して、本基準及び関連規定に定める情報セキュリティ対策の実

施状況を確認するため、情報セキュリティ監査を実施しなければならない。 

※出所：「福岡県教育委員会情報セキュリティ対策基準」 

 

上記の規定を踏まえ、県では総務企画課及び施設課の２課が主体となり、５年に１度は

各課や県立学校、教育事務所等の出先機関の実地監査を行うローテーション計画を立案し

て、毎年度情報セキュリティ監査を行っている。 

平成 30 年度は、次のとおり、監査対象 144 所属のうち、27 所属に対して実地監査を行

っている。 

＜平成 30年度の情報セキュリティ監査の実施状況＞ 

区分 総数 実地監査数 

本庁各課 11 - 

中学校 ４ １ 

中等教育学校 １ - 

高等学校 94 20 

特別支援学校 20 ５ 

教育事務所 ６ １ 

その他 ８ - 

合計 144 27 

※出所：「県資料」を基に監査人作成 

 

平成 30年度の実地監査の結果は、各所属長に対して文面で通知されているが、各所属か

らの改善の報告は行われておらず、また施設課による改善状況の確認も実施されていない。 

実地監査結果通知を査閲したところ、指摘されている不適切な事務処理には、次のよう

に、重要性が高く、至急改善を要すると考えられる事項も含まれていた。 

＜情報セキュリティ実地監査における指摘事項について＞ 

１． 全般事項 

 ・事務室から USBを貸し出す際に、担当部門（進路・生徒指導等）に貸し出したままにな

っており、使用状況について管理していない。（１所属） 

 ・重要度に応じた、ファイルへのパスワード設定等の措置が講じられていない。（１所属） 

 

２． 委託事務（個人情報取扱特記事項の取扱） 

 ・委託契約（生徒尿検査・X線検査等）において、特記事項を交していない。（１所属） 

 

３． 学校調査 

 ・個人情報に接触する権限を有する者を基準等に明記又は所属内で周知の方法による限定

ができていなかった。（1所属） 

 

４． 執務環境 

【職員室】 

 ・校内ネットワーク及び生徒ネットワークに接続している所属購入 PC にウィルス対策対

応確認シールが貼られていない。（５所属） 
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 ・パソコンの ID 及びパスワードが誰でも確認できる場所に貼り付けられていた。（16 施

設） 

 ・デスクトップ上に複数のデータ保存が見受けられた。（１所属） 

 【事務室】 

 ・パソコンの ID 及びパスワードが誰でも確認できる場所に貼り付けられていた。（12 施

設） 

 ・個人情報が記載された文書を裏紙として使用していた。（３所属） 

 ・個人情報を保管しているキャビネットに扉がなかった。（１所属） 

※出所：「平成30年度個人情報の管理状況に関する監査結果について」 

 

県が情報セキュリティ監査を実施するに当たっては、「福岡県教育委員会情報セキュリ

ティ対策基準」において、次のように、対応が必要とされた事項については速やかに改善

措置を講じなければならない、と定められている。 

＜情報セキュリティ監査について＞ 

(情報セキュリティ監査) 

第 38条 

 １～２（略） 

 ３ 情報セキュリティ管理者は、情報セキュリティ監査の結果、対応が必要とされた事項

について、速やかに改善措置を講じなければならない。また、その実施に当たっては、情

報セキュリティ統括管理者と協議を行い、その指導又は助言を受けるものとする。 

※出所：「福岡県教育委員会情報セキュリティ対策基準」 

 

しかし、指摘を受けた各所属からの改善報告等の提出はなく、情報セキュリティ統括管

理者である施設課による改善状況の確認も適時に実施されていないため、改善措置が講じ

られているか否かの確認ができていない。 

 

【意見】 

県立学校等では、パソコンや校務支援システム等の情報システム内に、就学中の生徒の

個人情報などが含まれており、情報セキュリティに関する対策は極めて重要である。 

県による情報セキュリティの実地監査の指摘事項の中には、パスワードの未設定、ウイ

ルス対策対応の確認漏れや個人情報の保管不備など、早急に改善を要する事項も含まれて

いる。 

これらの指摘事項の改善状況を適時に把握し、各所属に対して改善を促すことは、監督

機関である県の重要な責務である。 

県は、重要性の高い実地監査の指摘事項については、改善報告書の提出を義務付け、改

善状況を確認することにより、監査対象の各所属への情報セキュリティ対策の指導を徹底

することが望まれる。 

 

 

 （意見）情報セキュリティ監査における外部監査実施の検討について  
所管部署名 施設課 

監査の視点 
(２) 教育施策の有効性、効率性及び経済性  

ア 事業全般に関する事項 
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【現状】 

県は、各種校務をシステム化することによって業務の効率化を図り、県立学校の情報化

を推進するため、校務支援システムや教職員用パソコンを導入している。 

県が管理する情報システムは、「福岡県教育委員会情報セキュリティ対策基準」において、

次のように情報セキュリティ対策として、監査を実施することが求められている。 

＜情報セキュリティ監査について＞ 

(情報セキュリティ監査) 

第 38条 

  情報セキュリティ統括管理者は、必要に応じて、情報システム管理者又はその業務を 

委託している外部業者に対して、本基準及び関連規定に定める情報セキュリティ対策の実

施状況を確認するため、情報セキュリティ監査を実施しなければならない。 

※出所：「福岡県教育委員会情報セキュリティ対策基準」 

 

上記の基準を踏まえ、県では総務企画課及び施設課の２課が主体となり、５年に１度は

各課、県立学校、教育事務所等の出先機関に実地監査を行うローテーション計画を立案し、

毎年度情報セキュリティ監査を行っている。 

しかし、当該監査は同じ教育委員会内の関係者によって実施されていることから、外部

監査ではなく、内部監査あるいは自己点検であると考えられる。 

情報セキュリティの監査については、総務省より「地方公共団体における情報セキュリ

ティ監査に関するガイドライン（平成30年 9月版）」（以下「ガイドライン」という。）が

公表されており、情報セキュリティ監査の種類を次のように定めている。 

＜情報セキュリティ監査の種類について＞ 

１．３．情報セキュリティ監査の意義と種類 

（１）略 

（２）内部監査と外部監査 

  情報セキュリティ監査には、地方公共団体内の職員自らが監査を行う内部監査と外部に

委託して監査を行う外部監査がある。なお、内部監査の場合も被監査部門と独立した監査

人等が監査を行うことが必要であり、情報システム等を運用する者自らによる検証を行う

場合は、監査ではなく自己点検になる。 

  内部監査は、外部に委託する経費を要しないほか、監査の実施を通じて内部職員の情報

セキュリティに対する意識を高めることができるという長所がある。他方、外部監査は、

第三者の視点による客観性や専門性を確保できるという長所がある。地方公共団体の業務

は公共性が高く、住民の権利等を守るという目的があることから、内部監査に加え、外部

監査を行うことが望ましい。 

※出所：「地方公共団体における情報セキュリティ監査に関するガイドライン 

（平成 30年 9月版）」 

 

県では、「ガイドライン」で定められているような、被監査部門と独立した監査人等が監

査を行う内部監査のほか、外部に委託して監査を行う外部監査は実施されていない。 

 

【意見】 

県が管理する情報システムには、県立学校全ての教職員が利用し、就学中の生徒全員の

個人情報を取り扱う「校務支援システム」等も含まれており、情報セキュリティに関する

対策は極めて重要である。 

県は、情報セキュリティの統括部署である知事部局の企画・地域振興部情報政策課によ

る内部監査や、高度な専門知識を有する外部専門家による外部監査の実施を検討すること
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が望まれる。 

 

 

 （意見）情報システムの賃貸借契約における賃借料と保守費用の区分について 
所管部署名 施設課 

監査の視点 
(１) 教育施策に関する財務事務の執行の適切性  

エ 歳入歳出項目に関する事項 

 

【現状】 

県は、各種校務をシステム化することによって業務の効率化を図り、働き方改革の一環

として教員の業務負担を軽減するため、校務支援システムを導入している。 

平成 30年度においては、全学校・全教員が一律に利用する業務である「施設管理」及び

「教員間の情報共有」、また、災害時の対策として保護者等への緊急連絡を可能とする「家

庭や地域への情報発信」のシステム化が先行して行われている。 

平成 30年度に導入した校務支援システムの概要は次のとおりである。 

＜校務支援システム調達の概要＞ 

契約名 校務支援システム賃貸借契約 

システムの概要 下記の機能を有する 

(1) 組織向けポータルシステム「EzSuite」 
各県立学校内でスケジュール管理・施設予約ができる。 

(2) 一斉送信システム「Mairis」 
各県立学校から保護者へ一斉にメールを配信できる。 

契約期間 平成 30年 11月 27日から令和３年３月 31日まで 

賃貸借期間 平成 30年 12月１日から令和３年３月 31日まで 

契約方法 随意契約 

契約業者 西日本電信電話株式会社福岡支店 

契約金額 10,780,560 円 

※出所：「県資料」を基に監査人作成 

 

校務支援システムの契約には、情報システムの賃借のほか、システムの保守も含まれて

いるが、賃貸借契約書を確認したところ、情報システムの賃借料と保守費用の内訳が明示

されていなかった。また、予定価格を設定する際も賃借料と保守費用の内訳を明示した見

積書は入手されていない。 

一方で、同じく平成 30 年度に調達した教育情報ネットワークに係るサーバ等機器の情

報システムの賃貸借契約では、次のとおり、契約書上で賃借料の額と保守費用の額とが区

分されていた。 

＜教育情報ネットワークに係るサーバ等機器調達の概要＞ 

契約名 教育情報ネットワークに係るサーバ等機機器賃貸借及び保守契約 

システムの概要 主にパソコン、職員室内情報保存サーバ、ウイルス対策ソフト等の

教育情報ネットワークに係る機器一式 

契約期間 平成 30年７月 10日から令和５年 10月 31日まで 

賃貸借期間 平成 30年 10月１日から令和５年９月 30日まで 

契約方法 不落随意契約 

契約業者 NTT ファイナンス株式会社九州支店 

契約金額 339,137,280 円 
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（内訳） 

 賃貸借料（賃借料） ：284,057,280 円 

 委託料（保守費用） ： 55,080,000 円 

※出所：「県資料」を基に監査人作成 

  

【意見】 

情報システムの賃借と保守は、それぞれ性質が異なるため、本来別々にコストを把握し

ておくべきものである。 

また、情報システムの保守業務は、システムを調達した業者以外に委託することが困難

なことも多く、複数年にわたって同じ業者と契約が継続されるケースが多いため、保守費

用は翌年度以降の予定価格の設定のためにも十分に検証される必要がある。 

賃借料と保守費の内訳が不明であると、それぞれの金額の妥当性が確認できず、今後、

同様の契約を締結する場合に設定する予定価格の参考にすることもできない。 

情報システムを導入する際は、上記の「教育情報ネットワークに係るサーバ等機器賃貸

借及び保守契約」の例のように、調達・賃借に係る金額と保守業務に係る金額の内訳を区

分して契約締結することが望まれる。 
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高等学校奨学金事業の実施 

 
部署 高校教育課 

事業の 

概 要 

・公益財団法人福岡県教育文化奨学財団が行う奨学事業及び同財団支所の運営費

に対する補助 

 

実 施 

状 況 

・奨学事業に対する補助をした。 

 

※出所：「定期監査・決算等審査調書 定期監査・決算等審査対象期間（平成 30年度）」 

 

 
                    （単位：円） 

節名/歳出決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

負担金、補助及び交付金 536,766,000 171,587,000 167,442,000 

償還金、利子及び割引料 127,552,277 - - 

合計 664,318,277 171,587,000 167,442,000 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 

 

 
                    （単位：円） 

目名/歳入決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

一般財源 664,318,277 171,587,000 167,442,000 

合計 664,318,277 171,587,000 167,442,000 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 

 

 
 （結果）補助金額算定方法の明確化及び補助金額確定の適切性確保について 

所管部署名 高校教育課 

監査の視点 
(１) 教育施策に関する財務事務の執行の適切性  

エ 歳入歳出項目に関する事項 

 

【現状】 

「奨学事業助成費」事業は、福岡県高等学校等奨学金事業に係る県費補助金交付要綱（以

下、本意見において「要綱」という。）に基づき、福岡県高等学校等奨学金事業を実施する

者（以下「補助事業者」という。）が事業を円滑に遂行するために経費の一部を補助するこ

とを目的としている。 

この補助金（以下「県費補助金」という。）の交付の対象となる経費は、福岡県高等学校

等奨学事業（以下、本意見において「補助事業」という。）を実施するために必要な経費の

うち、予算の範囲内で知事が認める経費（以下、本意見において「補助対象経費」という。）

である。補助対象経費の区分及び補助率（額）は次のとおりである。 

 

 

 

 



 

116 

  ＜補助対象経費の区分及び補助率（額）＞ 

補助事業 補助対象経費 補助率（額） 

・奨学金の貸与・返還に

関する業務 

・入学支度金の貸与・返

還に関する業務 

・調査・研究業務に関す

る経費 

・選考委員会に関する

経費 

貸付金 

（補助対象経費①） 

当該年度の事業計画に基づく奨

学金等の貸与総額及び次年度繰

越金から当該年度の事業計画に

基づく奨学金等貸与者からの返

還金の総額及び前年度繰越金を

控除した額 

報酬、給料、職員手当等、共済

費、賃金、報償費、旅費、需用

費、役務費、委託料、使用料、

賃借料、公課費、負担金 

（補助対象経費②） 

10／10 

※出所：「要綱」 

 

平成 30年度における補助事業者は、公益財団法人福岡県教育文化奨学財団（以下、本意

見において「財団」という。）である。 

平成 30 年度における申請時及び事業実績報告時の県費補助金の算定内容は次のとおり

である。なお、平成30年度においては補助対象経費①に対する補助金申請は「0円」の申

請であった。 

  ＜県費補助金の算定＞                        （単位：円） 

補助対象経費 項目 
申請時の 

県費補助金の算定 

事業実績報告時の

県費補助金の算定 

貸付金 

（補助対象経費①） 

奨学金貸与支出 3,251,718,000 3,167,693,000 

次年度繰越金 1,317,823,000 1,168,324,785 

支出計① 4,569,541,000 4,336,017,785 

奨学金回収金収入 4,011,285,000 4,206,882,945 

前年度繰越金 558,256,000 699,400,225 

雑収入 0 （※2） 447,248 

収入計② 4,569,541,000 4,906,730,418 

県費補助金Ⅰ（①－②） 0 （※1）        0 

報酬、給料、職員手

当等、共済費、賃金、

報償費、旅費、需用

費、役務費、委託料、

使用料、賃借料、公

課費、負担金 

（補助対象経費②） 

人件費支出 77,562,000 91,103,662 

事務費支出 90,081,000 76,801,303 

 総務費支出 833,000 1,613,246 

運営費支出 72,538,000 67,093,491 

督促手続費支出 16,710,000 8,094,566 

支出計① 167,643,000 167,904,965 

基本財産・特定資産運用収入 26,000 10,018 

雑収入 175,000 （※2） 452,947 

収入計② 201,000 462,965 

県費補助金Ⅱ（①－②） 167,442,000 167,442,000 

県費補助金の合計（Ⅰ＋Ⅱ） 167,442,000 167,442,000 

（※1）補助対象経費①については実績報告時に収入が支出を上回ったため県費補助金は 0円と

なっている。 

（※2）財団の収支計算書に計上された雑収入 900,195 円について、補助対象経費①に対する県

費補助金から 447,248 円、補助対象経費②に対する県費補助金から 452,947 円を控除して
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いる。 

※出所：「福岡県高等学校等奨学金事業県費補助金交付申請書」、「福岡県

高等学校等奨学金事業県費補助金交付決定通知書」、「平成 30 年

度福岡県高等学校等奨学金事業県費補助金事業報告書」及び「平

成 30 年度福岡県高等学校等奨学金事業県費補助金確定通知書」

を基に監査人作成 

 

上表のとおり、申請時の県費補助金の算定では「基本財産・特定資産運用収入」及び「雑

収入」といったその他の収入を補助対象経費②からのみ控除しているが、事業実績報告時

の県費補助金の算定では、これらのその他の収入を補助対象経費①及び補助対象経費②に

分けて控除しており、申請時と事業実績報告時の県費補助金の算定方法が相違している。 

この点、要綱上、県費補助金の算定において、その他の収入を控除する方法までは規定

されていないが、下表のとおり、申請時と事業実績報告時の県費補助金の算定方法を同様

に取り扱う場合（その他の収入を補助対象経費②からのみ控除する場合）、県費補助金は

166,994,752 円と算定され、県が実際に交付した補助金額 167,442,000 円とは 447,248 円

相違することになる。 

＜県費補助金の算定（その他の収入を控除）＞             （単位：円） 

補助対象経費 項目 

申請時の 

県費補助金の算定 

（再掲） 

事業実績報告時の

県費補助金の算定 

（その他の収入を

補助対象経費②か

らのみ控除） 

貸付金 

（補助対象経費①） 

奨学金貸与支出 3,251,718,000 3,167,693,000 

次年度繰越金 1,317,823,000 1,168,324,785 

支出計① 4,569,541,000 4,336,017,785 

奨学金回収金収入 4,011,285,000 4,206,882,945 

前年度繰越金 558,256,000 699,400,225 

雑収入 0 （※2）        0 

収入計② 4,569,541,000 4,906,283,170 

県費補助金Ⅰ（①－②） 0 （※1）        0 

報酬、給料、職員手

当等、共済費、賃金、

報償費、旅費、需用

費、役務費、委託料、

使用料、賃借料、公

課費、負担金 

（補助対象経費②） 

人件費支出 77,562,000 91,103,662 

事務費支出 90,081,000 76,801,303 

 総務費支出 833,000 1,613,246 

運営費支出 72,538,000 67,093,491 

督促手続費支出 16,710,000 8,094,566 

支出計① 167,643,000 167,904,965 

基本財産・特定資産運用収入 26,000 10,018 

雑収入 175,000 （※2） 900,195 

収入計② 201,000 910,213 

県費補助金Ⅱ（①－②） 167,442,000 166,994,752 

県費補助金の合計（Ⅰ＋Ⅱ） 167,442,000 166,994,752 

（※1）補助対象経費①については、実績報告時に収入が支出を上回ったため県費補助金は 0円

となっている。 

（※2）財団の収支計算書に計上された雑収入 900,195 円について、補助対象経費②に対する県費

補助金から全額を控除している。 
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※出所：「福岡県高等学校等奨学金事業県費補助金交付申請書」、「福岡県

高等学校等奨学金事業県費補助金交付決定通知書」、「平成 30 年

度福岡県高等学校等奨学金事業県費補助金事業報告書」及び「平

成 30 年度福岡県高等学校等奨学金事業県費補助金確定通知書」

を基に監査人作成 

 

また、補助対象経費として事務費支出の運営費支出に「備品購入費支出 199,599 円」が

実績額に含められている。しかし、要綱上、補助対象経費として「需用費」の記載はある

が、「備品購入費」は掲げられておらず、補助対象経費の範囲が明確でない。 

 

【指摘事項】 

申請時の県費補助金の算定では「基本財産・特定資産運用収入」及び「雑収入」といっ

たその他の収入を補助対象経費②からのみ控除しているが、事業実績報告時の県費補助金

の算定では、これらのその他の収入を補助対象経費①及び補助対象経費②に分けて控除し

ており、申請時と事業実績報告時の県費補助金の算定方法が相違している。 

申請時と事業実績報告時の県費補助金の算定方法を同様に取り扱い、その他の収入を補

助対象経費②からのみ控除する方法により算定した場合、県費補助金の算定額が 447,248

円相違することになる。 

また、その他の収入を補助対象経費①及び補助対象経費②に分けて控除しているが、そ

の按分基準も明確でなく、結果的には、当初の県費補助金交付決定額と事業実績報告時の

県費補助金の確定額が一致するようにその他の収入を分けて控除しているようにも見受け

られる。 

要綱上、その他の収入を控除する方法は規定されていないが、県費補助金の算定の明確

化のため、要綱においてその取扱いを明確に規定する必要がある。 

また、補助金申請時及び事業実績報告時において、補助金算定の対象となる補助対象経

費の範囲が曖昧とならないように審査を徹底する必要がある。 

特に、補助事業を実施する財団（福岡支所）の所在が、福岡県庁の高校教育課と同じフ

ロアにある点に鑑みても、要綱上、補助対象経費の範囲や補助金の算定方法を明確にし、

補助金額算定に係る曖昧さを排除する必要があると考えられる。 
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高等学校等就学支援金事業の実施 

 
部署 財務課 

事業の 

概 要 

 公立高等学校等に在学する高校生等に対して、授業料に充てるために支給する

高等学校等就学支援金に要する経費 

実 施 

状 況 

 公立高等学校等に在学する高校生等に対して、授業料に充てるための高等学校

等就学支援金を支給し、授業料の実質無償化を図った。 

※出所：「定期監査・決算等審査調書 定期監査・決算等審査対象期間（平成 30年度）」 

 

 
                    （単位：円） 

節名/歳出決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

共済費 7,379,895 8,173,265 3,448,274 

賃金 75,177,203 75,975,684 64,924,055 

旅費 43,460 334,000 200,640 

需用費 1,030,683 1,696,208 1,047,485 

役務費 6,852,372 6,897,000 4,064,000 

委託料 5,761,068 6,872,535 7,162,836 

負担金、補助及び交付金 7,599,172,530 7,490,969,480 7,435,975,440 

合計 7,695,417,211 7,590,918,172 7,516,822,730 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 

 

 
                    （単位：円） 

目名/歳入決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

教育費国庫負担金（県立

学校分） 

6,903,646,831 6,881,608,032 6,807,288,315 

教育費国庫負担金（県立

以外） 

788,781,600 704,607,600 705,730,500 

教育費国庫補助金 2,988,780 4,702,540 3,803,915 

合計 7,695,417,211 7,590,918,172 7,516,822,730 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 

 

 
 （意見）所管課による申請書類の現地確認結果に関するフォローアップの実施について 

所管部署名 財務課 

監査の視点 
(１) 教育施策に関する財務事務の執行の適切性  

ア 事業全般に関する事項 

 

【現状】 

公立高等学校等就学支援金は、福岡県立高等学校、福岡県立中等教育学校の後期課程及

び県内の市町組合立高等学校（以下「公立高等学校等」という。）に在学する生徒に対して、

授業料に充てるための就学支援金を支給し、授業料の実質無償化を図るものである。 
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支給対象は、公立高等学校等に在学する生徒（平成 26 年 4 月 1 日以降の入学者）のう

ち、日本国内に住所を有する者である。ただし、次のいずれかに該当する場合には支給し

ない。 

(1)高等学校等を卒業し又は修了した者 

(2)高等学校等に在学した期間が通算して 36月（定時制又は通信制は 48月）を超える者（た

だし「学び直し支援金」を支給する場合あり） 

(3)保護者等の収入の状況に照らして、就学支援金の支給により当該保護者等の経済的負担

を軽減する必要があるとは認められない者として高等学校等就学支援金の支給に関する法

律施行令で定める者 

※出所：「福岡県県立高等学校等就学支援金交付要綱」 

 

平成 30年度における就学支援金の支給状況は次のとおりである。 

＜平成 30年度における就学支援金の支給状況＞ 

 課程 学校数 対象者数（人） 支給額（円） 

県立 全日制 93 57,410 6,633,623,700 

定時制 20 2,815 88,212,800 

通信制 １ 847 4,515,425 

小計 114 61,072 6,726,351,925 

市町組合立 全日制 ９ 6,026 697,752,000 

全日制 専修 １ 82 4,536,000 

定時制 ２ 114 3,442,500 

小計 12 6,222 705,730,500 

合計 126 67,294 7,432,082,425 

※出所：県資料を基に監査人作成 
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公立高等学校等就学支援金交付金の事業スキーム図は次のとおりである。 

  ＜事業スキーム図＞ 

県立学校 市町組合立学校 

  

※出所：「事業説明資料」 

 

就学支援金の申請書は、各学校が生徒に交付する。生徒が提出した申請書は、各学校に

おいて記載内容の確認を行い、受給資格の審査を行う。 

各学校において実施した申請書の記載内容の確認及び受給資格の審査の実施状況につい

ては、財務課において事後的に確認を行っている。 

財務課による確認は、県立学校の場合、１校当たり３年から４年に１回程度、市町組合

立学校の場合は毎年度実施している。 

財務課による申請書類の記載内容の確認及び受給資格の審査の実施状況の確認項目は次

のとおりである。 

  ＜財務課による確認項目＞ 

○申請書（届出書） 

 ・申請書の記載内容は適切か。 

 ・申請書に不備等があり、生徒・保護者等に代わって事務職員が記載・訂正する場合、記

載した日時等記録を残しているか。 

○所得証明書 

 ・平成 30年７月分以降：市県民税所得割額を合計した額（507,000 円未満）で認定してい

るか。 

文部科学省 

県（学校）【代理受領】 

生徒 

・就学支援金に係る

費用を国費で負担 

・申請書を交付 

・就学支援金を授業

料債権と弁済 

・申請書を提出 

文部科学省 

県 

・就学支援金に係る

費用を国費で負担 

・申請書を交付 

・就学支援金を授業

料債権と弁済 

・申請書を提出 

生徒 

学校設置者【代理受領】 

・審査事務を委任 

・就学支援金の支給

決定・交付 
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  （平成 30年６月分までは、市町村民税所得割額（304,200 円未満）で認定。） 

 ・生活保護受給証明書の場合、生活扶助を受給しているか。 

 ・配偶者の所得証明を省略できる場合であるか。 

○受給資格通知等 

 ・転退学者に、受給資格消滅通知等を発行しているか。 

 ・受給権放棄者に、受給資格消滅通知等を発行しているか。 

 ・課税証明書等が未提出であること等を理由に、不認定又は受給資格消滅通知を発行して

いないか。（弾力的な取り扱いをしているか。） 

○印影印刷受払簿 

 ・通知書に使用する印影印刷用紙の枚数を管理する受払簿を作成しているか。 

○財務会計事務 

 ・調定決議書 

 ・支出負担行為決議書兼支出命令書 

※出所：「高等学校等就学支援金及び高校生等奨学給付金に係る 

受給資格認定等状況確認事項」 

 

財務課による確認の結果、検出された指摘事項は次のとおりである。 

   ＜指摘事項＞ 

項目 指摘事項 

申請書 申請日や学校受付日が記載されていない。 

申請書 申請日が入学の日より前になっている。 

申請書 学校受付日が申請日より前になっている。 

説明書類不足 一方の保護者の課税証明書等において、配偶者控除の確認ができ

ていないにもかかわらず、もう一方の保護者の課税証明書等を徴

していない。 

説明書類不足 所得制限に影響がないことが明らかとは言えない場合において

も、控除対象配偶者の課税証明書等を徴していない。 

説明書類内容不備 過年度の課税証明書が添付されている。 

説明書類内容不備 1 月 1 日現在、生活扶助を受給しているか確認できない生活保護

受給証明書で認定している。 

説明書類内容不備 申請書裏面の記載内容と添付されている証明書類が一致していな

い。 

説明書類内容確認不足 市町村民税所得割額で判定していない（調整控除前の所得割額で

認定している）。 

※出所：「高等学校等就学支援金及び高校生等奨学給付金事務に係る指摘事項」 

 

財務課では、確認の結果、指摘事項が検出された場合であっても、指摘事項に対する対

応は各学校にゆだねており、当該指摘事項が翌年度以降でどのように改善されたか、フォ

ローアップ等は特段行っていない。 

 

【意見】 

財務課は、より適切な事務執行を担保するために、各学校が指摘事項に関して適切に対

応しているかどうか、翌年度以降にフォローアップを実施することが望まれる。 

特に認定額に誤りがあった場合には、本人から返金してもらい、県の会計に戻入する必

要があるため、所管課として最終的な処理の確認まで行うことが望まれる。 
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高校生等奨学給付金事業の実施 

 
部署 財務課 

事業の 

概 要 

 高校生等がいる低所得世帯に対し、授業料以外の教育費負担の軽減を図るため

に支給する高校生等奨学給付金に要する経費 

実 施 

状 況 

 高校生等がいる低所得世帯に対し、授業料以外の教育費負担の軽減を図るため、

返還の必要がない高校生等奨学給付金を支給した。 

※出所：「定期監査・決算等審査調書 定期監査・決算等審査対象期間（平成 30年度）」 

 

 
                    （単位：円） 

節名/歳出決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

共済費 5,000 3,908 1,329 

賃金 309,414 310,394 209,284 

需用費 132,426 225,984 125,152 

役務費 2,358,004 2,495,346 2,316,596 

負担金、補助及び交付金 1,034,130,000 1,094,081,100 1,070,341,600 

合計 1,036,934,844 1,097,116,732 1,072,993,961 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 

 

 
                    （単位：円） 

目名/歳入決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

教育費国庫補助金 344,623,000 364,670,000 356,737,000 

一般財源 692,311,844 732,446,732 716,256,961 

合計 1,036,934,844 1,097,116,732 1,072,993,961 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 

 

 
 （結果）公立高校等奨学給付金の申請時における代理受領の適用確認等について 

所管部署名 財務課、福岡県立早良高等学校 

監査の視点 
(１) 教育施策に関する財務事務の執行の適切性  

ア 事業全般に関する事項 

 

【現状】 

本監査において現地調査を行った福岡県立早良高等学校（以下「早良高等学校」という。）

では、生徒に公立高校等奨学給付金に係る申請書を交付する際、「高校生等奨学給付金提出

書類チェックリスト（以下「チェックリスト」という。）」をあわせて配布している。保護

者はチェックリストを基に提出物のチェックを行い、申請書などの提出を行う。 

平成 30 年度における早良高等学校が作成したチェックリストをレビューしたところ、

「必ず提出するもの」として、「委任状」の記載があった。 

公立高校等奨学給付金は、原則として県から受給者に直接支給されるが、例外として「委

任状」の提出があった場合には、学校長が保護者に代わって受領する代理受領が認められ

ている。 
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＜給付金の代理受領＞ 

第 9条 給付金が「授業料以外の教育に必要な経費」に確実に活用されるようにするため、

高校生等が在籍する公立高等学校等の長（以下「学校長」という。）が受給者に代わって

給付金の一部又は全部を受領し、当該経費に充てることは効果的な取組である。この場合

には、保護者等から給付金受給を学校長に委任する旨の委任状を、様式 6により当該学校

長に提出する必要がある。 

※出所：「福岡県高校生等奨学給付金（公立学校）交付要綱」 

 

したがって、本来、委任状は代理受領を望む保護者等のみから徴する書類である。 

しかし、早良高等学校では、前述のチェックリストにおいて、委任状を必ず提出する書

類として取扱い、対象者全員から徴していた。 

そのうえで、「授業料以外の教育に係る経費」を学校に対して滞納している者に対しては

委任状を使用して「代理受領」を適用し、「授業料以外の教育に係る経費」（学校からみれ

ば債権）と相殺していた。 

一方でそれ以外の保護者等については、委任状の提出がなされているにもかかわらず、

保護者の意向は確認することなく「代理受領」は適用せず、保護者等へ直接支給していた。

なお、代理受領を適用しなかった委任状は申請書とは別に保管されていた。 

 

 【指摘事項】 

    保護者の意向を確認せず、「必ず提出するもの」として、 代理受領に関する委任状を提

出させ、その上で、学校側の判断で代理受領をするか否か決定しており、福岡県高校生等

奨学給付金（公立学校）交付要綱第９条の趣旨に反している。 

また、委任状の取扱いを厳密にしなければ、職員は委任状が提出されていることを利用

し、代理受領を装って保護者に支給せず、「授業料以外の教育に係る経費」に充てることな

く横領する、といった不正リスクも考えられる。 

よって、保護者に対して代理受領に関する制度説明を徹底したうえで、必要に応じて委

任状を徴取する必要がある。 

 

 

 （意見）所管課による申請書類の現地確認結果に関するフォローアップの実施について 
所管部署名 財務課 

監査の視点 
(１) 教育施策に関する財務事務の執行の適切性  

エ 歳入歳出項目に関する事項 

 

【現状】 

公立高校等奨学給付金は、公立高等学校等に在学する高校生等のいる低所得世帯の授業

料以外の教育費負担を軽減することを目的としている。 

「福岡県高校生等奨学給付金（公立学校）交付要綱」において、「公立高等学校等」及び

「高校生等」の定義は次のとおり規定されている。 

＜「公立高等学校等」及び「高校生等」の定義＞ 

公立高等学校等 

（１）国（独立行政法人及び国立大学法人を含む）又は地方公共団体（地

方独立行政法人を含む）の設置する高等学校等 

（２）独立行政法人国立高等専門学校機構又は地方公共団体の設置する

高等専門学校 

（３）地方公共団体の設置する専修学校 
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高校生等 

・高等学校等就学支援金の支給を受ける資格を有する者（特別支援学校

の高等部の支給を受ける資格を有する者を除く。） 

・高等学校等修学支援事業補助金（学び直しへの支援）の補助対象とな

る者 

※出所：「福岡県高校生等奨学給付金（公立学校）交付要綱」 

 

公立高校等奨学給付金の支給対象者は、当該年度の７月１日において、次の全てに該当

する高校生等の保護者等である。 

＜公立高校等奨学給付金の支給対象者＞ 

(1)公立高等学校等に在学している者 

(2)保護者等が福岡県内に住所を有する者 

(3)生活保護法第36条の規定による生業扶助が措置されている世帯又は道府県民税及び市町

村民税が非課税の世帯に属する者 

※出所：「福岡県高校生等奨学給付金（公立学校）交付要綱」 

 

平成 30年度における公立高校等奨学給付金の支給状況は次のとおりである。 

＜平成 30年度における公立高校等奨学給付金の支給状況＞ 

区分 人数（人） 金額（円） 

県立 
全日制、定時制 10,315 930,793,800 

通信制 353 12,540,100 

国市町組合立 
全日制、定時制 1,365 126,622,500 

通信制 ７ 255,500 

合計 

全日制、定時制 11,680 1,057,416,300 

通信制 360 12,795,600 

計 12,040 1,070,211,900 

※出所：県資料を基に監査人作成 
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公立高校等奨学給付金の事業スキーム図は次のとおりである。 

  ＜事業スキーム図＞ 

県立学校 県立学校以外の国公立学校 

  

※出所：「事業説明資料」 

 

奨学給付金の申請書は、各学校が生徒に交付する。 

県立学校の場合、生徒は申請書を各学校に提出し、各学校において記載内容の確認を行

い、受給資格の審査を行う。 

一方、県立学校以外の国公立学校の場合、生徒は申請書を学校設置者に提出し、学校設

置者は提出された申請書を取りまとめ、財務課に提出する。財務課において申請書の記載

内容の確認及び受給審査の審査が行われる。 

県立学校については、各学校において申請書の記載内容の確認及び受給資格の審査を実

施するため、事後的に財務課が確認を行っている。 

県立学校における申請書の記載内容の確認及び受給資格の審査に対する財務課による確

認は、１校当たり３年から４年に１回程度実施している。 

財務課による申請書類の記載内容の確認及び受給資格の審査の実施状況の確認項目は次

のとおりである。 

  ＜財務課による確認項目＞ 

○申請書 

 ・申請書の記載内容は適切か。 

 ・申請書に不備等があり、生徒・保護者等に代わって事務職員が記載・訂正する場合、記

文部科学省 

県 

県立学校 

・給付金所要額の

1/3を国庫で負担 

⑤給付金所要額を

令達 

②申請書を提出 

文部科学省 

県 

・給付金所要額の

1/3を国庫で負担 

①申請書を交付 

②申請書を提出 

生徒 

学校設置者 

生徒 

⑥給付金を支給 

①申請書を交付 

③受給資格審査 

④受給資格認定 

③申請書 

とりまとめ 

④申請書を提出 

⑤受給資格認定 

⑥給付金

を支給 
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載した日時等記録を残しているか。 

○所得証明書 

 ・市県民税所得割額を合算した額で認定しているか。 

 ・生活保護受給世帯の場合、生業扶助の受給が確認できる証明書を徴しているか。 

 ・課税額がアスタリスク等で認定している場合、非課税であることを確認しているか。 

 ・認定に必要な健康保険証の写しを徴しているか。 

○財務会計事務 

 ・支出負担行為決議書兼支出命令書 

※出所：「高等学校等就学支援金及び高校生等奨学給付金に係る 

受給資格認定等状況確認事項」 

 

財務課による確認の結果、検出された指摘事項は次のとおりである。 

   ＜財務課の確認により検出された指摘事項＞ 

項目 指摘事項 

申請書 記載内容の不備を学校が本人に口頭で確認しているが、そのこと

を申請書等に記録していない。 

申請書 裏面【扶養親族等の状況について】の過程欄のチェックがされて

いない。 

説明書類不足 認定に当たり課税証明書が添付されていない。 

説明書類不足 認定に当たり健康保険証が添付されていない。 

支給誤り 支給区分の誤り。 

※出所：「高等学校等就学支援金及び高校生等奨学給付金事務に係る指摘事項」 

 

財務課では、確認の結果、指摘事項が検出された場合であっても、指摘事項に対する対

応は各学校に委ねており、当該指摘事項が翌年度以降でどのように改善されたか、フォロ

ーアップ等は特段行っていない。 

 

【意見】 

財務課は、より適切な事務執行を担保するために、各学校が指摘事項に関して適切に対

応しているかどうか、翌年度以降にフォローアップを実施することが望まれる。 

特に認定額に誤りがあった場合には、本人から返金してもらい、県の会計に戻入する必

要があるため、所管課として最終的な処理の確認まで行うことが望まれる。 
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教職員のメンタルヘルス対策の充実 

 
部署 教職員課 

事業の 

概 要 

今日の学校現場は、児童生徒・保護者・地域からの様々なニーズに対して、的確

に対応する能力が求められており、急激な教育改革の波の中で、心の悩みや不安を

抱える教職員が増加する傾向にある。 

 悩みや問題を抱える教職員が気軽に相談できるシステムを充実させるとともに、

職員自身が自己のストレスをコントロールする能力を向上させ、管理職が部下の

ストレスを把握し、適切な対応方法を身につけることにより、教職員の心の健康を

保持増進させ、精神性疾患となることを防止する。 

実 施 

状 況 

○教員の心の健康推進事業 

 ・ストレスマネジメント研修の実施 

○メンタルヘルス相談事業 

 ・こころの健康相談 

 ・教職員カウンセリング室 

 ・教職員カウンセリングサービス 

 ・メンタルヘルス巡回相談 

※出所：「事業説明資料」 

 

 
                    （単位：円） 

節名/歳出決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度  

報償費 2,979,000 3,120,070 2,837,000 

旅費 599,210 667,690 366,660 

需用費 26,000 25,000 5,080 

役務費 30,000 30,000 30,000 

委託料 19,745,161 14,124,874 14,473,011 

負担金、補助及び交付金 162,507,000 108,941,000 107,985,000 

合計 185,886,371 126,908,634 125,696,751 

※取組・事業「教職員のメンタルヘルス対策の充実」は、「教職員等健康管理費」事業の一

部を構成しているが、歳出額について「教職員等健康管理費」から「教職員のメンタル

ヘルス対策の充実」を抽出することができない。したがって上記金額は「教職員等健康

管理費」総額を記載している。 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 

 

 
                    （単位：円） 

目名/歳入決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

一般財源 185,886,371 126,908,634 125,696,751 

合計 185,886,371 126,908,634 125,696,751 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 
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 （結果）「こころの健康相談」事業に係る利用状況に応じた適切な支出について 

所管部署名 教職員課 

監査の視点 
(１) 教育施策に関する財務事務の執行の適切性 

エ 歳入歳出項目に関する事項 

 

【現状】 

「教職員等健康管理費」事業のうち、福岡県教育施策実施計画において主な取組・事業

として記載されているのは「教職員のメンタルヘルス対策の充実」である。 

「教職員のメンタルヘルス対策の充実」では、心身に悩みを抱える教職員を対象とする

各種相談事業（以下「メンタルヘルス相談事業」という。）及び管理職や中堅職員を対象と

するストレスマネジメント研修を実施している。 

「メンタルヘルス相談事業」の概要は、次のとおりである。 

  ＜メンタルヘルス相談事業の概要＞ 

事業名 事業目的及び内容 対象者 実施日、実施場所等 

こころ

の健康

相談 

○目的 

教職員の抱えるストレスや悩み、不安

など、様々な心の健康問題に関し、専門の

医師が相談に応じ、教職員の心の健康保

持とその増進を図る。 

○内容 

精神科医等による面接相談事業 

県立学校

及び義務

教育諸学

校の教職

員 

○小倉蒲生病院 

週５日（毎週月～金曜日） 

３時間（面談のみ） 

○九州中央病院 

週５日（毎週月～金曜日） 

８時間（面談のみ） 

教職員

カウン

セリン

グ室 

○目的 

教職員の抱える教育上の問題や不安な

どに関し、退職教員が相談に応じ、教職員

の心の健康を保つ。 

○内容 

退職教員（児童生徒相談員兼務）による

面談及び電話相談事業 

県立学校

及び義務

教育諸学

校の教職

員 

○６教育事務所（義務制）

及び教育センター（県立

学校） 

毎週月～日曜日 

（ただし教育センターは

土日、祝日は除く） 

８時間 

教職員

カウン

セリン

グサー

ビス 

○目的 

教育上又は心理上の悩みを有する教職

員が、教育現場から離れた場所で、気軽に

安心して悩みを相談できる体制を整え、

教職員の心の健康の安定を図る。 

○内容 

臨床心理士と退職教員計 2 名による面

談及び電話相談事業 

県立学校

及び義務

教育諸学

校の教職

員 

○都久志会館 

（平日実施のカウンセリ

ング室を補完） 

毎週土、日曜日 

５時間 

メンタ

ルヘル

ス巡回

相談 

○目的 

教職員の抱えるストレスや悩み、不安

など、様々な心の健康問題に関し、相談員

が積極的に所属に出向き、より気軽に相

談できる体制を整備し、メンタルヘルス

不調者に対して早期対応を実施する。 

○内容 

臨床心理士による巡回相談 

県立学校

及び福岡

県教育委

員会事務

局等の教

職員 

各所属において随時実施 

※出所：「平成30年度福岡県教育委員会 メンタルヘルス事業」 
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メンタルヘルス相談事業の相談件数の推移は、次のとおりである。 

＜相談件数の推移＞                         （単位：件） 

事業名 H26 H27 H28 H29 H30 

こころの健康相談 251 217 180 215 109 

教職員カウンセリング室 20 21 21 12 70 

教職員カウンセリングサービス 179 223 323 305 321 

メンタルヘルス巡回相談 - 286 309 337 358 

合計 450 747 833 869 858 

※出所：「メンタルヘルス相談事業について」 

 

こころの健康損談については、県内２か所の病院で実施している。それぞれの病院での

相談件数の推移は次のとおりである。 

  ＜こころの健康相談における委嘱者別相談件数の推移＞         （単位：件） 

事業名 H26 H27 H28 H29 H30 

こころの健康相談 251 217 180 215 109 

     九州中央病院 200 147 140 212 107 

     九州労災病院 51 70 40 - - 

     小倉蒲生病院 - - - ３ ２ 

※出所：「教職員のメンタルヘルス事業について」 

 

こころの相談事業を委嘱している２病院について、特に平成 29 年度以降の相談件数に

大幅な乖離が生じている。 

一方で、報酬額は相談実施時間や相談件数には関係なく、どちらの病院も月額 44,000円

（積算：5,500円/時間×２時間×４回を想定）である。 

 

【指摘事項】 

こころの相談事業を受嘱している２病院について、相談件数に大幅な乖離があるにもか

かわらず、同額の報償費を支出しているのは適切とは言い難い。 

もっとも、いつでも相談できる体制を保持する必要性は認められるため、相談の有無に

かかわらず月額一定の料金を支払うことの意義は認められる。しかしながら、実績として

年に数件の相談件数しかないのであれば、小倉蒲生病院で実施する必要性に疑義があると

言わざるを得ない。また、逆に年に数百件の相談を受ける九州中央病院については、月に

２時間×４回の想定回数を大幅に超えて相談を受けており、相談件数に見合った報償費の

支出となっていない。 

したがって、相談件数に見合った報償費の積算を行うとともに、相談件数が少ない場合

にはその原因を分析し、増加方策や実施日、実施場所の見直しを検討すべきである。 
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 （結果）教職員カウンセリングサービスに係る委託業者への予算資料の事前提供につい
て 

所管部署名 教職員課 

監査の視点 
(１) 教育施策に関する財務事務の執行の適切性 

エ 歳入歳出項目に関する事項 

 

【現状】 

県は、メンタルヘルス相談事業の一環として、教育上又は心理上の悩みを有する教職員

が、教育現場から離れた場所で、気軽に安心して悩みを相談できる体制を整え、教職員の

心の健康の安定を図ることを目的として、都久志会館（一般財団法人福岡県教職員互助会

の施設）において、教職員カウンセリングサービスを行っている。臨床心理士と退職教員

計２名による面談及び電話相談事業を行っている。 

教職員カウンセリングサービスの委託者は一般財団法人福岡県教職員互助会（以下「互助

会」という。）であり、平成８年度の事業開始当初から単独見積りによる随意契約によって

実施している。 

平成 30年度における教職員カウンセリングサービスの事業実績は次のとおりである。 

＜平成 30年度教職員カウンセリングサービス事業実績＞ 

委託者名 一般財団法人福岡県教職員互助会 

実施場所 所在地 福岡市中央区天神４丁目８番 10号 

施設名 一般財団法人福岡県教職員互助会 都久志会館 

利用人数 面談  44人（のべ 44件） 

電話 277人（のべ 277件） 

合計 321人（のべ 321件） 

事業実施概要 （１）相談日及び相談時間 

   毎土曜日、日曜日 11：00～17：00 

（２）相談の方法 

   面談又は電話相談（フリーダイヤル） 

（３）相談内容 

   ①児童生徒指導、進路指導、教科指導の相談 

   ②職場の人間関係等の相談 

（４）相談員 

   教育経験者及び臨床心理士（ペアで相談にあたる）を複数配置 

実施期間 平成 30年４月１日～平成 31年３月 31日 

委託料 5,500,000 円 

※出所：「平成30年度教職員カウンセリングサービス事業実績報告書」 

 

県は、単独見積先である互助会に対して、教職員カウンセリングサービスに関する県の

予算上の積算資料（日数、単価、時間等）を、次年度の見積書策定の参考資料として提供

していた。その理由は次のとおりである。 

＜資料を提供した理由＞ 

 教職員カウンセリングサービスは、豊富な教育指導の経験と知識がある退職教員と臨

床心理の専門的知識を有する臨床心理士がチームとなって、面接や電話によるカウンセ

リングを行うという極めて特殊性の高い事業内容であることから、民間業者の入る余地

がないものである。このことから、例年、一般財団法人福岡県教職員互助会の単独見積

による一者随意契約という形をとっている。 
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 また、上記のような事業内容であるため、これまで、毎年、より効果的なカウンセリ

ングサービスの実施体制（カウンセリングの方法、日数、人数等）を教職員互助会と相

談、確認しながら決定し、また、事業終了後、その結果（事業費の収支計算書等）を報

告させ、次年度の実施体制を検討している。 

 今回の資料は次年度の実施体制を検討する上で、県の予算上の積算方法（日数、単価、

時間等）を参考資料として提供したものである。 

※出所：「県資料」 

 

【指摘事項】 

仮に事業の「特殊性」があったとしても、単独見積りによる随意契約の相手先に対して、

次年度の見積書策定の参考資料として事前に県の予算上の積算資料（日数、単価、時間等）

を提供することは、著しく公正性に欠けると言わざるを得ない。 

また、県の予算上の積算資料を事前に一者のみに提供することによって、他の民間事業

者の参入の余地が更に閉ざされることにもつながりかねない。 

したがって、県は、単独見積りによる随意契約の相手先に対して、次年度の見積書策定

の参考資料として事前に県の予算上の積算資料（日数、単価、時間等）を提供することを

控えるとともに、毎年度他の民間事業者が参入可能かどうか検討する必要がある。 
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教職員の働き方改革の推進＜重点事業10＞ 

 
部署 教職員課 

事業の 

概 要 

県立学校に ICカードによる勤務時間管理システムを導入することにより以下の業

務改善を行う。 

①的確な業務改善策の実施に向けて、勤務時間を数値で把握する。 

②管理職が適切な業務管理・健康管理を行う。 

③教員自身の超過勤務削減に対する意識付けを行う。 

④休暇申請の紙起案・決裁、集計作業、紙出勤簿への転記に要する時間の削減を行

う。 

実 施 

状 況 

H30 年度 すべての県立学校に ICレコーダーを設置 

H31 年１月より ICカードによる勤務時間管理システム運用開始 

※出所：「定期監査・決算等審査調書 定期監査・決算等審査対象期間（平成 30年度）」 

 

 
                    （単位：円） 

節名/歳出決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

委託料   2,250,000 

工事請負費   85,379,400 

合計   87,629,400 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 

 

 
                    （単位：円） 

目名/歳入決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

県債   85,300,000 

一般財源   2,329,400 

合計   87,629,400 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 

 

 
 （意見）教職員の超過勤務時間の発生状況とそれに対する対応策について 

所管部署名 教職員課、早良高等学校 

監査の視点 
(２) 教育施策の有効性、効率性及び経済性 

ア 事業全般に関する事項 

 

【現状】 

県は、平成 30年度においてすべての県立学校にICレコーダーを設置するとともに、平

成 31年１月から ICカードによる勤務時間管理システムの運用を開始した。これにより、

各学校における教職員の勤務状況をより正確に把握できるようになった。 

各学校は勤務時間管理システムにより教職員の超過勤務時間を把握した上で、超過勤務

時間等報告書を作成し、教職員課へ毎月報告している。超過勤務時間等報告書には、平均

超過勤務時間及び超過勤務時間が 80 時間を超える者の氏名、超過時間及び理由を記載し

報告する。 
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本監査において調査対象とした福岡県立早良高等学校（以下「早良高等学校」という。）

において、所属する教職員の平成 31 年４月から６月における超過勤時間の発生状況を確

認したところ、３か月連続で超過勤務時間が100時間を超える者が５名いた。 

   ＜超過勤務時間の発生状況及び理由＞ 

氏名 月 
超過勤務時

間(時間) 
当月の超過勤務時間が 80時間を超えた理由 

Ａ ４月 129.8 年度末・年度始め業務のため。 

５月 131.0 考査の準備、研修会課題作成のため。 

６月 136.5 土日の部活動指導、夜間など勤務時間外出張が重なったため。 

Ｂ ４月 139.0 年度末・年度始め業務及び週休日の部活動指導のため。 

５月 119.3 部活動指導、授業準備などのため。 

６月 133.5 部活動指導、考査問題の作成などのため。 

Ｃ 
４月 139.1 

年度末・年度始め業務、成績処理及び週休日の部活動指導の

ため。 

５月 123.5 
成績処理ファイル、調査書入力ファイルの作成、授業準備、

部活動指導のため。 

６月 131.7 
成績処理ファイル、調査書入力ファイルの作成、授業準備、

土日の部活動指導のため。 

Ｄ ４月 139.1 年度末・年度始め業務、部活動指導のため。 

５月 128.8 授業準備、体育祭準備、部活動指導のため。 

６月 182.0 授業準備、体育祭準備、部活動指導のため。 

Ｅ ４月 108.7 年度末・年度始め業務、部活動指導のため。 

５月 108.8 文化祭準備、授業準備、部活動指導のため。 

６月 171.8 文化祭準備、授業準備、部活動指導のため。 

※出所：「超過勤務時間等報告書」を基に監査人作成 

 

超過勤務時間が80時間を超えた理由を見ると、授業準備、部活動指導、文化祭・体育祭

の準備、考査準備、研修会課題作成などが挙げられている。また、理由を個人別にみると、

毎月ほぼ同じ理由によって超過勤務時間が発生している状況がうかがえる。 

県及び早良高等学校では、超過勤務の縮減のため、「定時退校日」、「学校閉庁時刻」、「学

校閉庁日」、「部活動休養日」を設定している。また、あわせて「県内一斉ノー残業デー」

の実施、「家族の日」、「家族の週間」の設定を行っている。 

しかしながら、これらの取組は、前述の超過勤務時間の発生状況から考えると、少なく

とも当該教職員の超過勤務時間の減少に効果があるとは言い難い。 

 

【意見】 

一般に超過勤務時間の過労死ラインは「80時間」と言われており、それを大幅に超えて

いる教職員が数か月にわたって、しかも複数名いる状況は、深刻であると言わざるを得な

い。 

これは、教職員個人の業務に対する熱意を否定するものではないが、その熱意に甘え、

このような状況を看過することは県や学校のみならず、教職員本人や生徒にとっても望ま

しい状況とは言えない。 

例えば教職員の配置定数の見直しを含めた根本的な対策を実施することが望まれる。 

現状では、原則として生徒数に応じた教職員の定数配置が行われているが、各学校の特

色から生じる業務量の多寡も考慮したうえで、教職員の定数配置が行われることが望まし

い。そのためには、各学校が、業務量に対して適切な教職員の定数が何名なのか定量的に

把握したうえで、県が県全体のなかで調整・配分することが望まれる。 
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「鍛ほめ福岡メソッド」総合推進事業の実施＜重点事業 12＞ 

 
部署 義務教育課 

事業の 

概 要 

「福岡の子どもを鍛えて、ほめて、可能性を伸ばそう！」をコンセプトに、「学ぶ

意欲の低下」などの課題解決に向けて学校が取り組む教育活動を推進する。 

実 施 

状 況 

各市町村が小学校又は中学校に実行委員会を設置 

 実行委員会への業務委託 小学校 20校、中学校 12校（指定都市含む） 

※出所：「定期監査・決算等審査調書 定期監査・決算等審査対象期間（平成 30年度）」 

 

 
                    （単位：円） 

節名/歳出決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

報償費 - 342,000 342,000 

普通旅費 192,180 295,000 307,000 

需用費 99,000 312,000 357,265 

委託料 3,448,492 4,400,000 4,400,000 

合計 3,739,672 5,349,000 5,406,265 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 

 

 
                    （単位：円） 

目名/歳入決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

一般財源 3,739,672 5,349,000 5,406,265 

合計 3,739,672 5,349,000 5,406,265 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 

 

 
 （意見）任意団体との特命随意契約に係る支出内容の確認について 

所管部署名 義務教育課 

監査の視点 
(１) 教育施策に関する財務事務の執行の適切性  

エ 歳入歳出項目に関する事項 

 

【現状】 

県では、子どもが自律的に成長するための原動力となる人格的資質(学ぶ意欲や自尊感

情、チャレンジ精神、勤勉性等)を育成するため、鍛えて、ほめて、子どもの可能性を伸ば

す「鍛ほめ福岡メソッド」を取り入れた具体的実践を県内に広く普及することを目的とし

て、「鍛えよう、ほめよう」プロジェクト事業を実施している。本事業は平成 27年度から

実施されている。 
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＜「鍛えよう、ほめよう」プロジェクトのイメージ図＞ 

            ※出所：「教育施策実施計画」を基に監査人作成 

 

県は、平成 30年度に 32小中学校をプロジェクト推進校として指定している。各推進校

では、プロジェクト実施のために任意団体である実行委員会が設置され、「鍛ほめ福岡メソ

ッド」を具現化した取組が実施されている。 

県は、「鍛えよう、ほめよう」プロジェクトを実施するに当たり、各プロジェクト推進校

に設置された実行委員会と委託契約を締結し、当該プロジェクト推進に係る経費を委託料

として支出している。なお、事業の特殊性に鑑み、実行委員会を相手とする１者随意契約

で契約されている。 

平成 30 年度におけるプロジェクト推進校との委託契約の実績は次のとおりである。な

お、具体的な契約手続き及び委託料の支出は、各地区の教育事務所で事務が行われている。 

＜平成 30年度におけるプロジェクト推進校との委託契約実績＞ 

教育事務所名 プロジェクト推進校数 委託契約額合計 備 考 

福岡 10 1,000 千円 委託額は１校当たり

10万円である。 北九州 ５   500 千円 

北筑後 ５   500 千円 

南筑後 ５   500 千円 

筑豊 ４   400 千円 

京築 ３   300 千円 

※出所：「県資料」を基に監査人作成 

 

本事業は委託契約により実施されているが、事業の特殊性、委託先が各推進校に設置さ

れた実行委員会であること等を踏まえると、実質的には補助金としての性格が強いと考え

られる。このため、受託者である実行委員会が、「鍛えよう、ほめよう」プロジェクトの実

施のために、県からの委託料を財源として適切かつ効果的な経費支出を行っているかが重

要である。 
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本監査において、北九州教育事務所で実施された平成 30 年度の当該プロジェクトに係

る委託契約関連文書を査閲した。 

その結果、北九州教育事務所では、各実行委員会から事業終了時に当該プロジェクトに

係る収支決算書を入手しているが、その経費支出の内容について領収書を確かめる等具体

的な裏付けまでは確認していなかった。 

 

【意見】 

本事業は、委託契約により実施されているが、事業の特殊性、委託先が各推進校に設置

された実行委員会であること等を踏まえ、県は、各実行委員会から提出を受けた収支決算

書に係る経費支出の内容について、具体的な裏付けまで確認することが望ましい。 

 

 

 （意見）事業自体に関する総括としての成果の検証について 
所管部署名 義務教育課 

監査の視点 
(２) 教育施策の有効性、効率性及び経済性  

ア 事業全般に関する事項 

 

【現状】 

「鍛えよう、ほめよう」プロジェクト事業の概要は、「(ア) 事業概要」に記載のとおり

である。 

本事業の成果の把握については、県が作成した「鍛ほめ福岡メソッド 実践の手引き」に

おいて、「児童生徒理解のための尺度調査ツール【SRT】」が掲載されており、毎年度プロジ

ェクト推進校において、当該調査ツールが活用されている。 

＜児童生徒理解のための尺度調査ツール【SRT】を利用した成果の把握＞ 
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＜児童生徒理解のための尺度調査ツール【SRT】を利用した成果の把握＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※出所：「鍛ほめ福岡メソッド 実践の手引き」 
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また、その成果の把握結果は、毎年度、「鍛えよう、ほめよう」プロジェクト事業実践リ

ーフレットが作成され、公表されている。平成30年度の実施結果のうち、実践事例（抜粋）

は次のとおりであり、プロジェクト推進校において効果があることが把握できる。 

＜プロジェクト推進校における事業実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※出所：「平成30年度「鍛えよう、ほめよう」プロジェクト 実践リーフレット」 

 

さらに、本監査において北九州教育事務所でヒアリングを行ったところ、学校現場では、

本事業において成果が上がっているとのことであり事業の重要性が共有されているとのこ

とである。 
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【意見】 

上記のとおり、県は、「鍛えよう、ほめよう」プロジェクト事業について、各学校で行わ

れた取組に係る成果の把握は行っており、かつ、本監査で資料等を査閲した限りにおいて

プロジェクト推進校において成果が上がっていることは理解できる。 

しかし、県は、事業自体に関する総括としての成果の検証は行っていない。 

本事業は平成 27 年度の事業開始から５年間経過しており、一定の事業定着や地域への

浸透が図られていると考えられる。このことも含め、県は、本事業自体に関する総括とし

て、県全体への認知度及び波及効果、事業実施に係る経費の妥当性及び教員の負担感等の

観点から、成果の検証を行うことが望ましい。 

また、成果の検証結果を踏まえ、県全体にとって望ましい成果が見込まれている場合は、

本事業の推進に係る予算を増額してプロジェクト推進校を増やすこと等を検討することが

望ましい。 
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特別支援学校医療的ケア体制整備事業の実施 

 
部署 特別支援教育課 

事業の 

概 要 

県立特別支援学校に通学する日常的に医療的ケアを必要とする幼児児童生徒に対

し、関係医療機関と連携を図りながら、看護師免許を有する職員の配置等による医

療的ケアを行った。 

実 施 

状 況 

１ 看護師の配置（12校 37 名） 

２ 指導医の委嘱（12校 各１名） 

３ 看護職員・教員に対する研修 

  ・看護師研修（２回） 

  ・教員研修（２回） 

※出所：「定期監査・決算等審査調書 定期監査・決算等審査対象期間（平成 30年度）」 

 

 
                    （単位：円） 

節名/歳出決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

報酬 45,898,048 51,575,730 64,316,480 

共済費 7,495,420 8,601,092 10,201,160 

報償費 448,000 432,000 461,500 

旅費 293,393 299,647 293,701 

負担金、補助及び交付金 2,537,000 - - 

合計 56,671,861 60,908,469 75,272,841 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 

 

 
                    （単位：円） 

目名/歳入決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

教育費国庫補助金 18,595,000 19,600,000 24,616,000 

雑入 176,758 141,487 177,055 

一般財源 37,900,103 41,166,982 50,479,786 

合計 56,671,861 60,908,469 75,272,841 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 

 

 
 （意見）看護職員の任用期間の見直しについて 

所管部署名 特別支援教育課 

監査の視点 
(２) 教育施策の有効性、効率性及び経済性  

ア 事業全般に関する事項 

 

【現状】 

県は、特別支援学校における医療的ケアの体制整備事業として、平成30年度には 12校

に対し、計37名の看護師免許を有する職員（以下「看護職員」という。）を配置している。 

医療的ケアとは、家庭や学校等、医療現場以外で行う医療行為で、日常的・応急的手当

ともいう。例えば、たんの吸引、経管栄養、導尿等を行う。 
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平成 30年度の事業の概要は次のとおりである。 

＜平成 30年度医療的ケア体制整備事業の概要＞ 

事業の目的 特別支援学校に在籍する日常的に医療的ケアを必要とする児童生徒に対

し、関係医療機関と連携を図りながら、看護職員を配置して医療的ケアを行

うことにより、児童生徒が安全に教育を受けられる環境を整備する。 

看護職員の

配置 

（１）看護職員（非常勤）の配置（37名／12校） 

  児童生徒に必要な医療的ケアの内容、頻度等に応じて配置 

（２）人工呼吸器対応専任看護職員（非常勤）の配置（３名／２校） 

  保護者と連携を取りながら、児童生徒の状況により 1日３時間程度、専

任看護職員が人工呼吸器対応 

  

平成 30年度の医療的ケアを必要とする児童生徒数及び看護職員数 

学校名 
児童 

生徒数 

看護 

職員数 

人工呼吸

装着児童

生徒数 

人工呼吸

器対応専

任看護職

員数 

築城特別支援学校 ３ ２ - - 

小倉聴覚特別支援学校 １ １ - - 

福岡特別支援学校 18 ７ ２ ２ 

福岡聴覚特別支援学校 ２ １ - - 

太宰府特別支援学校 ８ ５ - - 

小郡特別支援学校 ４ ２ - - 

久留米聴覚特別支援学校 ２ ２ - - 

田主丸特別支援学校 ７ ３ - - 

柳河特別支援学校 10 ４ - - 

筑後特別支援学校 ２ １ - - 

嘉穂特別支援学校 ６ ３ １ １ 

直方特別支援学校 16 ６ - - 

合計 79 37 ３ ３ 
 

任用対象と

任用方法 

（１） 任用対象：保健師助産師看護師法に定める看護師免許を有し、日常的

に医療的ケアが必要な児童生徒等に対する医療的ケアを適切に行う

ための十分な知識・技能があり、かつ特別支援教育に関する理解があ

ると認められる者。 

（２） 任用方法：配置校において公共職業安定所に求人登録を行うなど、適

切な人材確保を行う。 

任用期間と

勤務時間 

（１） 任用期間：４月１日から翌年度の３月 31日までの必要な期間 

（２） 勤務時間：１日６時間勤務 

※出所：「県資料」を基に監査人作成 

 

各配置校における事業の実施状況の監査のため、監査対象として選定した直方特別支援

学校にて資料等を査閲したところ、配置されている６名の看護職員の勤務条件は次のとお

りである。 
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＜平成 30年度の直方特別支援学校における看護職員の勤務条件＞ 

 期間① 期間② 期間③ 期間④ 

任用期間 平成 30 年４月６

日から平成 30 年

７月 26日まで 

平成 30 年８月 24

日から平成 30 年

８月 28日まで 

平成 30 年９月３

日から平成 30 年

12 月 25日まで 

平成 31 年１月８

日から平成 31 年

３月 26日まで 

勤務時間 ９時 00 分～15 時

00 分まで（休憩時

間なし） 

９時 00 分～15 時

00 分まで（休憩時

間なし） 

９時 00 分～15 時

00 分まで（休憩時

間なし） 

９時 00 分～15 時

00 分まで（休憩時

間なし） 

休暇 (1)年次休暇 

２日 

(2)その他の休暇 

平成 17 年９月

28 日 17 教総第

1748号「非常勤職

員の休暇等の取扱

いに関する要領」

のとおり 

(1)年次休暇 

０日 

(2)その他の休暇 

同左 

(1)年次休暇 

２日 

(2)その他の休暇 

同左 

(1)年次休暇 

１日 

(2)その他の休暇 

同左 

※出所：「任用通知書」 

 

上記のように、看護職員の任用期間は、各学期に伴う期間①③④、及び、夏季休業中の

看護職員研修会参加のための期間②の計 4つの期間に区分されていた。 

任用期間が細切れとなる場合、任用される側の看護職員としては、例え複数年連続して

任用された場合であっても任用更新とは認められない。そのため、年次有給休暇の付与日

数も増えることはなく、そもそも有給休暇の使用可能期間が短くなるため利用しづらい。 

また、７月から９月までの勤務日数は 20日を超えるにもかかわらず、任用期間が途切れ

ていることによって夏季休暇の付与も得られない。 

さらに、任用期間を外れると社会保険被保険者の資格が喪失されるため、その都度、経

済的な負担や保険切替えの手続きの必要性が生じる。 

 

平成 30 年度看護職員研修会において看護職員に対して実施されたアンケート結果を査

閲したところ、任用期間が細切れであることによって生じる次のような悩みが複数見受け

られた。 

＜看護職員に対するアンケート結果からの抜粋＞ 

医療的ケア実施上の悩み等 

・夏季休暇時に健康保険が切れる。 

※出所：「平成30年看護職員研修会アンケート」 

 

一方で、県及び学校にとっても、実質的に同一人物の任用を継続しているにもかかわら

ず、その都度、任用に要する書類の準備や決裁が必要になり、事務手続上の負担ともなっ

ている。 

 

【意見】 

全国的に看護師の不足が問題視されており、取り扱う医療的ケアの高度化も進む中、任

用期間の設定をシンプルにすることにより、各学校に配置されている看護職員の満足度を

高めることは、本事業の推進にも好影響を与えることができると考えられる。 
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また、県及び学校にとっても、年に何度も任用手続きを行う必要がなくなり、事務処理

の効率化に繋がると考えられる。 

県は、配置される看護職員の福利厚生の向上及び県側の事務手続上の負担を軽減するた

め、現在細切れに設定している任用期間を１年間通して任用期間とするシンプルな方法に

見直すことが望まれる。 
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未来を切り拓く人材育成事業の実施 

 
部署 高校教育課 

事業の 

概 要 

体験的・主体的な活動を通じて、新しい時代に必要となる、何事にも主体的に取り

組もうとする意欲や、多様性を尊重する態度、他者と協働するためのリーダーシッ

プやチームワーク、コミュニケーション能力、豊かな感性の獲得につなげるもので

ある。 

実 施 

状 況 

〇対象校  県立高等学校・中等教育学校 60校 

      県立特別支援学校      20 校 

〇事業内容 青豊ドリームサポートプロジェクト、改革プログラム「築西プラン」

～Change～変えよう西高、苅工ものづくりへのチャレンジ 2018等 

※出所：「定期監査・決算等審査調書 定期監査・決算等審査対象期間（平成 30年度）」 

 

 
                    （単位：円） 

節名/歳出決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

報償費 2,804,000 2,812,000 2,809,000 

旅費 596,000 618,000 597,000 

需用費 25,426,772 25,630,104 25,233,404 

役務費 630,893 768,783 625,000 

使用料及び賃借料 8,138,000 8,079,000 8,126,000 

合計 37,595,665 37,907,887 37,390,404 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 

 

 
                    （単位：円） 

目名/歳入決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

一般財源 37,595,665 37,907,887 37,390,404 

合計 37,595,665 37,907,887 37,390,404 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 

 

 
 （結果）事業実績報告に係る点検・確認の強化について 

所管部署名 高校教育課 

監査の視点 
(１) 教育施策に関する財務事務の執行の適切性  

エ 歳入歳出項目に関する事項 

 

【現状】 

県は、職業系専門高校・定時制高校・一部の全日制高校を対象に、未来を切り拓く人材

育成事業を実施している。平成 30年度の事業概要は次のとおりである。 

＜平成 30年度未来を切り拓く人材育成事業の概要＞ 

事業の目的 協働的で体験的な取組を重点的に実施することで、何事にも主体的に取り組

もうとする意欲や多様性を尊重する態度、他者と協働するためのリーダーシ

ップやチームワーク、コミュニケーションの能力等の向上につなげることを

目的とする。 
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事業の流れ １． 事業趣旨に合致した基本プランを県が各校に提示 

２． 各校が教育効果の高い事業を計画 

３． 事業計画書を県に提出 

４． 県による計画に対する指導・評価・要求額の精査 

５． ５段階評価に応じて配分予算を内示 

６． 各校が内示額を踏まえて事業計画を再構築 

７． 再構築された事業計画に基づき予算配分 

８． 各校が事業を実施 

９． 各校が自校の取組を分析・県へ実績報告書を提出 

10. 県による実績報告書の点検・確認 

事業の対象 １． 社会に貢献する意欲をアップさせ、自己肯定感を高める活動 

２． 個々が高い創造力を発揮し協働することで、チームとしての力を実感

する活動 

３． 地域から信頼される元気な学校をつくる活動 

対象学校数 96 校 

予算額合計 25,887 千円 

令達額合計 22,031 千円 

※出所：「県資料」を基に監査人作成 

 

本監査の過程で、各校からの事業計画書、実績報告書等について任意にサンプルを選定

し査閲した。その結果、実績報告書に次のような不備が見受けられた。 

    

A) アンケート結果の記載漏れ 
当事業では、県として各校における取組の効果を把握するため、事業実施後に生徒に対

するアンケートを行い、その結果を取りまとめて実績報告書の添付資料（様式第４号添付

書類）として報告させるようにしている。 

＜アンケート結果提出に関する指示＞ 

４ アンケートについて 

  事業の取組の有効性を客観的に把握するため、事業実施後に生徒に対し、以下の内容

を含めたアンケートを実施すること（任意様式）。 

（１） あなたは、自ら積極的に取り組むことができましたか。 

（２） あなたは、この活動を始める前と後で、他の人と共に協力しながら活動すること

がよりうまくできるようになったと思いますか。 

（３） あなたは、この活動を始める前と後でリーダーシップやチームワーク、コミュニ

ケーションの能力あるいは豊かな感性のいずれかが向上したと思いますか。 

（中略） 

  また、生徒へのアンケート結果や事業の達成状況等を踏まえて、自校の取組を分析

し、この取組を実施することで生徒が、何事にも主体的に取り組もうとする意欲や多様

性を尊重する態度、他者と協働するためのリーダーシップやチームワーク、コミュニケ

ーションの能力等を向上させることができたかについて、A～Eの５段階評価を行い、

様式４号添付書類「生徒に対するアンケート集計結果・学校の評価」に記載して提出す

ること。 

※出所：「平成30年度未来を切り拓く人材育成事業計画策定にあたっての留意点」 
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しかし、小倉南高等学校（定時制）からの実績報告書に添付されていたアンケート集計

結果には、「学校の評価」は記載されていたものの、「生徒に対するアンケート集計結果」

が記載されていなかった。そのため、事業の取組の有効性を把握するための判断材料が不

足していると考えられる。 

 

B) 事業費の積算根拠の記載漏れ、不明瞭な記載 
当事業では、県として各校において執行された事業費の明細を正確に把握するため、実

績報告書の添付資料として、報償費、需用費等の支出項目ごとに積算の根拠を明記した決

算書を提出させるようにしている。 

＜事業費の積算根拠に関する指示＞ 

３ 予算の令達・執行について 

  (中略) 

（４）  予算の積算は、最も経済的かつ効率的な方法により行うこととし、原則とし

て、別表に掲げる単価及び留意事項に基づいて行うこと。また、当該単価等に基

づく執行が著しく困難な場合及び別表に記載がない場合は、業者見積額、過去の

購入実績に基づく単価を用いること。なお、「取組別予算見積書」の積算の根拠

の欄に、積算根拠（記入例：「別表単価」「業者見積額（〇〇有限会社）」「実績単

価」等）を各個書きで明記すること。おって、必要に応じて積算根拠の提示を求

められた際に対応できるようにしておくこと。 

(以下、略) 

※出所：「平成30年度未来を切り拓く人材育成事業計画策定にあたっての留意点」 

 

上記で定められている積算の根拠は、実績報告書に添付される「取組別支出決算書」に

おいて記載が求められており、支出項目ごとに、使途、支出月、単価、数量等を積算根拠

として記載させる様式となっている。 

しかし、実績報告書に添付されていた取組別支出決算書を査閲したところ、次のように、

積算の根拠が記載されていないものや、単価や数量等の記載がなく、根拠が明瞭でないも

のが見受けられた。 

＜実績報告書における積算根拠の記載＞               

学校 項目 金額 積算の根拠 

糸島農業高等学校 

(地産地消体験講習会) 
その他需用費 31,976 円 － 

糸島農業高等学校 

(根こぶ病対策支援事業) 
その他需用費 54,194 円 

プリンター用インク、インクジェ

ット紙 

門司大翔館高等学校 その他需用費 227,000 円 
上質紙・輪転機用消耗品 11千円、

冊子印刷費 216千円 

※出所：「取組別支出決算書」を基に監査人作成 

 

【指摘事項】 

当事業の実績報告には、アンケート結果が記入されていないもの、支出額の積算根拠が

明瞭でないものがあり、県による事業実績報告の点検が適切に実施されていたとは言い難

い状況が見受けられた。 

結果として、「A）アンケート結果の記載漏れ」の不備では事業の取組の効果、事業の有

効性が確認できないことになる。また、「B）事業費の積算根拠の記載漏れ、不明瞭な記載」

の不備では支出項目の根拠が明瞭でない状況で支出を行っていたことになる。 

県として事業の取組の有効性や支出内容の経済性かつ効率性を的確に把握するために、

実績報告書の十分な点検を行うことが必要である。  
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高校生みらい支援事業の実施 

 
部署 高校教育課 

事業の 

概 要 

各地区に進路支援コーディネーターを配置し、生活困窮世帯生徒等に個別の面談

を行い、進路決定までの継続した支援を行う。また、就職後においても早期離職防

止のため企業訪問による情報収集等を行い支援する。所管の対象校に対しても必

要に応じて支援を行う。 

実 施 

状 況 

〇県立高等学校 10校に 10名の進路支援コーディネーターを配置 

・配置校における面談回数 958回 

・対象校における面談回数 63回 

・進路支援コーディネーター研修を年２回実施 

※出所：「定期監査・決算等審査調書 定期監査・決算等審査対象期間（平成 30年度）」 

 

 
                    （単位：円） 

節名/歳出決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

報酬  23,141,316 23,686,633 

共済費  2,660,868 107,496 

旅費  505,672 482,000 

合計  26,307,856 24,276,129 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 

 

 
                    （単位：円） 

目名/歳入決算額 H28 年度 H29 年度 平成 30年度 

教育費国庫補助金  7,882,000 7,332,679 

一般財源  18,425,856 16,943,450 

合計  26,307,856 24,276,129 

※出所：「定期監査・決算等審査調書」 

 

 
 （意見）進路支援コーディネーターの勤務日数制限の見直しについて 

所管部署名 高校教育課 

監査の視点 
(２) 教育施策の有効性、効率性及び経済性  

ア  事業全般に関する事項 

 

【現状】 

県は、高校生みらい支援事業として、各地区の拠点校に進路支援コーディネーターを配

置している。平成30年度の事業の概要は次のとおりである。 

＜平成 30年度高校生みらい支援事業の概要＞ 

事業の目的 ・各地区の拠点校に進路支援コーディネーターを配置し、生活困窮世帯の生

徒及び就学困難な生徒（以下「生活困窮世帯生徒等」という。）に対する進路

保障の支援の強化を図り、生徒に自らの適性についての認識と将来の展望や

進路実現に対する意識を高めさせる。 
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・進路実現に対する意識を高めさせることで生活困窮世帯生徒等の進路未定

者や早期離職者を減少させる。 

配置校及び

対象校 

 

地区 配置校 対象校 

北
九
州 

築上西 
第１学区 

第２学区（門司地区、小倉地区） 

遠賀 
第２学校（戸畑地区） 

第３学区 

福
岡 

早良 第４学区 

太宰府 第５学区 

玄洋 第６学区 

筑
後 

朝倉光陽 
第 7学区 

第８学区 

大川樟風 
第９学区 

第 10学区 

筑
豊 

田川科学技術 第 11学区 

嘉穂総合 第 12学区 

鞍手竜徳 第 13学区 
 

実施内容 進路支援コーディネーターは、生活困窮世帯生徒等に個別の面談を行い、進

路決定までの継続した支援を行う。また、就職後においても早期離職防止の

ため企業訪問による情報収集等を行い支援する。所管の対象校に対しても必

要に応じて支援を行う。 

（１） 進路支援 

   ・生活困窮世帯生徒等に対して、必要な情報提供や支援を行う。 

   ・生徒と個別の面談を行い、進路決定までの支援を行う。 

   ・関係機関と連携し、生徒が希望する進路先に関して、求人開拓や奨学   

    金などの情報収集を行う。 

（２） 早期離職防止 

   ・企業訪問を行い、就業状況等の把握や支援を行う。 

任用対象と

任用方法 

（１） 任用対象：福祉分野での行政経験者、企業の総務・人事等での管理職

経験者等 

（２） 任用方法：配置校において公共職業安定所に求人登録を行うなど、適

切な人材確保を行う。 

任用期間と

勤務時間 

（１） 任用期間：年 40週（計 960時間） 

（２） 勤務時間：1日６時間勤務 週４日間 

※出所：「平成30年度高校生みらい支援事業実施要項」 

 

各拠点校における事業の実施状況を監査するため、監査対象として選定した福岡地区の

拠点校である早良高等学校において資料等を確認したところ、進路支援コーディネーター

の勤務条件は次のとおりである。 
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＜早良高等学校における進路支援コーディネーターの勤務条件＞ 

任用期間 平成 30年４月 16日から平成 31年３月 22日まで（年 40週） 

勤務時間 10 時 15分～17時 00分まで 

休憩時間 12 時 15分～13時 00分まで 

勤務日数 週４日（任用期間内において、勤務日数 160日以内で学校長が指定する日） 

休暇 （１） 年次休暇 

平成 30年４月 16日付与分３日 

平成 30年 10月 17日付与７日 

（２） 特別休暇（夏季休暇） 

２日（7月から９月までの期間に限り使用可） 

（３） その他の休暇 

平成 17年９月 28日 17教総第 1748号「非常勤職員の休暇等の取扱い

に関する要領」のとおり 

※出所：「任用通知書」 

 

実際の進路支援コーディネーターの勤怠状況は以下のとおりであった。 

＜早良高等学校における進路支援コーディネーターの勤怠状況＞ 

月 出勤日数 休暇取得日数 
勤務日数 

（出勤日数＋休暇取得日数） 

平成 30年４月 ６ ２ ８ 

平成 30年５月 11 - 11 

平成 30年６月 17 - 17 

平成 30年７月 18 - 18 

平成 30年８月 10 - 10 

平成 30年９月 16 - 16 

平成 30年 10月 18 - 18 

平成 30年 11月 17 １ 18 

平成 30年 12月 12 - 12 

平成 31年１月 15 - 15 

平成 31年２月 17 - 17 

平成 31年３月 - - - 

合計 157 ３ 160 

                  ※出所：「県資料」を基に監査人作成 

 

上表のとおり、任用期間が平成 31年３月 22日まであるにもかかわらず、３月は出勤日

数ゼロとなっている（最終出勤日：平成31年２月 28日）。 

また、所定の有給休暇である年次休暇７日分、及び、特別休暇２日分の計９日分が未取

得となっている。 

早良高等学校の進路指導主事担当教員に原因についてヒアリングしたところ、次のよう

な回答が得られた。 

＜進路支援コーディネーターの勤怠状況についての回答＞ 

(１) ３月の出勤日数がゼロである点について 

３月も就職が決まっていない生徒の対応やハローワーク等外部機関とのやりとり、引継

ぎ資料の作成等、学校としては進路支援コーディネーターの出勤を要望していたが、勤務

日数 160 日以内という勤務条件上の制限があるため、２月 28 日までで制限一杯となって

しまい、３月の出勤要望が叶わなかった。 


